
第7章京都大学の再編と発展

第 1節大学紛争とその余波

第1項昭和43年の状況

1. 全国的動向

昭和40年代前半とりわけ昭和43(1968)年から昭和44(1969)年にかけて、わ

が国の大多数の大学では激しい紛争の嵐が吹き荒れた。京都大学もまたその

例外ではなく、昭和44年1月以降紛争が全学に拡大し、教育研究活動が甚だ

しく阻害されるに至った。以下本学における大学紛争の経過を述べるに先立

ち、昭和43年における大学紛争の全国的動向について簡単に述べておくこと

にしたい。

昭和35(1960)年の日米安全保障条約改定阻止運動、昭和37(1962)年の大管

法反対運動の後一時沈滞していたわが国の学生運動は、昭和40(1965)年頃か

ら再び活発化した。即ち、昭和40年の日韓条約反対運動に続いて、昭和42

(1967)年10月、 11月には佐藤栄作首相の東南アジア訪問および米国訪問に反

対する学生らの激しいデモが行われ(第 1次および第2次羽田事件)、翌昭和43

年には米国原子力空母エンターブライズの佐世保寄港阻止闘争が展開され

た。ところで注目すべきは、この時期には以上のような政治問題をスローカや

ンとする学生運動と並んで、、学内問題を直按の契機とする学生運動が頻発す

るに至ったことである。まず昭和40年に慶癒義塾大学において学費値上げに

反対する学生の激しい闘争が起こり、これを皮切りに翌昭和41(1966)年には

早稲田大学、昭和42年には明治大学、昭和43年には中央大学、関西学院大学

その他で学費値上げ反対運動が展開されている。また昭和43年4月には日本

大学において、巨額の使途不明金の存在が報道されたことから理事の総退陣
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を要求する運動が起こり、全学ストへと発展した。

私立大学における学費値上げ問題以外に大学紛争の主要な火種となったの

は、医学部におけるインターン(研修医)制度および登録医制度、学生寮や学

生会館の建設または管理、大学の統合移転、管理運営機構の改革等の諸問題

であり、これらの問題を契機として、国立大学においても昭和43(1968)年に

は紛争が全国的な広がりを帯ぴるに至った。とりわけ東京大学では、昭和41

(1966)年以来インターン制度を巡る学生および研修医の反対運動が問題化し

ていたが、昭和43年には 3月の医学部における学生処分に端を発した紛争が

全学に広がった。同年6月安田講堂を占拠した学生を排除するため大学側が

警察力を導入したことが紛争をエスカレートさせ、ついには翌昭和44(1969) 

年度の入学試験の中止という事態を招いたのである。医学部における紛争が

特に昭和43年初めに激化したのは、インターン制度に代えて登録医制度を設

けるという医師法改正案が国会に上程されたことによるが、これについては

少し後に説明することにする。昭和43年末の朝日新聞社の調査によると、昭

和43年に紛争を起こした大学は全国で115校ほどに上り、その内紛争の越年

が確実な大学は実に68校に及んだのである。そのうち、翌年の入試実施が危

ぶまれていたのが東京大学、東京教育大学、東京外国語大学であり、また日

本大学、中央大学など10を超える大学が校舎の一部をバリケード封鎖された

まま年を越すことになる(r朝日新聞.112月27日付)。
このように昭和43年に全国の大学を席巻した学生運動は、昭和30年代まで

の学生運動とは明らかにその性格を異にしていた。即ち、その中心的な推進

力となったのは、いわゆる三派系(新左翼系)の学生であり、彼らはノンセク

トラジカルの学生とともに共闘会議を組織して、「大学解体Jのスローガン

の下に既成の大学制度を全面的に否定しようとしたのである。彼らの運動は

それまでの民青系学生指導下の学生運動に比べて著しく暴力性を強めてお

り、自らの要求を貫徹するためには従来のような授業放棄に留まらず、学長

や学部長に「大衆国交Jを強要し、また建物の長期にわたる占拠やノすリケー

ド封鎖を強行したのである。
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このような大学闘争とも呼ぶべき学生運動の高揚には様々な原因が指摘さ

れている。すなわち、昭和35(1960)年頃からの日本経済の高度成長と大学進

学率の上昇の中で生じた学生の質や意識の変化と、大学の旧態依然たる教育

や管理体制との聞のギャップ、管理社会化の進展に伴う若者の不安や焦燥感

の増大、あるいは戦後の復興期に生まれた世代に特有な権利意識の強さなど

である。また同時に、この時期に米国やドイツ、フランス、イギリスで起こ

った「大学革命」や、中国における文化大革命の影響も見逃すことはできな

い。しかしこれらは、昭和43-44 (1968-69)年大学紛争高揚の一般的背景あ

るいは土壌をなすにすぎず、個々の大学における紛争の発生と拡大は、それ

ぞれの大学に固有な要因に規定されるところが極めて大きかったのである。

2. 医学部の紛争

前述のように東京大学において全学的紛争の発端となったのは昭和43年3

月医学部における学生処分であった。この処分は登録医問題を巡るトラブル

を契機とするものであったのだが、京都大学においてもこの年、医学部にお

ける登録医制度反対闘争から極めて、深刻な事態が発生したのである。

わが国では第2次世界大戦後間もなく、アメリカ進駐軍の命令により医学

研修制度としてのインターン制度が発足した。この制度については早くから

多くの問題点が指摘されており、昭和37(1962)年頃から学生、研修医の聞に

その廃止を求める運動が起こっていたが、昭和43年 1月インターン制度を廃

止して代わりに登録医制度を設けるという医師法一部改正案が国会に上程さ

れたことから、登録医制度に対する反対運動が俄に高まりを見せるに至っ

た。この登録医制度とは、無給であったインターンの 1年聞を有給の2年間

の研修に置き換え、研修終了とともに登録医の資格を与えるが、医師国家試

験の方は医学部卒業と同時に受験でき、合格すれば免状が与えられるという

ものであった。この登録医制度に対しては四二青年医師連合(昭和42年度のイ

ンターン)をはじめ主な大学の医学部学生自治会は、現行の制度の改善には

ならないとして強く反対していたが、京大でも青年医師連合(以下、青医連)
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京大支部は医学部自治会とともに全学闘争委員会を結成して、国家試験ボイ

コット大学院入試ボイコットを決めたほか、 2月13日から無期限ストライ

キに突入した。このストライキのために期末試験は実施不可能になり、医学

部の卒業予定者のほとんどは卒業延期を余儀なくされることになる。ところ

が3月15日の大学院入試当日、青医連、学生らの受験ボイコットの呼び掛け

に従わずに受験しようとした 1名の受験者に対して、青医連の幹部らが暴力

行為、不法監禁を行ったという容疑で、 4月7日京都府警の警官約300名に

よって医学部内の青医連事務局など10カ所の捜索が行われ、研修医や学生5

名が逮捕された(r京都新聞J4月8日付)。

京大構内への警官の立ち入りは、昭和30(1955)年の第 2次瀧川事件以来13

年ぶりであり、しかもこうした大がかりな強制捜査は京大の歴史上初めての

ことであっただけに、それが学内に与えた衝撃は大きかった。この学内強制

捜索を不当とする学生らは 7日午後、病理学講堂で岡本耕造医学部長代理、

柏祐賢学生部長ら大学側の出席を求めて、約 9時間にわたって抗議の「団

交」を行い、翌8日には学生の全学自治組織である同学会が正午から法経第

7教室で警官導入に対する抗議集会を聞き、奥田東総長との「団交」を要求

した。総長はいわゆる大衆団交には応じない方針を決めていたが、学生らが

納得しないので「説明会」の形式で学生らと話し合うことを決意し、 4月8

日夕-9日午前 2時、 10日午後-11日未明、 12日夕-13日朝の 3回にわた

り、「説明会Jという名目で長時間「団交」が行われることになる。これら

の「因究」において学生らは、 7日の捜索を大学の自治の侵害にかかわる公

安事件であると強く主張したのに対して、総長は刑事事件と考えると繰り返

し述べて議らなかった。しかし3回目の話し合いで総長は、捜索のその後の

進展から見て、警察側に初めから学生、研修医の自治活動を破壊する意図が

あったとの疑いがもたれるとの見解を示し、その方向に発展しないよう配慮

されたいとの申し入れを13日京都府警に対して行ったu京都新聞J4月13日
付夕刊)。また医学部教授会は 4月19日、学生、青医連との「団交」を拒否

して 2カ月以上も事態を放置し、警官の立ち入りを招いたことを反省し、直
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ちに事態の解決に努めるとの声明を発表した。

医学部では4月中旬から 6月上旬までの聞に、教授会と学生、研修生が作

る全学闘争委員会との聞で合計9回、延べ94時間に及ぶ話し合いが重ねら

れ、その結果、卒後研修の方式について両者の聞で一応の合意が成立し、 6

月13日の学生大会で4カ月ぶりにストライキの中止が決定された。京大方式

ともいうべきその卒後研修の方式とは、①昭和42、43年学部卒業生が全員京

大病院で研修を受けられるようにする、②研修内容については、教授会と青

医連京大支部との合議合意で決める、③登録医制度にからむ事務手続きも会

議合意の上で行う、の 3点を骨子とするもので、これによって教授会と研修

生との話し合いでより充実した実地研修を行ってゆくという形ができ上がっ

たのである<r京都新聞j6月14日付)。

こうして昭和43(1968)年1月に始まった医学部紛争は教授会と学生、研修

生の聞のねばり強い話し合いによって一度は解決を見た。しかし翌昭和44

(1969)年初めには、現行の医局制度の解体を封鎖を含む実力闘争によってか

ちとろうとする一層ラデイカルな運動が一部学生、若手医師らによって展開

されることになる。

一方、この昭和43年末には総長と寮生との長時間因究が行われ、翌昭和44

年大学紛争の直接の契機となる寮問題が全学的問題として浮上するに至っ

た。その切っ掛けとなったのは、昭和43年11月5日に評議会が、長期的な学

園整備の青写真「京都大学20年長期計画試案Jを学内に公開する方針を決め

たことである。これは、将来の大学像の決定に各層の意見を反映させようと

いう総長の意向に発するものといわれるが、吉田寮・熊野寮の寮生らはこの

長期計画に盛り込まれた新寮計画について、学生の意見を取り入れぬ一方的

な試案であるとして強〈反発した。こうして寮自治会は同年12月12日夕刻か

ら13日午後零時半まで、長期計画の白紙撤回と即時新寮建設、炊事人の公務

員化などを要求して奥田総長、岡本道雄学生部長らと徹夜で話し合いを行う

ことになった。この「団交」で大学側は、炊事人は欠員があり次第公務員化

するよう努力すると約束しただけで、学生の要求を退けたのだが、これ以後
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学生らは増寮闘争を、国大協自主規制路線粉砕、財政公開などをスローガン

にした全学的な闘争へ発展させてゆこうとするのである。

第2項昭和44年の紛争

1. 京大紛争の勃発

京都大学における大学紛争は、昭和44(1969)年に入るとともに寮問題を契

機として全学的紛争へと発展するに至った。

昭和44年 1月、吉田寮・熊野寮の寮生によって組織された寮闘争委員会

は、無条件増寮、 20年長期計画白紙撤回、財政全面公開の3項目要求を掲げ

て「総長因究」を強く要求した。これらの問題については、前年12月12、13

両日長時間にわたって総長と寮生との会談がもたれたばかりであったので、

大学側は直ちには学生の要求に応じなかったが、寮生たちは「総長団交Jを

強く求めて 1月14日夕刻学生部に押しかけ、岡本道雄学生部長との話し合い

に入った。奥田総長は当日、概算要求その他の用務のために上京中であった

が、同夜遅〈予定を変更して帰洛、 15日午前1時から学生部会議室において

学生部長同席の下に、約100名の寮生らと上記3つの要求項目について「団

交Jを行うことになる。

「団交」は2回の休憩時間を挟んで、翌16日午前1時頃まで24時間に及んだ。

まず寮生側が寮の管理権を従来通り完全に寮生のものとした上で増寮の予算

要求を行うことを要求したのに対して、総長はそのような形での増寮要求は

引き受けられないと述べ両者の主張は平行線を辿った。次いで、寮生側が財政

の即時全面公開を要求したのに対して、総長は前向きの姿勢で部局長会議に

諮っていると答えた。さらに20年長期計画の白紙撤回に関しでも総長は、寮

に関する部分については既に昨年12月の会談で白紙撤回したが、全面的な撤

回は全学に関係があることであり、寮問題を討議するこの会談で論じること

は適当でないと返答した。「団交Jの最後に寮生側の最後通告に対して総長

は、①無条件増寮はできない、②長期計画の全面的白紙撤回はできない、③
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財政公開は実現の方向で検討する、と答えた。この返答のいずれをも不満と

した寮生は、 16日午前 1時「団交」決裂を宣言し、直ちに学生部建物を封鎖

した。これが京大紛争の発端であり、以後寮闘争委員会、教養部闘争委員会

ら「封鎖貫徹」を叫ぶ学生と封鎖に反対する同学会執行部学生との対立が日

増しに激化することになる。 16日正午から学生部バリケード前で封鎖支持派

学生の全学決起集会が、一方法経第 1教室では、封鎖に反対する五者連絡会

議(職員組合、同学会、院生協議会、生協、生協労組で構成、議長は川口是職組委

員長、以下「五者Jと記す)の集会が聞かれ、午後には「同学会行動隊」が実

力による封鎖解除を試みるなど学生同士の衝突も起こっている。

2. 学生部封鎖の解除

このような事態に対して大学当局は、 1月16日夜の部局長会議で対策を協

議した後、 17日岡本学生部長名で「学生部封鎖の事態について」という文書

を全学に配布し、今回の学生部占拠に至った経過を説明するとともに、占拠

学生に対して速やかに封鎖を解いて話し合いの場に戻るように求めた。さら

に総長は翌18日正午時計台前で、聞かれた全学集会(出席者約6，000名)において

「所信表明Jを行い、事態解決のために全京大人の総力の結集を訴えた。次

いで18、19両日には「五者」との「総長因究」が延べ20時間にわたって行わ

れたが、そこでも、大学側の弱腰を非難し封鎖の即時実力解除を要求する

「五者」に対して、総長はあくまで説得による解決を主張し、実力行使には

慎重な姿勢を取り続けたのである。この 1月18-19日には東京大学本郷構内

に機動隊が出動して安田講堂をはじめすべての建物の封鎖を解除したが、テ

レビに写し出されたその凄惨な光景と東大の施設などの荒廃が京大の教職

員、学生の危機感を一層高め、自主防衛という「五者」の主張が多くの支持

を集める 1つの原因となったことは疑いがない。

1月20日午後総長は教官多数とともに学生部前に行き、バリケードに向か

つて封鎖解除を呼び掛けたが、同夜聞かれた部局長会議と学生部委員会との

合同会議では、翌日に予定された全国学園闘争勝利全関西総決起集会(寮闘
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争委員会・文学部学友会・医学部自治会共催)による学内の混乱拡大を防ぐため

に学外者の立入りを禁止することが決定された。そして翌21日には11時頃か

ら各門を多数の教職員、学生で固めて入構しようとする者に学生証を提示さ

せ、学外者の立入りを阻止した。こうして本部構内での開催が不可能になっ

た総決起集会は、午後3時過ぎから教養部正門前で開催され、羽仁五郎が講

演を行った。午後5時ヘルメット、ゲパ棒で武装した他大学の学生多数が本

部正門に突入を図ったため混乱が発生、正門を固める学生、教職員は防衛手

段として立看板などでバリケードを築いてゆき、それに向かつて何度もデモ

が試みられたが突入は阻止された。投石などで、多数の負傷者が出たため、午

後5時40分岡本学生部長は道路上の学生を排除すべく機動隊の出動を要請し

たが、東一条通に座り込んだ約200名の京大生が機動隊を交差点の西へ押し

返した。その後道路上の学生は教養部A号館1-2階に各派ごとに分かれて

入り込んで、集会をもち、深夜から明け方まで、本部正門へのデモを繰り返した

が、内部からの激しい放水によって突入を阻止された。

翌22日も、早朝から時計台前で「五者Jの集会が聞かれ、「日大、東大共

闘派学生700名が京都に向かつて出発したJとの噂が流れ(のちにデマと判

明)、さらに正午には教養部に集合した約150名の学生が本部正門へ突入を図

って放水で匝止されるなど、学内は騒然たる状況が続いた。大学側は封鎖発

生以来連日部局長会議を聞いて収拾策を協議してきた。大学当局の方針はあ

くまでも説得によって事態の解決を計ることにあったが、今や封鎖解除を迫

る学生らの行動はますます激しくなり、当局としても彼らの実力行動を抑え

ることはもはや不可能となった。午後7時封鎖解除を要求する学生約100名

がヘルメットを着用して学生部前へテeモを行い、 8時頃から座り込んでいる

封鎖支持派の学生をごぼう抜きし始めた。封鎖解除派学生は学生部の窓に向

かつて放水を行い、封鎖学生がこれに投石で応じた。この間総長、学生部長

らは繰り返し封鎖学生に自主的退去を呼び掛けたが応答はなく、封鎖解除派

は翌23日未明にかけて激しい放水の中、バリケードの取り壊しを進めていっ

た。こうして午前4時半までに 1階の封鎖が解除され、次いで2階への階段

605 



第7章京都大学の再編と発展

のバリケードも撤去された。そして午前10時25分学生部2階の窓に白旗が掲

げられ、立て龍っていた約60名の学生は窓から梯子をったって外に出た。

このように学生部封鎖の解除は、警察力によらず大学当局と封鎖に反対す

る学生、教職員による「自主防衛jという形をとって行われた。このいわゆ

る「京大方式」については当時賛否両論がたたかわされた。封鎖支持派は1

月21-23日を「狂気の 3日間jと呼んで、実力解除を強く批判したが、総長が

結果的にこのような方式を容認したのは教官、学生の聞に警察の学内立ち入

りに反対する意向が強く、性急な警察力の導入が東大の例から見てもかえっ

て紛争を拡大すると判断したためである。またこの時点では「京大は京大人

の子で守ろう」という大学当局の呼び掛けに積極的に応じる学内各層の盛り

上がりがあった。しかしこのような形での封鎖解除が学生聞の対立を深め、

紛争の長期化を招いたことは否定できない。

さて、学生部建物から出た封鎖学生は 1月23日、封鎖支持の学生とともに

法経第 1教室で学生部長を拘束して「総長団交jを要求した。一方、大学側

は同日午後2時から時計台前で全学緊急集会を開催し(参加者約3，000名)、総

長は大学改革のための各グループ、各クラスでの十分な討議を要望、終了後

参加の教官らは総長を先頭に本部構内を行進した。大学主催の全学集会は24

日と25日にも開催された。また23日夜から翌日にかけて本部各門のバリケー

ドが撤去された。なお、 23日夜総長は寮生らと会談し、彼らの要求する25日

の「団交」に出席することを約束した。

これより先、 21日夜寮闘争委員会と文学部、医学部、教養部の各闘争委員

会によって全学闘争委員会準備会(のちの全学共闘会議)が結成されており、

今回の「総長団交」の相手はこの全学闘争委員会準備会であった。 25日午後

2時から総長は学生部長とともに法経第 l教室での「団交Jに出席する。会

場には寮生を中心にした共闘派学生、大学当局の態度を不満とする一般学生

ら約1，500名が詰めかけ超満員であった。学生側は、①学生部封鎖解除の自

己批判、②寮3項目要求の即時承認、③逆封鎖=ロックアウトの自己批判、

④機動隊導入準備否定、捜査協力拒否、⑤今回の闘争に対する不処分、⑥奥
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田総長の国大協会長辞任、⑦総長、学生部長の辞任と学生部の解体、⑧大衆

団交の場における以上の諸点の文書確認、の 8項目要求を提起し、バリケー

ドの構築と実力による封鎖解除によって寮闘争を破壊したのは大学の責任で

あると激しい口調で、返答を迫った。これに対して総長は、本部各門のバリケ

ードは学外者の立ち入りを防ぐために学生、教職員の聞から自発的に盛り上

がった大学防衛であり、学生部の実力封鎖解除も暴力であったとは思わない

と応酬、両者の主張が岐み合わないまま「団交」は翌26日午前3時一旦休憩

に入り、総長、学生部長は壇上で仮眠をとった。同日10時半に再開された話

し合いでも依然押し問答が続いたが、封鎖が暴力的に解除された事実を認め

て自己批判せよという学生側の主張に対して総長は、①封鎖を実力で解除す

ることが唯一の解決方法であったと考える、②封鎖派の学生と話し合わず一

方的に封鎖を実力解除したことを認めるという趣旨の確認書を書くに留まっ

た。「団交」はなおも延々と続き、 27日午前3時50分2回目の休憩に入った。

そして同日午前 8時15分に再開されたが、結局午後3時40分学生側が「団

交」の決裂を宣言、 38時間に及んだ話し合いは物別れに終わったのである

(以上、 1月14日から27日までの事実経過については主に『昭和44年学生部封鎖に

伴う一連の事態についての経過関係書類Jに依拠した。以下『学生部封鎖経過関

係書類』と略記。また京都大学新聞社編 『京大闘争 京大神話の崩壊J三一書房、

1969年、をも参照した)。

3. 紛争の全学への拡大

この「総長団交」で学生の要求を大学側が退けたことによって、 1月16日

の学生部封鎖に始まった京大紛争は一段落するかに見えた。しかし、大学当

局が本意ではなかったにせよ「五者」の封鎖実力解除の方針を認めたことに

対する反発は学内各層において想像以上に強〈、これ以後2月前半にかけて

医・文・工の各学部と教養部で無期限ストライキカや決定されるなど、紛争は

全学的な広がりを帯ぴることになる。医学部では 1月27日、本科4回生が医

局解体と統一青医連結成をスローガンに無期限ストに入っていたが、医学部
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全学闘争委員会(M全闘)主催の学生大会の決議により 2月5日学部全体が無

期限ストに突入し、同日附属病院構内の外科研究棟が完全封鎖された。封鎖

は2月20日には内科研究棟に拡大される。次に教養部では、 1月30日の代議

員大会において教養部闘争委員会提案の前記8項目要求貫徹をスローガンと

する無期限ストが可決され、翌日教養部各門にバリケードが築かれてストに

入った。一方文学部では、封鎖を批判した 1月19日教授会見解の白紙撤回要

求を契機にスト実行委員会が結成されたが、 2月1日学生大会の議に基づ

き、 3日教授会「団交」が拒否されたのを機に無期限ストに突入し、直ちに

本館入口にバリケードが築かれた。さらに工学部は 2月14日から、農学部は

2月25日から、それぞれ学生大会の議に基づいて無期限ストに突入する。

さて教養部では、無期限バリケードストに反対する学生自治会執行部が2

月7日に代議員大会を聞こうとしたが、教養部闘争委員会ら全共闘派学生に

よって阻止されたため、再度14日に代議員大会を召集することにした。執行

部の学生は10日頃から彼らを支持する「五者Jの学生、職員とともに会場に

予定された法経第 l教室に泊り込み、前日夜には同教室につながる本部の建

物の入口を閉鎖した。これに対して14日午前2時半頃から角材を持ちヘルメ

ット姿の全共闘派学生約500名が実力排除に乗り出し、投石放水などで攻撃、

貰ヘルメットの「五者」の学生も角材、投石などで応戦し、法経第 1教室を

中心に、小雨の中激しい衝突が4時間半にわたって続いた。双方に約250名

の負傷者が出たが、夜が明け始めた午前7時頃全共闘派学生は攻撃をあきら

めた。代議員大会は14日午後3時半頃から法経第 1教室で開催され、執行部

提案の無期限スト即時解除などが可決された。しかし全共闘派はこの代議員

大会を認めないと宣言、バリケードを強化して無期限ストを続ける構えを示

した。

この 2月14日の事態の衝撃は大きく、これを機に教官層の聞でも、 1月中

旬以来の大学当局の方針や両派学生の行動を巡って見解の対立が一層鮮明に

なった。教養部では、 2教官が48時間ノ、ンストに入ったのに続いて 2月16日

教官有志56名が、 i1月21日以後の事態にあたって、大学のとって来た方針
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についてわれわれは再検討を提案するJとの声明を発表した。一方教養部学

生自治会は、 14日の代議員大会の決定に基づいて17日、病気療養中の羽田明

教養部長に代わる三谷健次教養部長代理と「団交」を行い、無期限ストに反

対し教養部闘争委員会の行為を糾弾する 4項目確認書をかちとった。ところ

が翌日日の教養部教官協議会(学生部封鎖の際発足したもので、教授・助教授・

講師・助手・教務職員約190名で構成)は「学生聞の対立が続く現在、一方だけ

を支持するような行動は紛争をこじらせるJとして確認書の不承認を決め

た。この結果三谷教養部長代理ら教養部執行部は辞任することになり、紛争

解決の見通しはまったく立たなくなった。また19日農学部林学教室教官有志

が、総長、各学部長に対して「暴力による解決の試みをいっさい否定するこ

とを強く訴えるJ要望書を提出したが、これに対して経済学部・法学部の教

官有志の21日付ビラは、学生部封鎖のごとき暴力行為に対しては敢然と立ち

向かうべきであると反論している(京大問題記録編纂会編『レポート・揺れる京

大一一紛争の序章』現代数学社、 1969年、 112-122頁)。

このような状況の中で2月20日大学当局は、奥田総長の「全京大人に訴え

るJと岡本学生部長の「学生諸君に訴えるJとの 2つの声明を発表して、学

生部封鎖以来の事態についての反省の上に立って大学における暴力の絶対的

否定の立場を表明するとともに、大学の制度改革の必要とその方向を述べ

て、現下の危機打開のための全京大人の奮起を呼び掛けた。これより先総長

は2月14日事件直後に、翌月 3日からの入学試験は何としても実施したいと

諮っていたが、しかし 2月20日以降、入試粉砕を叫ぶ全共闘派の本部封鎖へ

の動きとこれを匝止しようとする「五者Jらの動きの中で、学内の緊張が高

まっていった。全共闘派は21日、時計台前で全関西労学市民総決起集会を開

催、 23日には同志社大学において立命館大全共闘と共催で全京都労学市民連

帯集会を開催した後、約1，500名が京大へデモ行進し、本部構内に突入した

後教養部構内で集会を聞いた。これに対して「五者」を中心とする封鎖反対

派は、「入試粉砕を匝止し大学民主化を押し進めようJという呼び掛けの下

に21日「全学ゼネスト lを行った後、本部封鎖阻止のために泊り込みを始め
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た。 26日午後9時半頃教養部構内に待機していた他大学を含む共闘派学生約

400名が本部構内に乱入して時計台建物の封鎖を開始し、 27日午前零時半頃

封鎖を完了した。しかし午前2時頃から封鎖解除派の学生が反撃を開始、激

しい攻防戦の末午前9時までにまず 1階の封鎖が解除され、午後5時過ぎに

は時計台建物の封鎖は完全に解除された。この2月26-27日の事態での負傷

者は200名以上に達した。

4. 学外入試の実施へ

この 1月下旬以来3度目の流血事件によって学内での入学試験の実施は絶

望的となった。大学側はこのような事態を予想して、学外に入学試験場を確

保することに努めていたが、奥田総長は 2月28日の記者会見で、「入試は全

部学外で実施する。入試阻止に対しては、全職員、教官約1，500人を動員し

て万全の措置をとるが、妨害された場合は再試験も考えている」との最終方

針を明らかにした。また京都府警本部は28日夜、 3月1日から入試終了まで

「京大入試警備本部jを設置し、府警始まって以来の大規模な警備体制をと

ると発表、同時に奥田総長に対して、今後学生関で乱闘事件が発生すれば、

大学側の要請がなくても機動隊を学内に出動させると通告した<r京都新聞J

3月1日付)。

翌3月1日、入試阻止を目指す全学共闘会議は東京および関西の他の大学

からの支援学生とともに午後1時頃から時計台前で京大入試粉砕労学総決起

集会を聞き、一方「五者J側は、全共闘との衝突を避けて農学部グラウンド

で全京都の支援労組・市民・学生とともに府市民集会を開催し、入試実施と

民主化路線を確認した。両派のにらみ合いで緊迫した空気が流れる中、午後

5時過ぎ府警機動隊が2月14日事件の捜査を理由に教養部構内に入り証拠品

を押収した。午後7時頃正門付近で学生の投石を受けた機動隊は本部構内に

突入、約 1時間半にわたって学生と乱闘を続け双方に百数十名の負傷者を出

した。学生はその後、東大路通と東一条通の 4カ所にバリケードを築いて

「解放区」を作ったが、 2日午前 2時過ぎ機動隊がパリケードを排除した。
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大学当局は教養部の強制捜査については前もって同意を与えていたが、警察

が本部構内に入ったことには同夜総長は遺憾の意を表明した。

全共闘派の学生は 3月2日午前10時頃から本部構内でテモや集会を繰り返

していたが、午後4時過ぎ各学部の事務室に押し入り、本部構内各門にバリ

ケードを築いて封鎖した。大学は3日早朝総長名で「封鎖を解除して学外に

退去せよ」という主旨の告示を各門に張り出し、同日午前9時から教職員、

学生が自発的に各門のバリケードを撤去し始め、正門では封鎖派学生の妨害

にあったが、正午過ぎすべての門の封鎖を解除した。

3月3-5日の入学試験はすべて学外で、京都市内8カ所と宇治市内3カ

所に分かれて行われることになった。試験場には近畿、京都学院、平安、京

都各予備校を主力に京都工芸繊維大学と山城、 i各東、私立宇治、私立京都商

業(薬学部試験場、当日公表)の 4高校、京大宇治研究センター内の工業教員

養成所などのほか、 2月25日から宇治総合グラウンドに突貫工事で建設した

プレハブの仮設試験場5棟(約1，000名収容)が当てられた。志願者数は当初東

大入試の中止もあって激増が予想されたが、実際には 1万507名と例年より

やや少なかった。しかも、入試実施への不安から他大学、他学部との併願者

が多かったためか、欠席者が非常に多く、例年の 2倍の13.6%に達した<r京

都新聞j3月3日付夕刊)。

3日間の入学試験は、各試験場とも警察が厳重な警戒体制を敷く中で行わ

れ、大きな混乱なしに終了した。 3日の午後には、教養部を出た学生のデモ

隊が東大路通を南下して試験場へ向かおうとしたが、機動隊によって阻止さ

れた。ただ2日目の 4日は、 3月初めの京都としては12年ぶりの大雪になり

交通機関が乱れたために試験開始時刻を繰り下げるなど、予想外の出来事も

あった。この入試の実施のために全学で1.500名以上の教職員が動員された

が、各試験場には警戒のため3月1-2日から教官2、3名ずつが泊り込み、

交代で不寝番をした。奥田総長は第 1日の入試終了後、府警の協力に感謝す

ると語ったが、連日1，600名以上の警官が警備に当たり、正に「機動隊に守

られた入試」であった(以上、 2月26日から 3月3日までの本部構内と周辺の事
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態については前掲 『学生部封鎖経過関係書類jによる)。

5. 新学期における学内の状況

このようにして入学試験は何とか乗り切ったものの、新学期を目前にして

学内正常化の見通しはまったく立たないのみか、いくつかの学部では紛争が

深刻さを増した。新入生を収容する教養部では、 3月20日山下孝介新部長が

選出されたが学生によるバリケードストが続いており、昭和43(1968)年度後

期試験も無期延期されたままであった。 3月26日総長と教養部長の連名でバ

リケードの撤去を要請する掲示が出されたが、効果はなかった。これより先

文学部では、前述の1月19日教授会見解に対する自己批判を要求する文学部

共闘会議(L共闘)の教授会「団交Jが、 2月25Bから 3月 1Bまで実質六十

数時間にわたって行われたが、 3月11日長尾雅人新学部長が学部の正常化を

訴えた「文学部長所信」を発表すると、これに反発した共闘派学生が12日学

部長に「団交」を迫り、この「所信」の撤回を約束させた。しかるに翌日日

の教授会は「部長所信Jを正しいとして、同夜予定されていた「団交」を拒

否したため、共闘派学生は14日早朝、学部長の辞任を要求して文学部の本館

および東館を封鎖するに至った。文学部と同様無期限ストが続く医学部で

も、 3月30日に 2教授室が封鎖されたのに続いて 4月7日には医学図書館へ

と封鎖が拡大され、研究はほとんど麻棒状態に陥った。 3月22日の部局長会

議は25日に予定された卒業式および24日の大学院修士学位授与式を中止する

ことを決定した。その理由は、例年式場に当てている本部2階の大ホールが

去る 2月27日未明の学生の衝突で甚だしく荒廃しており、ほかに適当な場所

がないためというのが大学側の説明であったが、共闘派学生による卒業式実

力粉砕の動きを警戒した措置とも見られた。こうして卒業式は戦後初めて中

止され、卒業証書は式当日の25日朝から各学部の事務室や学部長室などで、

印刷された総長告示とともに卒業生に手渡されたのである。

新学年に入った 4月7-10日には延期されていた教育学部の大学院入試

が、 9 -10日には同じく文学部の大学院入試が、いずれも京都市内の予備校
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で実施されたが、入試反対派の学生の妨害によって混乱した。特に9日の文

学部の大学院入試では、入試反対派の学生の乱入と、受験生の中の闘争支持

学生の座り込みなどで混乱し、学部長は退去命令を出し警察力によって妨害

学生を排除して試験を行わなければならなかった。

きて、新年度の入学式は4月11日午前9時から本部2階の大ホールで行わ

れることになっていた。しかし、当日奥田総長、各学部長らが入場した直

後、かねて入学式の実力粉砕を唱えていた共闘派学生が式場に乱入して壇上

を占拠したため予定された式の挙行が不可能になり、騒然とした中で10時過

ぎ総長が人がきの中から「新入生諸君、入学おめでとうJと2度大声で繰り

返しただけで閉会が宣せられた。総長が退場した後も新入生たちは壇上の共

闘派学生に対して「帰れ、帰れ」のシュフ。レヒコールを続けたが、 10時半過

ぎから順次退出した。一方、同日午後3時からの大学院の入学式は、僅か10

分間とはいえ平静に行われたが、新年度はこうして冒頭から波j闘の幕開けと

なったのである。

新学期の最大の問題は教養部の授業をいかに行うかであった。奥田総長は

3月25日「新入生の自宅待機はさせぬJとの大学の方針を語っていたが、山

下教養部長は 4月8日、教官協議会の検討結果に基づいて、①新入生の授業

は例年通り 15日から行う、②無試験のまま各学部に引き取ってもらった新3

回生については教養部の責任において今年中に進級試験を行う、との基本方

針を明らかにした(W京都新聞J4月9日付)。しかし教養部構内はバリケード

スト中であり、また机や椅子のない教室も多く、正常な授業を行うことは望

み薄であった。授業は 4月15日8時10分から約30教室で始まったが、授業再

聞は闘争破壊であるとする教養部闘争委員会などの学生が授業中の山下教養

部長を連れ去って「団交Jを強要し、翌日日には登校した約40名の教官を一

時尚賢館に閉じ込めるなど、混乱が生じた。このため18日の教官協議会で

は、 21日の月曜日から正規の時間割による授業は当分の問中止し、代わりに

新時間帯による特別講義、講演、セミナーなどを行い、また午後3時以後は

クラス討論、クラブ活動、自主ゼミなどのための自由時間とすることを決め
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た<r京大広報JNo.18)。
この特別講義等は結局 7月17日まで実施されて、夏休みに入ることにな

る。これについては、「各教官は得意のテーマについて講義する機会にめぐ

まれて内容的にも充実したものであった」、また「これと平行して種々の形

式のセミナーが聞かれ、その数は特別講義を上廻るほどjであり、「これほ

ど学生の自発的な勉学意欲が盛り上がったことはなかった」という積極的評

価もあるが<r教養部における授業再開の経過についてJr京大広報JNo.18)、し

かし正規の授業がこれほど長期間にわたって中止された事実は軽視されては

なるまい。なお、未了になっていた教養部の昭和43(1968)年度の成績評定

は、結局6月21日を提出期限とするレポート試験によって行われることにな

り、これにより漸く前年度の授業に結末が付けられたのである。

6. 大学立法への反対行動

さて、大学紛争に対する政府の強い姿勢は、大学の秩序維持のため警官が

学内に立ち入るかどうかの最終判断が警察当局にあることを明文化した4月

21日の文部省次官通達にも表れているが、 4月30日に出された中央教育審議

会(以下、中教審)の答申「当面する大学教育の課題に対応するための方策に

ついてjと、それに基づく大学立法制定への動きは、紛争中の全国の大学に

新たな紛糾の要因をもたらすことになった。この中教審答申は、当面する大

学紛争の終結のために大学の意思決定とその執行の権限を適当な大学管理者

に集中する必要があるとし、また「大学が実質的に崩壊状態となり大学とし

ての存在理由が失われるにいたると認められる場合には、政府は、第三者機

関の意見を聞いて、その最終的な処理のために必要な、適切な措置を講ずべ

きであるJと勧告した。この答申をうけて政府は、「大学の運営に関する臨

時措置法案」を 5月25日国会に提出したが、この法案は、大学紛争に対する

学長の報告義務、文部大臣が第三者機関たる臨時大学問題審議会に諮って紛

争大学の学長に対して講ずべき措置を勧告し得ること、さらには紛争が長期

化し収姶困難と認められた場合、文部大臣が同審議会の識に基づき教育およ
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ぴ研究に関する機能を停止し得ることなどを定めるものであった。この中教

審答申といわゆる大学立法に対しては全国の大学関係者から一斉に批判の声

が起こったが、京大においても奥田総長は 5月20日の評議会に諮って声明を

発表し「答申の内容は当面する大学紛争における大学自らの自主的解決をむ

しろはばみ、権力の不当な介入や大学自治を侵すおそれがある」故その取り

扱いには慎重を要し、「いわんやこれに基づく立法化は容認し得ない」と政

府に対して強く要望した。さらに法案の国会審議中の 6月17日には評議会声

明によって、臨時措置法案は f非常事態の名の下に大学本来の管理および研

究・教育の体制をゆがめるおそれがあるJばかりでなく、「大学紛争の解決

になんら資することなく、かえって事態を悪化させ、紛争の解決をいっそう

困難にするものといわなければならないJと強く反対の意を表明した。この

総長声明に先立つて経済学部長、医学部教授会、法学部長などから、上述の

次官通達や中教審答申に対する反対声明が出されていたが、以後7月下旬に

かけて学内の10を超える部局から、部局長、教授会、教官協議会、所員会等

の名で大学立法に対して基本的に閉じ趣旨の反対声明が発表された(以上、

反対声明については 『京大広報~ NO.1 -6、8-10参照)。

中教審答申と大学立法化の動きは、当然にも学生の広範な反対行動を引き

起こし、京大でも 5月中旬には、それらの粉砕をスローガンとする全共闘派

の運動が新たな盛り上がりを示すに至った。まず5月14日夜医学部全学闘争

委員会の学生、研修医約100名が、医学部構内北・南両門にバリケードを築

き、附属病院を除く医学部構内全域を封鎖したが、翌15日には全共闘派の学

生約300名が時計台前広場で京大総決起集会を聞いた後、午後2時頃から学

生部建物を再封鎖した。大学側は16日朝、上柳克郎学生部長名で学生部の封

鎖を解除するようにという要望書を掲示したが、共闘派学生は19日には理学

部事務室(22日夜自主解除)、 21日には農学部林産工学教室(22日夜解除)および

工学部建築学教室へと封鎖を拡大していった。そこで奥田総長は22日午後3

時頃「封鎖の拡大は本学の容認できないところである。封鎖を支持する諸君

の反省を要望する」との掲示を出した。しかし同日午後4時過ぎ、鉄パイ
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プ、角材などで武装した学外者を含む学生集団が教育学部建物に押し掛け、

これを守ろうとした教職員、学生を排除して侵入し、次いで西門脇の附属図

書館別館をも占拠した。同集団はその後本部構内の各門に次々にバリケード

を築いてゆき、午後7時30分頃正門を最後に封鎖を終わった。これに対し

て、封鎖に反対する学生らは北部構内に集まり、本部構内の封鎖学生と対峠

して緊張が高まった。そこで総長は、 22日午後10時頃から部局長会議を聞い

て事態の収拾につき意見を求めた後、翌23日午前6時から約30分間録音テー

プによって封鎖・占拠中の学生に対し速やかに学外に退去するように繰り返

し放送した。しかし学生はこの退去命令に応じなかったので、午前6時52分

約500名の機動隊員が北門から本部構内に入りバリケードを撤去した。さら

に機動隊は午前8時頃教養部構内にも入札 10時頃には封鎖学生を構内から

追い出した。事前に機動隊の出動を察知した多くの学生は既に構外へ出てい

たが、この立ち入りで学生44名が不退去・公務執行妨害罪で検挙された。こ

の日の機動隊の出動は大学側の要請なしに京都府警独自の判断で行われたも

のであり、総長は直ちに警察に対して事前に大学の了解を得なかったことは

遺憾であるとの意を表明した<f京大広報J1969年5月23日付号外)。

機動隊の出動の後、午前9時過ぎから文学部本館、東館、教育学部庁舎、

工学部建築学教室、同電気総合館など封鎖中の建物の解除作業が教職員、学

生らの手で進められ、 23日正午には封鎖中の建物は医学部の内科・外科研究

棟、医学図書館を残すのみとなった。しかし:機動隊が引き揚げた同日午後、

全共闘派の学生は再ぴ教養部構内を占拠して正門にバリケードを再構築し、

文学部本館、東館、工学部電気総合館などを再封鎖したのであり、事態は5

月14日以前に比べてほとんど改善されなかった。また注意すべきは、この度

の封鎖においては去る 1月の学生部封鎖の場合とは異なって、中教審答申・

大学立法粉砕、アスパック(アジア南太平洋地域閣僚会議)粉砕といった政治問

題が前面に押し出され、寮問題をはじめとする大学改革それ自体は後景に退

いていることである<r京都新聞J5月16日付)。

さて、農学部では5月末より教授会の公開を要求する共闘派学生が相祐賢
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学部長事務取扱や教授会に「団交Jを強要し、要求が容れられないと見るや

6月3日農学部本館をバリケード封鎖した。一方工学部では、 6月3日の学

生大会で無期限ストの解除が可決された。これに対して共闘派学生は、 7日

の学部長との「因究J決裂後授業再開粉砕を叫びつつ事務室と共同講義室を

封鎖したが、封鎖反対派の学生らがこれを解除した。電気総合館も一旦封鎖

解除されたが、直後に再封鎖された。教養部と文学部、医学部ではまだスト

が続いていた。このように紛争の長期化とともに封鎖解除派学生の行動も活

発化し、彼らは 6月下旬封鎖支持派学生と 2度にわたり流血の衝突を引き起

こすことになる(~京大広報j NO.5、8)。

まず大学立法反対統一行動日の6月23日、本部構内で午後3時頃から全京

都全共闘集会と日共系学生を中心とした京都府学連集会とが聞かれたが、集

会終了後両派が衝突、投石、鉄パイプなどで約3時間にわたって乱闘が繰り

返された。この問、正門の木製扉とバリケードが門外から投げ込まれた火炎

びんによって焼失するという出来事があった。両派の衝突は30日に予定され

た教養部自治会代議員大会を巡って再び起こった。その前日の29日、代議員

大会の開催を目指す教養部自治会執行部およびこれを支持する学生が午後3

時頃ヘルメット姿で附属図書館前に集合し、その一部は全共闘派が封鎖中の

文学部東館に攻撃を加えた。これに対して代議員大会粉砕を唱える全共闘派

学生が6時過ぎ本部構内に入札正門から時計台建物両側への路上で‘激しい

衝突が繰り返された。その最中、 6時37分頃、機動隊が自主的判断で正門か

ら構内に入り規制したので、騒ぎは間もなくおさまった。翌30日、機動隊は

早朝から前日の乱闘事件にかかわる教養部構内と理学部地質学鉱物学教室の

捜索を行ったが、全共闘派学生は時計台前で集会を聞いた後、午後1時頃今

出川通の大学前にバリケードを築き、機動隊と北門、裏門付近で衝突した。

このため学内での開催が不可能となった問題の代議員大会は、同日午後加茂

大橋北側の鴨川河原で開かれることになった。そこでは教養部の無期限スト

の解除が圧倒的多数で決議されたが、全共闘派はこれに対抗して、機動隊が

撤去した教養部正門のバリケードを再構築した。
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7. 大学改革への取り組み

ところで、前述の中教審答申および大学立法に対する諸声明が一致して強

調したのは、紛争解決のための自主的努力の重要性であったが、それではこ

の時期に京大では大学改革へのどのような取り組みがなされていたのであろ

うか。奥田総長は昭和44(1969)年1月以来大学改革に積極的姿勢を示し、前

述の2月20日の声明においても f大学の自治は教授会の自治であるという従

来の考えには反省を要するものがあり」、大学民主化のための具体的方策に

ついては「従来の慣行にとらわれず、全京大人の総意を基盤としておし進め

るべきものであると考えます」と語っている。京大の部局の中には理学部の

ように、既に昭和43(1968)年12月以来教官協議会の下部機関として自治検討

委員会を作って、学部自治のあり方や学部長選挙手続きなどについて討議を

始めていたところもあるが、昭和44年1月の紛争発生後は教養部および各学

部において改革検討のための委員会が設置され、教授会の構成と運営、学部

長・評議員の選出方式、大学院制度、カリキュラムの改革、経理の公開など

の問題が議論されるようになった。その際、いくつかの学部では教官と学

生、大学院生、職員との協議の場が設けられ、各階層の意見を汲み取る努力

がなされたa京大広報.1No.1 -2)。こうして教授会が打ち出した改革の提
案の中には、学部長選挙やカリキュラム編成への学生参加といったかなり思

い切った内容のものも含まれていたが、しかしそれらの改革案は全共闘派学

生の賛同を得るものとはならず、むしろ彼らからは事態収拾のための欺輔的

措置として厳しく批判されたのである。

とりわけ医学部においては、従来の教授を中心とした学部運営体制や学位

制度、大学院制度に対して助手、無給医、大学院生・学生等からラデイカル

な批判が突き付けられた。そうした状況の中で教授会は、昭和44年3月11日

の助手・大学院生協議会との「団交」の席で教授会の公開に同意しただけで

なく、 4月10日の無給医会との「因究Jにおいては、現行の医局講座制の打

破、学位制度の廃止、教官の任用人事の凍結等5項目を認めた。さらに同月
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17日の教授会においては、従来の教授のみによる教授会に代えて、助教授・

講師を含めた「拡大教授会」と助子・無給医・大学院生・学生をも含む各層

の代表からなる「協議会」とを設け、後者を学部運営の中心に据えるという

抜本的な改革案が打ち出された。その後、 7月17日の助手会との「因究」に

おいては、出席した教授の多くが現行の学位制度の廃止と学位審査権の放棄

だけでなく自らの所持する学位の返上さえも確認したのである(以上、医学部

の改革については、山岸司久『京大(医)紛争のビラJ1994年、および『京都新聞J

3月12日付、 4月11日付、 4月18日付、参照)。このような改革案や確認事項を

実行に移す際にはもとより多大の困難が予想されたが、ともかくも医学部教

授会は、他の階層からの批判を真撃に受け止めながら、いくつかの委員会を

設置して学部と病院の管理機構や教官選考方法、学部教育、学位制度、大学

院制度等の本質的改革に乗り出すのである。

ところで、このような制度改革にかかわる問題には部局の中だけでは解決

不可能なものも多く、それらを全学共通の問題として検討する全学的委員会

の早急な発足が望まれるに至った。総長はかねてそうした委員会の設置を考

慮していたが、それに先立ち 3月26日、改革問題についての全学的討議の場

として「月曜会」を発足させた。これは「各部局で当面し、または議論して

いる問題を出しあい、相Eに問題解決の資に供するとともに、このような情

報交換を通じて共通の認識のうえに立って大学問題を考え、必要に応じて総

長に問題提起を行なっていく会J<r京大広報JNo. 1 )であり、各部局長から

推薦された 2名以内の教官(助手を含む)によって構成され、例会は毎週月曜

日午後5時から 7時まで開催される。最初の 2回の例会では会の性格や出席

資格等について討議されたが、第3回からは各部局から現在の問題状況が報

告され、また大学における学生の地位、教授会の公開、講座制、大学院制

度、教養課程のあり方など各部局で問題となっている事柄について順次意見

交換が行われていった。月曜会は、大学紛争終結後も昭和48(1973)年5月ま

で、計114回にわたって開催されることになる。なお情報提供という点では、

紛争勃発後いくつかの部局で「弘報J(あるいは「広報J)が刊行され始めたの
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に続いて、 5月20日全学の広報委員会による『京大広報』が発刊され(当初

は週刊、同年11月以降は月平均 2回発行)、学内の出来事や諸委員会の協議内

容、各部局の改革の動きなどについて迅速に報道されるようになったことが

重要で、ある。月曜会の発足後も、大学改革のための正式の検討機関の設置を

望む声は強かったが、漸く 6月3日の評議会で、総長の諮問機関として部局

に共通する制度改革の諸問題を検討するための委員会として、共通問題検討

委員会(仮称)を設けることが決定された。 6月17日の評議会ではこの委員会

の名称を「大学問題検討委員会jとすることになり、その調査審議事項は、

①大学の未来像、②教養課程の改善、③総長選挙制度の改正であり、これら

を3つの部会が分担して調査審議すること、また委員は各学部と教養部から

各3名、研究所から各1名、教授、助教授または専任講師の中から選出する

ことが決定された<r京大広報.1No. 6)。本委員会の会合は 6月28日を第 1固

として 7月5B， 12日、 19日と開催されたが、そこでは改革試案作成の姿勢

について討議され、タイムリミットを設けず適当な時期に中問答申を行うこ

と、また第1部会は大学の研究体制の検討から始めて大学の未来像に及ぴ、

第2部会は大学教育体制の中で教養課程の問題について立案し、第3部会は

大学のあるべき管理運営体制の中で総長選挙制度の改善について検討するこ

と、などが確認された。また委員長として井上智勇文学部教授、副委員長と

して岡本道雄医学部教授が選出された。

この委員会のその後の審議経過についてはのちに触れることになるが、多

くの委員がそれぞれの部局での事態への対処に追われたこともあって答申の

提出は当初の予定より大幅に遅れ、最初の答申「教養課程の改善について」

が出たのは翌昭和45(1970)年1月10日であった。そして、「大学の未来像に

ついてJの答申が出たのは昭和47(1972)年9月であり、「総長選挙制度の改

正について」の答申はさらに遅れて昭和48(1973)年 6月に提出された。以上

の答申の内容については後段で触れることにするが、以上3つの答申を提出

したことにより、大学問題検討委員会はその任務を完了したとして、解散さ

れることになる。
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8. 大学立法の成立と紛争の継続

きて「大学の運営に関する臨時措置法案Jは、与野党の対立の中で実質審

議が行われないまま 7月29日衆議院本会議において強行可決され、次いで、8

月3日参議院本会議における強行採決によって成立した。これに対しては京

大からも、 8月4日の評議会の抗議声明をはじめ、緊急理学部集会、ウイル

ス研究所全所員集会、経済学部教官協議会、文学部長、工学部長・各教室主

任などの名で抗議声明が発せられた<r京大広報jNo.13-14)。大学措置法は

8月17日から施行されたが、文部省調べによるとその時点での紛争校は66大

学であり、そのうち18大学が紛争5カ月以上と認められる「重症校」であっ

た(r毎日新聞J8月18日付)。施行初日の17日には、 2月から紛争の続く広島
大学に機動隊が導入され、翌18日6カ月ぶりに封鎖が全面解除された。大学

措置法の施行に対しては、反日共系の学生らが各地で活発な抗議行動を起こ

したが、京大では17日午後、全共闘派の学生が時計台前で大学法粉砕集会を

開いた後、 9月4-6日に予定された工学部の大学院入試の実力阻止を叫ん

で工学部事務室の建物をバリケード封鎖した。一方、奥田京大総長が会長を

務める国立大学協会は、 18日臨時総会を聞き大学法への対応策を協議した結

果、法律にとらわれることなく各大学は自主解決を強く推進するという態度

を打ち出し(f朝日新聞j8月19日付)、また京大当局は、 19日の部局長会議に

おいて、現段階では大学措置法によって学長に義務づけられた文部大臣に対

する「紛争の報告Jを行わないことを決定した(r朝日新聞J8月20日付)。
しかし京大の場合、夏休み明けの 9月初めになっても相当数の建物の封鎖

と教養部、医学部などの門のバリケード封鎖が続いており、とりわけ文・

医・農の各学部と教養部では授業再開の見通しはまったく立っていなかっ

た。その上、 9月4-6日の工学部の大学院入試が学生の妨害によって中止

を余儀なくされるなど、紛争がエスカレートさえした。 9月8日に予定され

ていた教養部の授業再開は29日前後に延期され、 11日から新学期の授業が始

まったのは経済学部、理学部(4回生のみ)、工学部くらいであり、このまま
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では授業日数の不足から全員留年となり、来年度の入学試験の実施にも支障

を来すおそれが出てきた。

9. 警察力の導入による全学封鎖解除

奥田総長は、これまで話し合いによる紛争の解決を目指し警察力の導入に

は慎重な姿勢をとり続けてきたが、数回にわたり部局長会議で討議した上

で、これ以上占拠・封鎖を放置することはできないと判断、実力行使の手段

をもたぬ大学としては必要最小限の警察力の導入はやむを得ないと考えるに

至った(警察カ導入の決定の経過については、前掲 『学生部封鎖経過関係書類jに

よる)。そして、 9月13日の部局長会議において警察力の導入の必要につい

てはぽ意見の一致を見たのであるが、警察の立ち入りの近いことを察知した

全共闘派学生は、 17日夜時計台建物の中心にある時計塔を封鎖占拠し、 18日

朝からは屋上にブロックを積み重ねて「とりで」化を進め、徹底抗戦の構え

を示した。総長は19日、「秋の学期を迎えて」と題する掲示を出し、封鎖派

学生に対して自主的にバリケードを除き占拠・封鎖を解くことを重ねて強く

要望した。しかし封鎖派学生は、これをも無視したばかりか、 20日午後本部

構内正門をはじめとして裏門、北門、理学部南門にバリケードを築き、また

法経新館の出入口を封鎖した。そして午後4時30分頃から大学近くの百万遍

交差点や教養部西門付近の道路にバリケードを築いて交通を遮断し、これを

規制しようとする機動隊と激しい衝突を繰り返した。

この9月20日総長は、学内の正常化のために警察力を導入することを最終

的に決断し、同夜部局長会議を聞いて了承を得た。そして午後10時「本学の

建物を不法に占拠し滞留している諸君は、本日午後12時までに全員本学敷地

外に退去しなさい。本日、午後12時以降は、特に総長が許可した者を除き、

本学建物および敷地内の滞留並ぴに立入を禁止しますlという退去命令を本

部正門など 6つの門に掲示し、また学内に放送して、封鎖派学生の退去を待

った。翌21日午前6時には総長の代理が封鎖中の各建物の前でマイクにより

退去要求を行った。その直後、前夜総長が出動を要請した京都府警を中心と
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する機動隊員約2，000名が各門のバリケードを撤去して大学構内に入札

文・教育・工・農・医の各学部と教養部の封鎖・占拠されている建物の封鎖

を約1時間半のうちに全面的に解除した。その際、全共闘派の拠点の 1つに

なっていた医学部図書館では、学生が火炎ぴんを投げつけて抵抗したが、他

の学部や教養部では学生は既に退去しており妨害はなかった。ただし農学部

では、本館の林産学科研究室に前夜から詰めていた教官10名が、柏農学部長

事務取扱の説得にもかかわらず退去しなかったとして、不退去罪で逮捕され

た。さらに、全共闘派学生が立てこもる時計塔の封鎖解除は、機動隊の放水

とガス弾にもかかわらず内部の堅固なノfリケードのために難航し、午後6時

日没とともに翌日に持ち越すことになった。 21日朝、大学当局は構内への立

ち入りを23日まで禁止し、 22日の授業を休止としたが、総長は「封鎖解除に

当たって全京大人に訴える」という声明文を発表して、「今回私がとらざる

を得なかった処置を諒とせられ、本学の再出発のために総力を結集されるこ

とを希望してやみません」と訴えた。機動隊による時計塔の封鎖解除作業は

22日午前6時から再開され、この日も学生が火炎ぴんや薬品類を投げつけて

激しく抵抗したが、午前11時10分機動隊が屋上に到達し、立て龍っていた8

名の学生を逮捕して漸く終了したのである(以上については 『京大広報J

No.15、『京都新聞.1 9月22日付朝夕刊、参照)。

以上の経過によって、学内の門や建物の封鎖は8カ月ぶりに全面解除され

た。総長がこの時点で警察力の導入に踏み切ったのは、バリケード封鎖が余

りにも長期にわたり、しかも最近拡大強化されつつあること、また学生の卒

業・進級に必要な授業時間数から見ても 9月が授業再開のタイムリミットで

あることなどを考慮したためであった。総長自身20日夜の記者会見で明言し

ているように、あくまでも大学独自の判断であり、大学臨時措置法とは無関

係であった。しかし機動隊導入は、全共闘派学生はもとより一部の教官から

も大学当局に対する厳しい批判を生むことになる。
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10. 授業再開への道のり

9月21日からの学内立入り禁止措置は、教養部構内を除いて24日午前8時

に解除されたが、大学側は23日の部局長会議において、当分の問、総長の許

可を得た場合を除き学外者が構内に立ち入りまた残留すること、同じく本学

関係者が午後6時から翌朝午前8時まで構内に立ち入りまた残留すること、

さらに学生がヘルメット角材、鉄ノfイプなどを携帯・着用して構内に入る

ことを禁止することを決めており、 24日朝そのことを各門に掲示した。 23日

には各構内に駐留した機動隊は、 24日以後昼間は教養部構内と大学周辺をパ

トロールし、夜間は本部構内に駐留する態勢をとった。こうして24日には

工・理・薬の3学部が授業を再開し、経済・教育両学部では教官との討論集

会が行われた。翌25日には法・経両学部も授業を再開し、教養部も前日の教

授会で10月1日より学部の教室を借りて授業を行うことを決めたが、学生の

無期限ストが続く文・農・医3学部では授業再開の見通しはまったく立って

いなかった。その上24日には、機動隊導入に抗議する学生らの集会が学内各

所で聞かれ、文学部の建物が再封鎖されたりしただけでなく、教官共闘を中

心とした教官層の聞からも大学当局に対する批判が活発化した。なかでも農

学部本館では午後、教官共闘主催の不当逮捕抗議集会が、前夜釈放された10

教官を迎えて聞かれ、総長、農学部長事務取扱を非難するアピールが採択さ

れた。また24日には医学部の臨床助手会が、翌25日には同助教授講師会が26

日から 1週間、外来診療に協力しないことを決めた。さらに、-j!授業が再

開された工学部では学生大会の決議により、 10月5日から機動隊駐留に抗議

するストライキが始まった。一方、総長の諮問機関として全学的な改革案の

検討を進めていた大学問題検討委員会の中でも、 3名の委員が大学執行部の

姿勢を認めている委員会のあり方を疑問として、 10月初めまでに辞意を表明

するに至った。このように封鎖解除後には、教官層の内部からも執行部を公

然と批判する動きが生じたが、しかし京大の教職員、学生全体としては総長

がとった措置を支持ないし容認する空気が強かったように思われる。

624 



第1節大学紛争とその余波

さて、紛争収拾と翌春の入試実施のかぎをにぎる教養部の授業は10月1日

から再開されることになった。教養部の教室の整備の必要から授業は最初、

法・経済・理・工4学部の教室を使用して行われた。教養部構内には機動隊

が駐留して警戒に当たり、各門では教職員による検聞が行われるなど、異様

な雰囲気の中での授業再開であったが、初日から一部で全共闘派学生による

妨害があったものの大きな混乱はなく、かつ日を逐って混乱も見られなくな

った。 10月11日には機動隊も教養部構内から引き揚げ、 15日からは講義の場

所も教養部構内に戻り、正規の時間割による授業がほぽ平静に実施されるこ

とになった (r京大広報~ No.18)。この授業再開に当たっては、カリキュラム

関係の改革の第一歩として、授業時間帯の変更とゼミナールの実施が行われ

たことを記しておかなければならない<r京大広報JNo.17)。開ち、従来全学

一律に110分であった 1こまの授業時間を教養部では90分に短縮して、 1日

の授業時間帯を 8時10分一17時から 8時50分-16時に変更したが、その趣旨

は、授業の終了時聞を早めて学生の自主活動に便宜を提供し、あわせて通学

の便を図り、また長時間講義による緊張を緩和しようとする点にあり、後期

からは各学部ともこれにならうことになる。次に教養部では、数年前から人

文・社会科学系で2回生を対象にゼミ形式のSコースを実施してきたが、今

後は語学・自然科学を含む全系列にわたってゼミナールを実施し、かっ 1回

生も受講できるようにして、教官・学生の学問的・人間的接触を促進しよう

としたので、ある。

これに対して、文・農・医3学部で、は授業再開への道のりは一層険しいも

のがあった。文学部では10月3日午後、クラス代表者会議主催の学生大会

が、在籍者の 3分の l強の出席(委任状を含む)を得て開催され、 2月3日以

来の無期限ストライキの解除を決議するとともに、 9項目の民主化要求を可

決、教授会が「団交」を約束した時点で授業再開に応じることを決めた。し

かし全共闘派学生はこの学生大会を無効として授業再開をあくまでも阻止す

る構えを見せ、翌4日以後文学部建物の入口で人々の出入りを阻止し、教官

の再三の説得にもかかわらず事実上封鎖を続行しようとした。このような状
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況を打開するために長尾雅人文学部長は、 10月23日「現在の事態について

一一報告と提案Jと題するアピールを 『文学部弘報J5号に発表し、「学部

の研究・教育の機能回復への気運はしだいに熟してきている」との判断に立

って、「文学部に内在する諸問題に関する全学部的な討議のために、文学部

改革草案検討委員会をできるだけ早期に発足させること」、 11月上旬をめど

として「早急に授業を再開することJの2つの提案を行った。文学部はこれ

より先9月19日に「文学部改革草案」を公表していたが<r京大広報.1No.l5)、
上記委員会はこの草案を手がかりとして構成員を代表する委員の聞で意見を

交換しつつ、改革への基本線を明確にしてゆこうとするものであった。この

文学部長提案に基づいて、 11月7日に9カ月ぶりに授業が再開されたが、当

初は学生の阻止行動によっていくつかの講義が流れるなど、正常な姿にはほ

ど遠かった。

次に、 10教官の逮捕と留置中の賃金カットが深いしこりを残した農学部で

も正常化への道は多難で、あった。 10月9日には有志学生による学生大会が開

催され、文学部と同様に無期限ストの解除と学園民主化が決議され、 10月末

から一部の学科で授業が再開された。しかし全共闘派学生はあくまで無期限

スト継続を主張して、授業再開派と対立していた。 11月20日に至り教授会

は、同月24日から授業を全面的に再開することを決めたが、初日から全共闘

派の妨害によって混乱し、 26日には学生が農学部全館ピケ戦術に出たため、

機動隊が導入された。しかし翌27日全共闘派が戦術を転換して自主的にスト

を解除したので、授業も漸く軌道に乗り始めた。

最後に、紛争が最も激しかった医学部では、 10月29日の有志学生による学

生大会でスト解除が決議された後も、医学部全学闘争委員会の反対で授業再

開が遅れていたが、 12月17日を越えると長期紛争校として大学措置法による

休校措置の対象となることもあって、教授会は12月10日から授業再開に踏み

きった。しかし、共闘派学生の妨害によってほとんどの授業が流れ、同月18

日;機動隊を導入して妨害を排除し、初めて各学年でほぽ正常な授業を行うこ

とができた。これより先、 10月5日以来ストライキが続いていた工学部で
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も、 12月4日の学生大会で漸くストが解除された。それ故、この医学部の授

業再開によって、京大のすべての学部と教養部において曲がりなりにも授業

が行われるようになり、正常化へ向けて大きく前進することになった。

さて、 12月15日には 1月の寮生との「因究J以来学生の闘争の矢面に立っ

て紛争の解決に津身の力を傾けてきた奥田東総長が任期満了により退任し、

代わって前田敏男工学部教授が第四代総長に就任する。総長の選挙制度につ

いては 6月以来大学問題検討委員会でその改革が検討されていたが、なお結

論を得るに至らなかったので、 11月16日の新総長の選挙は専任の教授、助教

授、講師を選挙資格者とする従来の総長選考基準によって行われることにな

った。改革案を待たず現行制度で選挙を行うことに対しては医学部臨床助教

授・講師会などが選挙ボイコットを決議するなど反対の動きがあった。前田

新総長は就任後の記者会見において、大学改革への積極的な姿勢を表明し、

また翌年度の入学試験を必ず実施できるように学内の正常化を一層進めると

語った。昭和44(1969)年の暮も押し詰まった12月25日、文部省は翌春の国立

大学の入学試験は全大学とも実施することを決定したが、この時点で大学紛

争は全国的に収束に近づいていた。文部省の集計によると、同月27日現在な

お紛争中の大学は国立10、公立2、私立5の計17大学であり、 8月17日、大

学臨時措置法の実施時の66大学に比べて大幅に減少していたのである <r京都

新聞J12月28日付)。

昭和45(1970)年に入札学内はひとまず平静を取り戻したので、 3月3-

5日の入学試験は、全面的に学外入試となった前年とは異なって、学内で行

われることになった。当日は全共闘派学生らによる妨害を警戒して機動隊が

大学周辺の警備に当たったが、目立ったトラブルなしに入試を終えることが

できた。しかし、全学の卒業式は前年に続いてこの年も取り止めになり、 3

月24日朝各学部ごとに卒業証書の授与が行われた。この日に証書を授与した

のは、法・経済・教育・理・薬の各学部と 1年遅れの昭和43年度卒業生を送

り出す医学部であり、ストライキが長号|いた文・工・農の各学部ではこの日

も授業が行われ、卒業証書が授与されたのは3月31日であった。なお教養部
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では、授業日数の不足を補うために冬休みを 6日間に短縮した上、 3月末ま

で授業を行い、その後4月18日まで期末試験が行われることになった。それ

故、昭和45年度の授業が開始されたのは、オリエンテーションが行われた

後、 5月7日からであった。また医学部では昭和44年度の卒業生は半年遅れ

て昭和45年9月30日に巣立つことになり、その後も昭和47(1972)年度卒業生

まで4年間、半年遅れの卒業が続くことになる。

第3項紛争期における改革への取り組み

1. 評議会あり方検討委員会の設置

大学紛争期には大学の最高の意思決定機関である評議会の現状や改革につ

いても検討する必要が指摘されたが、昭和44(1969)年6月3目、評議会内の

小委員会として「評議会あり方検討委員会Jが設置された。この委員会は委

員長に田畑茂二郎評議員(法学部)を選ぴ、評議会のあるべき姿について現行

法上および学内規則上の解釈と従来の実際との両面から、他大学の例をも考

慮に入れつつ検討を重ね、 9月16日評議会に対して報告を提出した(r京大広

報JNo.18)。この報告は「従来の実行においては、大学の運営における評議

会の地位はかならずしも明確ではなく、全学的にみて重要な事項が評議会の

審議に付されなかったり、あるいは、予め部局長会議で審議された後、評議

会では単に形式的な審議のみが行われるといったことが少なくなかった」と

した上で、評議会の地位と権限について、①評議会が全学的事項に関する大

学の最高の意思決定機関であることを明確にすること、②評議会の議決事項

を明確にするとともに、一定の条件の下で評議員による発議権を認めるこ

と、 ③評議会がその審議事項以外に関しても一種の監察機能を営み得るよう

な措置を講ずること、などを提案したが、 10月14日の評議会はこれら 3点を

確認して、自らの位置付けを明確にするとともに、評議会の構成に関して指

摘された問題点(評議員を教授のみに限ることの是非など)については、大学問

題検討委員会の検討の結果を待つことにした。そして同年12月23日の評議会
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において、上記報告の趣旨に基づいて評議会の審議事項等を定めた評議会内

規が決定されることになった(r京大広報JNo.23)。

2. 教養部と学部・大学院における教育改革

前項でも述べたように、京大の各学部と教養部は昭和44(1969)年2月頃か

ら教授会の内部に改革案の検討委員会を設置して、一斉に制度改革へ向けて

動き出したのであるが.そのうち最も早く実行に移されたのは、カリキュラ

ム編成を含む教養課程および学部教育の改革であった。前述のように教養部

では、昭和44年10月の授業再開と同時に、少人数教育を推進すべくゼミナー

ル制の大幅な拡充が行われたが、昭和45(1970)年度からは新たなカリキュラ

ムの改革が行われた(W京大広報jNo.26)。即ち、 2回生向けのSコースを統

合してゼミナールとして一本化するとともに、人文、社会、自然、語学各系

列のゼミについてそれぞれ1科目を卒業に必要な単住として認めることにし

た。また外国語についても、従来上 2回生ともクラス制で学生側に選択権

がなかったのに対して、新学期からは2回生についてのみクラス制の枠をは

ずし、学生の自主選択を認めることにしたのである。一方、学部教育の改革

の先頭を切ったのは理学部であった。理学部では、 5カ月にわたる全学部的

な討議を踏まえて、昭和44年8月25日専門課程進学の際の分属制を廃止する

改革案を発表し、それを 9月から昭和44年度の3回生に対して実施すること

にした<r理学部弘報J9)。即ち従来は新3回生を 8つの学科に分属させてい

たが、今後は数理科学系、物理科学系、生物科学系の 3系統を作り、 3回生

をそのいずれかに所属させることにし、同時に必修科目を廃止してすべてを

選択制にし、また 1、2回生でも専門科目の講義を履修できる r4年一貫方
式Jを採用したのである。理学部ではこれを学部改革の出発点として住置付

けたが、紛争勃発以来本学で具体的な改革が実施されたのはこれが最初であ

った。

この理学部に続いて、昭和45年度からはほとんどの学部でカリキュラムの

改革が多かれ少なかれ実施されることになる。その中でも特記しておかなけ
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ればならないのは、医学部の学部および大学院教育の改革である。まず学部

教育においては、従来の解剖学、病理学といった講座単位の授業方式に代え

てレベル・システム方式と呼ばれる新方式が導入された。それは主に基礎医

学において、分子、細胞、組織、発生と遺伝など人体を構成する要素や働き

を横断的にとらえて講述する(レベル)と同時に、臨床医学を循環、呼吸、消

化、内分泌・代謝といった臓器、機能別の体系(システム)に再構成して教授

しようとするものであって、当時国内の他の医学部や医科大学にほとんど例

を見ない独自の授業方式であった。また同時に臨床教育の充実が図られ、臨

床実習の開始時期が早められるとともに、小ク・ルーフ。による病棟実習が重視

されるようになる(r京都大学百年史』部局史編1、第7章「大学院医学研究科・
医学部、医学部附属病院J685-686、726-728頁)。ところで医学部では、昭和44

(1969)年および昭和45(1970)年には大学院の入学試験を学生のボイコット闘

争などのために中止しなければならなかったが、昭和46(1971)年に大学院入

試を再開した際、紛争の中で指摘された現行制度の欠点を可能な限り除去す

べく大学院制度および学位制度の思い切った改革を行った。すなわち大学院

(博士課程)制度については、大学院生の講座への所属を廃止し、臨床、基礎

を問わず助手から教授に至る複数の教官の助言と指導の下に研究に従事する

ことにするとともに、臨床医学分野の大学院受験者に 1年半以上(のちには

2年以上)の臨床経験を要求することによって、大学院の 4年聞は完全に研

究に専念できるようにしたのであるu医学部広報.1NO.14、および前掲部局史
編1、第7章、 693頁)。

次に学位制度についていえば、医学部では昭和44年4月以来学位審査を中

止して、審査方法の根本的改善のために慎重に審議を続けたが、昭和46年1

月に新しい学位審査内規を制定し、昭和47(1972)年 2月に学位審査を再開し

たのであるu医学部広報JNO.18-19)。この新内規において改正された重要
な点は、①論文を専門家の公開討論に付する、②審査を教授に限らず、真に

その研究を評価できる研究者に依託する、③博士課程を経ない論文博士につ

いては語学試験を別に行う、の3点であり これによって教授からなる 3名
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の論文調査委員のほかに、助教授・講師・助手2名が専門委員として学位審

査に参加できることになった。

その他の学部のカリキュラム改革については詳述する余裕がないが、基本

的な方向として必修科目を削減(文学部、教育学部、法学部、工学部など)もし

くは廃止(農学部)して自由選択制を拡充することが目指された。また法学部

や経済学部では、学生・大学院生の希望に沿った「特殊講義」の開講が制度

化された(r京大広報JNO.36、38)。さらに注意しておくべきは、紛争を機に
教室単位でカリキ占ラム会議ともいうべきものが制度化もしくは慣習化さ

れ、年々の講義計画の決定に学生・大学院生が一定程度参加できるようにな

ったことである。

3. 部局の管理運営体制の「民主化J
大学紛争時に様々な階層から広く主張されたことの 1つは、大学の自治イ

コール教授会の自治という旧来の観念を克服し、大学の管理運営に対する事

務職員や学生の参加の道を聞くべきであるということであり、そのためのさ

しあたり可能な方法として試みられたのが、学部長など管理職の選出方法を

部局のすべての構成員の意見を反映させ得るように改正することであった。

京大においてもこのような動きは多くの部局で早くから見られたが、それが

具体化されたのは、昭和44(1969)年11-12月の経済学部長選挙が最初であ

る。経済学部では昭和21(1946)年以来、専任講師以上で構成する教官協議会

が学部の実質的な意思決定機関となっており、学部長も当然教官協議会が選

んでいたが、昭和44年3月以来検討を重ねた結果10月30日学部長選挙内規を

改正し、次のような新方式を定めた(W京大広報JNo.21)。即ち、まず教官協

議会が3名の学部長候補者を選ぴ、次いでこの3名に対して助手を含む職

員、大学院生、専門課程在籍学生の3階層でそれぞれ別個に「推薦投票」を

行い、この投票結果を参考にして再ぴ教官協議会で投票し、 3分の 2以上の

支持を得た候補者を次期学部長候補者として決定し、これを教授会が最終的

に承認するというものである。こうして12月11日教官協議会が学部長に選ん
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だのは3つの階層の投票でいずれも 1位を占めた木原正雄教授であった(r毎
日新聞.112月12日付)。文部省は教育公務員特例法の規程に基づいて、管理職

の選挙への学生の参加は認められないとしていたが、この経済学部選挙にお

ける学生参加は単なる「意見聴取Jであり、特例法に触れるもので、はなかっ

たのである。

経済学部以外でも、文学部、教育学部、工学部、農学部、医学部、薬学部

などで学部長選挙に教授会メンバー以外の学部構成員の意見を反映させるよ

うに選考内規を改正することが検討された。このうち教育学部では、経済学

部と基本的に同ーの新しい学部長選考規程が昭和45(1970)年12月24日から施

行され(W京大広報.1No.48)、それによって昭和46(1971)年 1月22日前田博教

授が学部長に選出された。これに対して医学部では昭和45年 5月以来学部

長、病院長の新しい選考内規を作るべく努力を重ねたが、昭和48(1973)年に

至るも決定を見ずu医学部広報.1No.21、28)、結局学部長、病院長は従来の
内規で選出され続けることになった。その他の学部でも学部長選挙への職

員・学生の参加は実現を見なかったのである。

教授会の公開の是非も紛争期に大いに議論された問題の 1つである。学

生、大学院生や助手層の聞で・は公開の要求が強かったが、教授会メンバーの

聞では、少なくとも教授会のなまの審議の公開には、発言の自由の保障ある

いは会議場の秩序維持という観点からその方法、範囲等について慎重で、なけ

ればならないという意見が支配的であった。医学部では、教授会が前述のよ

うに昭和44(1969)年3月に、今後教授会を公開にし、助手、学生など医学部

全構成員をオブザーバーとして出席させることに同意して以来、約1年間教

授会の公聞を続けてきた。しかし、傍聴者の数や構成など細かい規定がない

ため、授業再開といった重要な議題がある時には大勢の学生が押し掛けて実

質的な審議ができないことが多かった。そのため教授の間で公開に対する反

省が高まり、昭和45年6月26日以降、公開のルールが確立されるまで教授会

の公聞を一時中止することにしたu京都新聞J6月27日付)。しかしその後、
医学部教授会が再ぴ公開されることはなく、また他の部局でも教授会公開に

632 



第1節大学紛争とその余波

踏み切ったところはなかった。ただ、紛争期に農学部では、教授会議事録の

公聞が行われ、その後も「お知らせJの配布によって教授会の内容の一定程

度の公聞が行われた。また薬学部でも、紛争期には教授会や研究科会議の決

定事項を教官全員に知らせるために報告の会が定期的に聞かれている。

教授会自治論との関連では、教授会そのものの構成や権限の変更がいくつ

かの都局で検討され、一部では実行に移された。教養部では前述のように、

昭和44(1969)年1月以来の非常事態に対処するため教授、助教授、講師、助

手、教務職員からなる教官協議会が作られ、教授会から人事以外の諸権限を

委任されて運営に当たってきたが、公的には教授のみによる教授会が存続

し、教官協議会の決定を追認する方式がとられていた。教養部新制度立案委

員会では 2月初旬以来、教授会の構成およびその意思決定の方法を検討して

きたが、新制度の教授会発足に必要な内規案を作成し、 8月9日教官協議会

で可決され、同日教授会の承認を得た<r京大広報jNo.14)。この新制度の教

授会の構成員は助手、教務職員にまで拡大されたが、約200名に及ぶ新教授

会の運営を円滑にするため、各種委員会が企画・立案し、教授会の承認を得

て執行するという委員会中心の方式がとられることになり、同月11日の第 1

回新教授会では、人事、財政、教科課程、図書、建築、部報、学生生活連

絡、制度の8委員会の委員と教授会の議事運営委員との、合計62名が選出さ

れた。

次に文学部では、昭和44年 2月以来学部改革案検討委員会(通称第 2委員

会)を設置して、改革の理念とその実現の具体案の検討を開始したが、同年

6月13日の教授会では、同委員会の提案になる教授・助教授・専任講師選考

内規の改革案が承認決定され、従来教授のみから構成されていた選考委員会

に助教授、専任講師も加わることができるようになった(r文学部弘報J2， 4 
号)。

一方医学部では、前述の昭和44年4月に公表されたような急進的な教授会

改革案は結局実現に至らなかったが.教官の選考方法の重要な改革が行われ

た。医学部では教授会が昭和44年4月18日以来新たな教官任用人事を凍結し
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て、新しい教官選考規程を定めるために他の諸階層とも協議しながら審議を

重ねたが、昭和45(1970)年12月25日の教授会において「医学部教授、助教授

および講師候補者選考暫定規程」が決定を見た<r医学部広報JNo.16)。医学

部ではそれまで教官人事は学部の教授のみによって行われてきたが、暫定規

程では、医学部外の本学教授が選考委員に委嘱され得ること、助教授の選考

の場合には教授のほか助教授が、講師の選考の場合は助教授、講師が選考委

員となり得ること、また助教授、講師、助手が協力委員として、それぞれよ

り上位の職階の人事において意見を表明すること等が定められ、さらに候補

者の公募制が明確にされた。この選考暫定規程の趣旨に沿って昭和46(1971) 

年 4月28日に微生物学、放射線医学および薬理学第 2の3つの講座の教授選

考が開始されたのであるが(r医学部広報JNo.18)、その後この暫定規程は今
日に至るまで適用され続けている。

この時期には上述の各学部、教養部のほか附置研究所においても、従来の

管理運営体制の「民主化Jが多かれ少なかれ試みられた。「月曜会」では昭

和45(1970)年9月21日から11月9日まで8回にわたって各研究所の制度改革

についての報告と質疑討論が行われている(r京大広報jNo.42-45)。それに
よると、基礎物理学研究所および霊長類研究所では、従来教授に限られてい

た最高議決機関である協議員会のメンバーが助手まで拡大され、また工学研

究所では、協議員会のほかに助子以上の全教官より構成される研究者会議

が、結核胸部疾患研究所では、病院協議会のほかに全教官を構成員とする教

官会議がそれぞれ設置された。このほか、人文科学研究所や木材研究所など

では、大学紛争前から協議員会と並んで助教授、講師、前者の場合には助手

代表をも含む所員会あるいは所員会議が設けられ、それが実質的な、決定機関

となっていたことに留意すべきである。

最後に研究・教育の単位としての講座制については、大学紛争時にはその

廃止もしくは抜本的改革を要求する声が強かった。特に医学部では医局講座

制が教授による専制支配をもたらしているとして厳しい批判の的になり、昭

和44(1969)年 4月18日に教授会は現行の医局講座制の打破と職階制の原則的
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廃止を行うと声明した <r京大広報~ No. 1 )。医学部ではその後、講座制の枠

にとらわれないより開放的な研究体制の構築が進められ、また学部や大学院

の教育においても前述のように講座制を離れた新しい制度が導入された。し

かし紛争時に構想されたような講座制の抜本的改革は、結局実現されること

がなかったので・ある。

医学部以外の学部においては、紛争期においても、講座制を廃止するので

はなく、むしろ講座制に一定の長所を認めた上でその短所を是正するために

研究・教育体制の必要な再編成を行うべきだとの考え方が支配的であった。

上述の医学部の学部教育改革もそのような試みの 1つであるが、先の「文学

部改革草案」も「学問の継続的、系統的な発展と継承を保証し、研究の独立

性を維持する」と講座制の長所を積極的に認めた上で、講座聞の壁を取り除

くために関連領域を専攻する諸講座を 1つの「系列Jにまとめることを提案

している。この提案も当面は実現を見るに至らなかったが、その理念はのち

の大学院重点化の際、新たな観点から取り上げられることになる。

4. 大学問題検討委員会の活動

京大紛争発生後最初に全学的レベルで取り組まれたのは教養課程の改善問

題である。この問題に関しては、かねてより「教育課程等委員会J(委員長

羽田明教養部教授)において、教養部における教育課程の編成とその実施につ

いて本学が独自に解決すべき当面の問題点について検討が進められてきた

が、同委員会は昭和44(1969)年6月26日にそれまでの検討事項の概要を総長

に報告した ( r京大広報~ No.9)。そこでは、留年制と教養課程の在学年限、

仮進学制度、いわゆる「くさび型」の採用、基礎教育科目の整理・統合・新

設によるカリキュラムの再編成、外国語教育、転学部、履修指導の強化、学

生の教育・補導、いわゆる「たて割り」方式、教養部教官の待遇改善、教養

部の施設・設備の充実、学部と教養部との連繋と協力の強化など、その後の

教養部改革の過程で問題となる事柄がほとんど網羅されていることに注目し

ておきたい。
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翌昭和45(1970)年 1月10日には大学問題検討委員会の最初の答申「教養課

程の改善について」が前田総長に提出された<r京大広報JNo.24)。その官頭

の説明によると、「教養課程の改善は、単にカリキュラムの問題だけでなく、

教養部の組織、大学における教育と研究との関係、さらには大学の理念とも

関連する重要な問題である」が、委員会は問題の重要性と緊急性とに鑑み

て、現行の教養課程の問題点と改革の基本方針および講じるべき措置につい

てその他の審議事項に関する答申に先立って答申したのである。この答申

は、「京都大学では、新制大学として発足するにあたり、大学の修学期間を

前期2年の教養課程と後期 2年(医学部にあっては 4年)の専門課程に分け、

前期 2年を一般教育にあてるという制度をとってきた」が、「この制度の欠

陥は、その後の経過のうちに明瞭となり、改善の必要は繰り返し叫ばれたに

もかかわらず、現在まで根本的な改革は行なわれず、むしろその短所を固定

もしくは助長する傾向さえあった」とした上で、改革の基本方針として、①

「教養課程」を廃止し、一般教育と専門教育について、 4年間一貫教育を行

う、②学部聞の壁をなるべくうすくして、全学の学生が全学部の開講科目を

受講できるようにする、③各授業科目を、個々の学生の修得の目的に応じて

一般教育科目とも専門教育科目とも取り扱うようにする、④学生の個性と自

主性を尊重し、なるべく選択の自由を大きくする、の 4点を挙げている。ま

た、各学部毎に 1ないし数個の系列をおき、学生はその 1つを専攻系列とし

て選ぴ、卒業に必要な単位数(外国語と保健体育を除く)のうち 3分の lない

し3分の 2を自己の専攻系列の指定科目から、残りを専攻外の系列から修得

すべきものとすることを提案している。

この大学問題検討委員会による教養課程の改革案は、総長の一試案として

公表され、これについて学内の各部局、各層の意見が求められたのである

が、そうした意見の聴取と調整により改善案をとりまとめるに当たって総長

の補助機関として、昭和45(1970)年4月14日の評議会で「教養課程改善案調

整委員会」の設置が承認され、 7月18日の第2回会合において委員長に鯵坂

二夫教育学部教授が選出された<r京大広報JNo.33、40)。一方、この問題に
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最も関係の深い部局である教養部では上記の総長試案を審議するため10名の

委員からなる「教養諜程問題検討委員会J(委員長足利末男教授)を発足させ、

さらに昭和45年5月7日この委員会を発展的に解消して、新たに10名の委員

からなる「教養部特別委員会J(代表作田啓一教授)を選出、以後この委員会

を中心に改革の問題を検討してゆくことになる(r京大広報JNo.39)。しかし、
教養課程の抜本的改革は大学全体の教育・研究体制と切り離すことはでき

ず、また大学設置基準との関係も問題になるので、その実現にはなお多くの

歳月を要することになる。

この昭和44-45(1969-70)年時点での本学における大学改革は、東京大学

をはじめ他の大学に比べて遅れていたといわれるが、それは 1つには、前述

のような部局レベルでの改革の積み重ねの上に全学的な改革案の作成を行う

方針が採られていたためである。大学問題検討委員会は教養課程改革案を答

申した後、引き続きその担当事項の審議を進めた。「大学の未来像Jについ

て審議する第1部会は、大学の理念の検討、大学の現状分析、大学の未来像

の検討という順序で作業を進めたが、理念問題を中心に昭和45年 8月「大学

の任務について」と題する委員会内報告書を作成した。次いで、現状分析の一

層の深化と大学の未来像の検討に入ったが、しかしこの第 1部会の答申原案

をもとに大学問題検討委員会の答申「大学の未来像についてjが出るために

は、昭和47(1972)年 9月を待たねばならなかったのである。「教養課程の改

善Jを審議事項とする第2部会は、先の委員会答申が出たことによってひと

まずその任務を終えたが、「総長選挙制度の改正」を審議する第 3部会は、

大学における「あるべき管理運営体制Jを模索しつつ、総長の地住、評議会

の現状と改革の方向、教職員、学生の地位とそれら構成員の大学の意思決定

への参加、大学自治等の問題についての討議に多くの時日を費やした後、漸

く昭和46(1971)年9月10日より総長選挙制度の改正に目標を絞って作業を進

めることになった。そのため委員会としての答申「総長選挙制度の改正につ

いてJが出たのは、次回総長選挙前の昭和48(1973)年6月であった。

さて、大学問題検討委員会(委員長竹崎嘉真化学研究所教授)では、昭和47年

637 



第7主主 京都大学の再編と発展

4月以来第 1部会が作成した答申原案について審議を重ねてきたが、 8月12

日の委員会で最終的に答申として可決され、 9月27日付で総長に「大学の未

来像について」の答申を提出した(r京大広報jNO.75別冊)。この答申は170頁
余りの詳細なもので、第 I部「大学の任務」、第11部「大学の現状と問題

点J、第四部「大学の未来像」の 3部からなり、大学における研究・教育の

理念について考察した後、この理念とのかかわりにおいて学部など大学の組

織区分、研究の現場、教養部、研究所、医学部附属病院、大学院制度のそれ

ぞれ現状と問題点を明らかにし、その上で今後の大学の「あるべき姿jを求

めていくつかの改革の構想を打ち出している。その中には、①現行の学部、

講座を廃止して新たに研究・教育の組織として「部」を創設する、②教授、

助教授といった教員の身分的区別をなくす、③全学の管理運営機構として全

学執行機関と全学審議機関を置き、執行機関は総長と若干の補佐メンバーか

ら構成する、④学生の就業年限を 4-6年とし、一般教育と専門教育とを組

み合わせ、 3期に分けたカリキュラムを編成する、⑤研究者養成のために

「研究員J制度を設け、現在の博士課程在学者に相当する者に奨学金を与え

て研究に専念させる、などの大胆な提案が含まれていた。ただしこの答申

は、大学改革の具体的な方策を提示したものというよりは、大学の将来のあ

るべき姿はいかなるものかといっ理念的側面に重点を置いたものであり、上

述の改革の構想にしても現行制度の下で、また一大学だけで実施可能なもの

ではなかった。前回総長はこの答申をたたき台として各部局、各層の聞で大

学の未来像について活発な議論がなされることを強く希望すると語ったが、

今後学内の多様な意見をどのようにまとめてゆくかに大学改革の成否は懸か

っていたのである。

第4項昭和45-48年の学内情勢

1. 紛争の長期化

昭和45(1970)年度に入ると、日米安全保障条約の自動延長問題を契機とし
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て安保粉砕を叫ぶ学生の動きが全国的に再ぴ活発化するに至った。京大では

4月11日入学式が本部大ホールで行われたが、総長式辞の最中にヘルメット

姿の学生約20名が乱入、教職員によって排除されるという一幕があった(W京

大広報jNo.33)。その後しばらく学内は比較的平静で‘あり、新学期の授業も

ほぽ順調にスター卜したが、現行安保条約が自動延長になる 6月23日が近づ

くにつれて日増しに騒然としてきた。 5月22日には経済学部学生が米国のカ

ンボジア進攻に抗議して 1日ストを行い、翌23日には文学部、 5月28日には

農学部でもそれぞれ1日ストが実施された。 6月8日には工学部土木系3回

生が6月23日まで16日間のストに入札 10日には文・理・農3学部がいずれ

も前日の学生大会の決議に基づいて、 23日まで2週間の反安保ストに突入す

る。これらの学部のストはいずれも共闘派学生の提案によるものであった。

教養部では、 5月27日の代議員大会で29日の 1日ストが2票差で否決された

が、 6月9日の代議員大会では共闘派の六月闘争委員会提案の 6月11日から

23日までのストが可決され、さらに自治会常任委員会のリコールが決議され

た。これに対して同学会系学生は6月10日の経済学部学生大会で 16・23全

国統一スト jを決議しようとしたが、共闘派との衝突によって学生大会は流

会となった。

これより先、医学部では学生が4月27、28両日「沖縄奪還スト jを行った

際、岡本道雄医学部長事務取扱(昭和45年9月より医学部長)が「安易な授業放

棄は無責任と息惰のそしりをまぬがれないjとの声明を出したが、同学部の

共閥系学生らはこの声明を学生運動に対する弾圧であるとして「学部長団

交」を要求し、それが決裂すると岡本声明は全学的問題であるとして「総長

団交」を要求していた。 6月8日午後医学部を中心とする学生らが突知総長

室に乱入して前田総長に「因究Jを迫り、長時間の押し問答の末総長は話し

合いに応じることを約束した。こうして総長は、 6月10日午後l時半から法

経第 1教室において岡本医学部長事務取扱、浅井健次郎学生部長とともに共

闘派学生との「大衆団交Jに出席する。学生は総長に対して、学生のストラ

イキを禁じた昭和25(1950)年の「告示9号Jの撤廃を、また岡本医学部長事
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務取扱に対しては問題の声明の撤回と自己批判を執拘に要求した。しかし、

総長は「告示9号の精神は生きているJという態度を変えず、話し合いは平

行線を辿ったが、午後11時過ぎ総長は、大学として学生の自治には一切介入

しないとの確認書を学生に渡した。

6月12日には京大六月闘争実行委員会の呼び掛けで全学学生大会が聞か

れ、6月23日までの長期ストが決定された。こうして13日から全学のほとん

どの授業がストップすることになったが、ストを支持する学生は本部北門を

除く各門を立看板などでふさぎ、あるいは検問によって教職員、学生の通行

を制限し、特に17日には裏門付近で入構血止を巡って対立が起こった。この

ため大学当局は 6月19日、学生一般に向けて浅井学生部長名の「告」を出し

て、「構内立ち入り制限等に行きすぎと見られる行為があったことは甚だ遺

憾である」と注意を促したのである <r京大広報JlNo.37)。この 6月の全学ス

トは、安保条約に反対する政治ストライキであり、大学当局を攻撃目標とす

るものではなかった。したがって、 学生の活動は安保条約の自動延長後には

自ずと退潮に向かった。しかしなお京大では、政治問題と学内問題とが闘争

目標として結び合わされて、これ以後も学生のストライキが年中行事のごと

く頻発し、建物の封鎖・占拠や総長、学生部長、学部長、評議員らを相手と

する「団交」が繰り返し行われるなど、紛争が極めて長期化したことは、ま

ことに不幸なことであった。

機動隊導入による全学封鎖解除から 1年余りが過ぎた昭和45(1970)年10月

には10月21日の国際反戦デーを控えて、 16日の文・理・経済各学部の学生大

会を皮切りに各学部、教養部で集会が聞かれ、相次いでストが決議されてい

る。

昭和46(1971)年に入っても、 1月末から農学部林学教室で共闘派学生が単

住制粉砕を叫んで事務室にピケを張り、レポート提出阻止を続けており、医

学部附属病院では新病棟移転問題で、全共闘派学生らによる「病院長因究J

が行われた。さらに文学部でも、 2月2日の学生大会で沖縄全軍労スト連帯

などをスローガンに 3、4両日のストが決議され、学年末試験を行おうとす
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る教授会との衝突から学生は12日文学部本館と東館を封鎖し(16日職員の手で

解除)、試験はレポートに切りかえられた。文学部ではこのような学年末試

験期間中のストライキが、その後10年以上にわたって年中行事化することに

なる。

3月3-5日の入学試験は、警官が大学周辺をパトロールする中、学生の

妨害もなく行われた。また 3月24日には、全学統一卒業式が3年ぶりに、な

ごやかなムードの中で挙行された。しかし、その前日に始まった医学部附属

病院の新病棟への移転は、共闘派学生の激しい阻止行動を警察力によって排

除して行わなければならなかった。

4月17日医学部では、前日の学生大会の決定に従って、新年度から実施さ

れる新カリキュラムに反対して授業ボイコットが始まった。新しいカリキュ

ラムは中教審路線に沿った医学教育の再編であるというのがその理由であっ

たが、医学部自治会の学生らは20日午後総長室に乱入して総長に「団交」を

強要し、このカリキュラムについての総長の見解を質して深夜まで押し問答

が続いた。また沖縄デーの 4月28日には、 7つの学部が1日ストを行い、日

共系、反日共系両派の全京都学生集会がそれぞれ開催された。この日のスト

では法学部と教育学部を除いて反日共系学生が主導権を握ったのである<r京
都新聞j4月29日付)。

経済学部でもこの頃共閥系学生の勢力が目立って伸長したが、それととも

に学生による授業妨害、「団交」の強要、学部長室占拠などが頻発するに至

った。昭和46(1971)年4月28日と 5月7日には、共闘系の学生が「団交」を

要求して学部長室へ乱入し、大野英二学部長は人数・時間制限を守ることな

ど5つの条件付きで5月10日午後約1時間の話し合いを行うことを承諾した

が、学生らはこの条件を拒否し、 10日午前の学部長の講義時間に講壇を占拠

した上、「大衆団交」を強要しようとした。学生は 5月17日の学部長の講義

を再ぴ妨害したのみでなく、学部長室に侵入して19日まで退去せず、これに

対して学部長は「大衆団交Jには応じられないと通告したところ、学生は24

日の学部長の講義の初めに暫く妨害行為をした後学部長室へ侵入し、占拠を
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続けた。このため経済学部長と教官協議会は 6月 1日付で声明書を発表し

て、この間の事実経過を説明するとともに、一部の学生の行動は大学の自治

を内側から破棄する暴挙であり、決して容認できないと厳しく批判した<r京

大広報jNo.57)。

6月17日の沖縄返還協定の調印日が近づくにつれて本学でも、その実力胆

止を叫ぶ学生の動きが活発化した。 6月14日には教養部が23日までの授業放

棄に入り、同日午後には文・法・経済・工・理の 5学部で学生大会が聞か

れ、法学部では民青系学生提案の15、17、23日の 3日間のストが、他の4学

部では共閥系学生提案の6月15日から 7月3日までのストが決議された。そ

うした中で6月14日夜、共閥系学生および全学臨時職員闘争委員会(全臨闘)

のメンバーが、定員外職員の即時定員化を要求して理学部生物系建物を封鎖

するに至った。これは、全臨闘がさる 4月20日以来展開してきた臨職闘争に

理学部当局が誠意を示さないとして全共閥系学生らとともに実力行動に出た

ものであった<r京都新聞J6月15日付)。

夏休み中も医・経済・文・理の各学部長室と教養部長室の学生による占拠

が続いていたが、新学期に入ると三里塚闘争支援や沖縄返還協定批准阻止な

どをスローカーンに、過激派学生の動きが一層激化するに至った。夏休み明け

の授業が始まった教養部では9月9日早朝、成田新国際空港建設に伴う三里

塚第2次強制執行粉砕を叫ぶ学生集団が、現地闘争への参加を呼び掛けてA

号館をバリケード封鎖した。このため当日A号館で予定されていた授業は中

止となり、翌日からは他の教室へ振り替えて行われた。その後13日に封鎖学

生が三里塚へ向かつてA号館を出たため封鎖は職員らの子で解除された。次

いで9月17日夜には教養部代議員大会において、共閥系の教養部戦線が提案

した翌18日から10月8日までの長期ストが決議された。このため20日から予

定されていた教養部の前期試験は延期されることになった。なお代議員大会

終了後には、共閥系学生と教養部自治会常任委員会側の学生の間で衝突が起

こった。

これに対して、 4月17日以来学生がストを続けていた医学部では、 9月16
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日大学法による紛争校指定へのタイムリミット直前に岡本道雄学部長と学生

自治会が話し合い、漸くスト解除への合意が成立した。その後10月1日に、

教授、学生のほか助教授、講師ら中間層を含めた三者会談を聞き、スト期間

中のカリキュラム保障の方法について話し合った結果、授業時間の延長、休

暇の短縮などでこれまでの遅れを取り戻すことで意見の一致を見、 10月4日

から約6カ月ぶりに授業が再開されることになった。

2. 昭和47年の学内問題

昭和47(1972)年に入ると、国・公・私立大学の学費値上げ阻止をスローガ

ンにした学生運動が全国的に活発化する。京大では、まず国立大学の授業料

の年額1万2，000円から 3万6，000円への 3倍増が決まった直後の 1月16日、

値上げ血止を叫ぶ教養部スト実行委員会の学生によってA号館が再び封鎖さ

れた。 19日には教養部代議員大会と経済学部学生大会において、それぞれ教

養部スト実行委員会、経済学部闘争委員会の提案した翌20日からの無期限ス

トが決議された。 20日には文学部と理学部で学生大会が聞かれ、前者では無

期限ストが、後者でも長期ストが可決された。ストライキはその後、農・教

育・工・薬・法各学部へと拡大されてゆき、全学ストの様相を呈するに至っ

た。加えて教養部A号館のほか文学部東館、農学部新館のバリケード封鎖が

続き、入学試験への影響が憂慮される事態となった。

大学側は学内で入試を実施する方針の下に、各部局長を通じて封鎖・占拠

している学生に対し自主的に解除するよう説得を繰り返したが、学生らは応

じなかった。のみならず2月25日午後には封鎖派学生が総長室にヘルメット

姿で乱入して「団交Jを強要、入試強行は学費値上げ阻止闘争への破壊行為

とする学生に対して、総長は封鎖の自主解除を訴え続け、 26日朝まで激しい

応酬が続いた。なおこの日の「団交Jで学生は、 2月10日経済学部教官協議

会がとった無断欠勤中の同学部竹本信弘助手に対する給与支払保留の措置

( 3月には経済学部の判断で解除された)を問題にし、その白紙撤回を強く要求

した。
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このように学生があくまでも入試強行阻止を叫んで封鎖・占拠を続けたた

め、総長は2月28日の評議会に諮って京都府警に機動隊の出動を要請するこ

とを決めた。そして、 29日夜、封鎖学生に対する総長の退去命令が出された

後、 3月1日午前7時過ぎから、機動隊が大学周辺で警戒に当たる中、教職

員によってバリケードの撤去、封鎖の解除が行われた。同時に、入試が終わ

る3月5Bまでの構内立入制限、夜間立入・残留制限などの措置が講じられ

た。 3日から始まった入学試験は幸いにもトラブルなしに終了したが、その

問機動隊は終始学外で待機し、学内に立ち入ることはなかった<r京大広報j

No.68)。

ところで、 1月以来長期のストが続いた多くの学部では、期末試験が遅れ

て卒業式までに単住認定を終えることが不可能になったため、この昭和47

(1972)年度は全学的な卒業式は中止されることになった。京大の卒業式中止

は昭和44、45(1969、70)年に続いて 3度目であった。式当日の 3月24日に

は、文・教育・理・薬4学部で卒業証書が学部ごとに手渡され、その後月末

までに医学部以外の他の4学部でも卒業者を送り出すことになった。

昭和47年度の学部入学式は4月11日午前10時から、竣工したばかりの総合

体育館で開始されたが、総長式辞の最中またしても数十名の学生が乱入し、

総長を取り囲んで、マイクを取り上げるなどした。式場が混乱し、式の続行が

極めて困難となったので、 10時10分頃式の終了が宣せられた(r京大広報j
No.72)。入学式が学生により妨害されたのは 2年ぶりであった。なお同日午

後3時からの大学院入学式は予定通り行われた。

教養部では、新学年に入っても無期限ストが続いていたが、新入生の授業

はストに関係なく 4月12日から始められた。また無期限ストも 4月18日のス

ト実行委員会の大会で3カ月ぶりに解除されることになった。さらに20日に

は農学部でもスト解除が決まり、全学的に正常な授業が行われる方向に向か

ったのである。

しかし、この昭和47年度に京都大学はいくつかの深刻な問題に対処を迫ら

れることになった。その第 1は臨時職員の身分保障問題である。別項でも述
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べるように、京大ではとりわけ昭和39(1964)年以来の国家公務員の欠員不補

充および昭和44年度に始まる定員削減によって正規の職員が減少する一方

で、その穴を埋める定員外職員が増加の一途を辿り、その数は非常勤職員制

度に基づく日日雇用職員のみで、昭和47年7月現在全学で935名に達してい

た(r定員外職員の在職状況についてJr京大広報jNo.98)。これらの定員外職員

は、常勤の職員と同じ勤務内容でありながら、地位・待遇・安全(災害保障

等)に関して非常に不利な条件の下に置かれていた。既に昭和46(1971)年4

月全学臨時職員闘争委員会(全臨闘)が結成され、前述のように理学部におい

て当局に対して定員外職員の即時定員化を要求して激しい闘争を展開してい

た。昭和47(1972)年4月3日には工学部において、石油職員有志より「定員

外職員への差別に対する教官の自己批判、定員外職員の定員なみ待遇ならび

に定員化」の要求が出され、 4月5日石油教室主任との話し合いがもたれ

た。以来数度にわたり、同教室教官と石油職員有志、工学部職員有志らとの

聞で「職員の犠牲を強いる研究者の姿勢」を問う話し合いが行われた。福井

謙一工学部長は 5月10、17日の 2回これら職員有志と学部長として話し合っ

たが、その結果を不満とした石油職員有志、全臨闘は5月17日夜石油化学教

室の一部教官室を占拠し、定員外職員の待遇を常勤並にするという石油化学

教室教授の確認内容を全工学部に実施するよう学部長に要求して容れられな

かったため、 6月22日工学部長室の占拠を始めた<r京大広報JNo.74)。

臨職問題を巡る紛争は昭和47年秋には工学部土木教室にも広がり、同教室

の機能が数カ月にわたって麻療し、学外授業が続けられたこともあった。昭

和48(1973)年夏以後激しい形での運動はなくなったものの、問題自体はむし

ろ深刻さを増した。定員削減問題は国の文教行政レベルの問題であり、前回

総長も再三文部省に働きかけてきたが、政府の定員削減計画の壁は厚く、解

決への見通しは立たなかった。

大学が直面した第2の問題は実験廃棄物の処理問題である。昭和47年7月

24日、京大の若手研究者らで組織する災害研究グループによって、工学部化

学系教室の溜桝の沈泥の中に多量の金属水銀が含まれていることが指摘され
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た。また 9月13日と19日には北部構内の幹線排水路からも相次いで‘金属水銀

が発見された。大学構内の排水は京都市内の下水道に流入していたが故に事

は重大で、あり、学内の公害研究諸国体は「毒物たれ流しを糾弾する会Jを結

成し、 9月26日には理・農・工3学部長の出席を求めて「団交Jを行い、廃

棄物処理に関する大学当局の姿勢を厳しく追及した。 11月22Bには「糾弾す

る会jの学生の要求により大学側の説明会が開催され、席上前田総長は、関

係住民に対して廃棄物流出の不安を抱かせたことを陳謝するとともに、今後

下流域住民から要求があれば説明に出向くことを約束した。また総長は、同

日声明を発表し、有害物質の排出は「主として、教官が公害による被害者の

立場に立った指導を行ってこなかったことに起因するものJであ仏教育機

関としての社会的責任を痛感し、深く反省すると述べた<r京大広報.1No.78)。

しかるに12月5日、京大医学部の若手教官や医師、学生らで作る診療問題研

究会が、京大病院構内の排水溝の泥から高濃度の重金属が検出されたと発

表、同月22日森本正紀病院長はその事実を認め下流住民に陳謝する声明を発

表した(r京都新聞j12月6日付、 12月23日付)。
京大ではこれより先、自然科学系の研究・実験により生ずる廃棄物処理に

ついて全学的立場から専門的に検討することの必要性を認め、昭和47(1972) 

年4月10日の部局長会議において「廃棄物処理等専門委員会」を設けること

を決定、問委員会は4月16日横尾義貫工学部教授を委員長に選出して、廃棄

物処理基準等の検討を行ってきた。その矢先に廃棄物流出が明らかになった

のだが、問委員会は8月1日、廃棄物処理基準案のほか、当面の急務として

部局における処理基準案等の整備、排水系の点検整備、処理施設の設置を提

案する中問答申(r京大広報jNo.76)を提出、 8月5日の自然科学系部局長会
議でこれを了承し、各部局はその線に沿って廃棄物の安全管理に努めること

になった。一方、関係各部局における廃棄物処理問題への対処はおよそ以下

のとおりであったn京大広報JNo.76)。工学部では既に昭和46(1971)年 7月
に「安全委員会」を組織し、実験室における廃棄物処理基準等を定め実施し

ていたが、金属水銀排出が指摘されて以来、化学系実験室と金属系および資
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源教室では一時実験を停止して、排水路の清掃や機器の点検・整備などを行

った。理学部では昭和47年初め「環境保全問題委員会Jを設け、 7月13日

「研究廃棄物暫定処置指針(第 1次)を定め実施に移したほか、10月2日から

7日まで教室毎に有害薬品および水銀使用機器の点検、排水系の清掃などを

行った。農学部でもこの年 6月に「廃棄物処理委員会Jを設け、 9月14日

「農学部廃棄物処理基準」等を定め実施に移したほか、金属水銀の排出が指

摘された直後の 9月23日には実験を停止し、排水路の全面的清掃を行った。

医学部(基礎)、同附属病院、薬学部、教養部、化学研究所でもそれぞれ廃棄

物処理に関する委員会を設けて、排水路の清掃、点検を行い、また廃棄物処

理基準や指針を作成し実施に移した。

ここで本学における同和問題委員会の発足とその後の経過について触れて

おきたい。教育学部では昭和47年6月14日、教務委員会が本学の教育実習参

加者を対象に教育実習オリエンテーションを実施したが、このとき参考資料

として実習生に配布した「教育実習期間中の注意事項及び希望事項Jなる文

書が差別容認の文書であるという指摘を受けたため、教授会は直ちにこれを

回収した上で、 7月3日に再度オリエンテーショ ンを実施するとともに、 19

日差別指導の問題を引き起こしたことを深く反省するとの声明を発表した

(r京大広報JNo.74)。この教育実習オリエンテーションにおける差別指導が
1つの契機となり、「部落差別の歴史と現実に関し、本学教職員・学生層一

般にわたって、極めて低い認識水準にあること、その状態を放置してきた責

任は、本学全体の研究・教育上の取り組みの遅れにあることを深く反省し」

て、問題解決への第一歩として、翌昭和48(1973)年 1月16日「京都大学同和

問題委員会jが設置された。本委員会は、総長の諮問に応じて、①同和問題

の教育および研究に関すること、②同和問題の調査および資料の整備に関す

ること、③同和問題の啓蒙に関すること、④その他同和問題に関することを

調査審議し、また必要に応じて総長を補佐するために設置されたが、その基

本的なあり方として対策的な問題処理機関となることを戒めながら、部落問

題に対する全学の関心を高め、大学として部落解放を推進するための具体的
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方策を審議することをその責務とするものであった(r京大広報.1No.86、
107)。

委員会の第 1回会合は同年4月10日開催され、委員長に森口兼二教育学部

教授を選出した。その後委員会は上記の事項について二十数回会議を聞いて

審議を重ね、昭和50(1975)年 1月20日、それまでの審議経過の大要を中間報

告として岡本道雄総長に提出した cr京大広報~ NO.107)。この中間報告では、

京都大学において現在、教職員における同和問題に対する自己研修や研究が

なお全体として極めて不十分で、あり、学生に対する同和問題の授業も、教養

部の国史学および教育学の演習において各4単位と教育学部の同和教育講義

が前・後期各2単位開講されているのみであることが指摘されるとともに、

「教官自身が積極的に研究・学習の機会をもつように努め、学生に対する授

業も、同和問題や人権問題に関する概論の講義を教養課程に位置づけるべき

ではないかと考える」との提言がなされている。また同和問題の調査および

資料の整備に関して、文献・資料センターの設立を長期的目標としながら、

「当初はもっとも基本的な同和問題の文献・資料を本学構内の数箇所に設置

していくことが望ましい」と述べ、さらに昭和47(1972)年9月11日付『京大

広報』号外として「同和対策審議会答申J(昭和40年8月11日)および「同和

対策事業特別措置法J(昭和44年7月10日公布)を学内教職員・学生に配布し

たことが同和問題の啓蒙上極めて重要なことであり、新任教職員・新入生等

にも配布すべきであるとしている。

なお、これより先問委員会は、昭和49(1974)年9月17日総長の諮問に対す

る答申「大学における戸籍抄本等の提出について」において、「今後の本学

における職員の採用および学生の入学等に際し、戸籍謄(抄)本または住民票

(写)の提出を求めるべきではないと考える」が故、この方針に基づく措置の

速やかな実施を求めたが、この答申の趣旨に基づいて、昭和50年 1月14日の

拡大部局長会議において学生に関しては今後入学時に戸籍謄(抄)本の提出を

求めないことが決定された(f京大広報jNO.107)。さらに、上記答申で提案さ

れた文献・資料の整備は、附属図書館、教養部図書館、医学図書館および農
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学部図書室に同和問題関係図書コーナーを設けて全学的に収集に努め、学部

の枠を超えて利用に供されるとともに、「同和対策審議会答申Jおよびこれ

に関連する法律の学内教職員・学生への配布も実行に移された。その後、昭

和54(1979)年4月同和対策事業特別措置法の有効期限が3年間延長されたの

を機に『同和対策審議会答申(抄)及ぴ同和対策事業特別措置法について』

を、続いて昭和57(1982)年4月からは『同和対策審議会答申(抄)及ぴ地域改

善対策特別措置法等について』を編集・刊行し、これを本学全構成員に配布

することにした。さらに教職員の研修のためには、昭和54年以来毎年12月の

人権週間に学内外の専門家を講師とする研修会を開催してきたが、昭和63

(1988)年からは 5月頃にも人権にかかわる研修会が聞かれるようになった。

その後、平成 2(1990)年 1月16日西島安則総長は同和問題委員会(委員長上

田正昭教養部教授)に対して「同和問題並ぴに人権に関する教育及び研究の在

り方について」諮問し、これを受けて委員会は審議を重ね、同年11月26日答

申を行った(r京大広報JNo.402)。そこでは、同和問題に関する授業として、
上述のものに加えて「本学では、さしあたり、所属学部のいかんを問わず受

講できる科目として、同和問題を含む人権問題に関する講義を開講すること

が望まれるJとされ、またこれに関連して「各学部・教養部・研究所等にお

いて、人権問題の視点に立った研究・教育になお一層の努力を払うことが期

待される」と述べられているが、これに基づいて平成 6(1994)年度から、全

学共通科目として「人権・差別・偏見Jに関する講義が開設されることにな

る。

なお、同和問題委員会はその後、平成 7(1995)年6月27日より、同和問題

に限らずより広く人権問題全般を扱う委員会として機能するために、同和・

人権問題委員会と改称されることになった。

話を再び昭和47(1972)年の学内状況に戻すと、夏休み明けの 9-10月に

は、学内で騒動が続発する。 9月26日早朝、京都府警は本学文学部学生に対

する暴力行為等処罰に対する法律違反、傷害および凶器準備集合被疑事件に

つき、文学部長室、文学部学友会ボックス、経済学部同好会ボックス、教養
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部A号館および熊野寮の強制捜査を行った。同日午前11時頃、部局長会識

が開催されていた総長室に全臨闘と称するグループが臨時職員問題に関する

話し合いを求めて押しかけ、部局長会議は中断を余儀なくされた。その後午

後4時頃には文学部学友会、経済学部同好会、熊野寮・吉田寮各自治委員会

の名で学生集団が押しかけ、同日朝の強制捜査に関する話し合いを要求し

て、 9月27日午前 1時半過ぎに及んだ。 28日および29日夕刻から30日朝にか

けては、授業料値上げ問題についての総長と同学会、京大院生協議会との話

し合いが行われた。次いで10月2日には午後1時から先の強制捜査に関する

大学主催の説明会(学生側は「総長団交Jと称した)か法経第 1教室で開催され

たが、学生側は今回の捜査を不当であるとして総長に対し京都府警に抗議す

ることを要求、話し合いは深夜に及ぴ、 10月3日午前3時半頃-!!_中断、同

日午後5時過ぎ再開されて翌 4日午前2時頃まで継続された。話し合い終了

後総長は、今後二度とかかる疑わしい捜索が行われないよう京都府警に抗議

する声明を発表した<f京大広報JNo.75)。

授業料値上げが実施された昭和47(1972)年10月には、文学部学生がこれに

抗議して 8日から28日までの長期ストに入ったほか、経済学部、医学部、教

養部でもストが行われた。また10月16日には後期からの授業料値上げについ

ての大学による説明会がl回生を対象に行われた。

11月1日総長と京大院生協議会、同学会との話し合いが行われていたとこ

ろ、ヘルメットを着用した学生たちが押しかけて話し合いを妨害したが、こ

のような暴力行為の頻発に対して大学当局は、 11月4日総長の掲示によって

厳重な警告を発し、 7日には学生部長も学生に強い自省を促した。しかし学

生の暴力行為はやまず、学生部長は12月13日と15日にも同様の掲示を出さな

ければならなかった。 11月20日には第四錦林小学校育友会より京大近辺の学

童通学路の安全を保障してほしいという申し入れがあり、 12月17日に総長、

学生部長が出席して同育友会との話し合いが行われた。総長は児童の通学に

関して大学が地域住民ならびに学校関係者に多大の迷惑を掛けていることを

陳謝するとともに、問題の解消のために大学としてできるだけ努力すること
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を約束した(r京大広報JNo.78)。

3. 竹本処分反対運動

昭和48(1973)年1月11日経済学部教授会は、長期にわたり「無断欠勤」が

続いていた同学部竹本信弘助手に対する国家公務員法上の分限処分を決定し

総長に上申、同月16日評議会において処分審査が開始された。このいわゆる

竹本処分問題については以下で詳述するが、経済学部による処分の上申は直

ちに学生らの激しい反対運動を呼び起こすことになった。即ち、 1月19日経

済学部学生大会が竹本助手の免職処分の白紙撤回を要求して無期限ストに入

ったのを皮切りに、文・理・農各学部と教養部が相次いで、無期限または長期

ストに突入し、 2月初めには教育学部や医学部、薬学部でもストが行われ

た。また建物の封鎖・占拠も文・経済・薬・工・農の各学部と教養部のほ

か、 2月216には学生部庁舎の一部にまで拡大された。総長は2月8日学生

に反省を求める掲示を出し、各部局長からも解除、退去の警告が発せられ

た。しかしなお封鎖・占拠が続いたので、総長は入学試験実施のためには警

察への警備要請もやむを得ないと判断し、 2月28日夜退去命令を掲示しかっ

放送した後、3月1日朝、機動隊が大学周辺で待機する中で教職員によって

バリケードの撤去、封鎖の解除を行った。また3月1日から 6日朝まで構内

立入りと残留を制限する措置が講じられた。機動隊は不測の事態にそなえ

て、3月1日から 5日まで大学周辺で待機し、 2-4日には本部・教養部・

北部各構内の夜間ノマトロールを行った。 2日には一部学生がロ ックアウト体

制粉砕を叫んで本部構内に入って集会、デモなど行い、機動隊によって排除

されたが、入学試験自体は直接の妨害もなく、予定通り 5日に終了した(W京

大広報.1No.81)。入試終了後3月5日から 6日にかけて農・文・工・経済の

各学部で建物が再び封鎖・占拠されたが、 13日、機動隊が学外で待機する

中、教職員によって解除された。

しかし、全学卒業式は前年に続いてこの年も中止されることになり、卒業

証書は文・教育・法・理・工の各学部では式当日の 3月24日に授与された
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が、卒業認定の遅れた薬学部では30日、農学部と経済学部では31日に手渡さ

れた。さらに、この昭和48(1973)年には 4月11日の入学式も、学内情勢から

見て前年のような混乱が起こるおそれがあるとの理由で全学合同の入学宣誓

式は中止され、学部毎の入学宣誓を行ってこれに代えることになった。京大

で入学式が中止されたのは戦後初めてである。

竹本処分に反対する学生の動きは昭和48年4月以降も続き、経済学部をは

じめ、文・理・農3学部で学生のストが行われた。また竹本助手の行方追及

に関連して、 6月28日評議会と学外者との往復文書が警察により押収される

という出来事があり、これに抗議して 7月10日午後、学生ら約30名が大学本

部に押しかけ庶務部長と庶務課長に長時間「団交」を強要、救出のため機動

隊の出動が要請された(~京大広報j No.87)。

秋になると、竹本処分に反対する学生らが授業を妨害したり、教官に面会

を強要する出来事が続発し、 11月6日には総長名でそれを戒める掲示が出さ

れたが、翌 7日午後2時頃総長室に学生らが押しかけ、前回総長を法経第2

教室に連れ出して、竹本問題、臨職問題、 f毒物たれ流しj問題などについ

て激しく追及した。午後3時40分頃坂本慶一学生部長が入室し、学生らに退

去するよう勧告したが、学生らは聞き入れず、今度は上記掲示の意味などに

ついて学生部長を追及し始めた。総長、学生部長は終始沈黙を続け、約3時

間後大学の要請で機動隊が出動、総長と学生部長を救出した(f京大広報J

No.90)。

4. 総長選挙基準の改正

さて、前田総長の任期が残り半年となった昭和48年6月13日、大学問題検

討委員会の「総長選挙制度の改正についてJの答申が漸く総長に提出された

<r京大広報JNo.84)。この答申は「総長の選挙権者は、本学の研究・教育に

直接たずさわることによって大学における研究・教育の責任を分担する立場

にある者とするのが適当で、ある」とし、この観点から助手をも選挙権者に含

めるべきであるとする。京大では昭和41(1966)年の総長選挙規程の改正によ
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って、それまで教授に限られていた総長選挙権が助教授、講師にも認められ

たのだが、今回の改正案はこれをさらに助手にまで拡大しようとするもので

ある。これに対して、教員以外の職員、学生、大学院生は選挙権者からは除

かれるが、それぞれの階層の意思を反映させるために新たに総長に対するリ

コール制度を設けるべきであるとされる。即ちリコールは、選挙権者、大学

院生、学生、職員いずれかの層の 5分の 1の署名で発議でき、全学的にリコ

ール請求投票を行い、各層でかなりの賛成があれば全選挙権者によるリコー

ル本投票を行うというものであった。

この答申ではまた、総長職就任が大きな犠牲を伴う故に退任後出身部局の

教授に復帰できるような学内措置を考慮すべきであるとし、さらに総長候補

者の辞退についての制度化の必要を指摘しているが、注目しておきたいの

は、答申が大学における学生の地住について次のように述べていることであ

る。従来京大を含めてわが国の大学では、学生は営造物の利用者として大学

管理当局の管理権に一方的に服すべきものとみなされてきたが、このような

考え方は基本的人権の保障という現行憲法の精神と矛盾するだけでなく、学

内秩序の維持という点からも長期的な有効性をもたない。それ故学生の活動

に対する現在の規制措置は全面的な検討、改廃を必要とするであろう。この

ように述べた上で答申は、学生および学生集団が審議・決定・執行に共同責

任を教官と分担する形で大学自治を構成するという考え方に対しては、これ

を現行法上からも、また学生および学生集団の状況からしても、必ずしも現

実的ではないとしてしりぞけ、学生に対しては大学の審議決定や執行に関す

る批判者としての権利を保障すべきであるとし、総長選挙に関して学生にリ

コール請求権を与えようとしたのである。なお大学問題検討委員会は、この

答申を提出したことにより、その任務のすべてを完了したとして、 7月3日

の評議会でその解散が承認された。

総長選挙制度改正についての答申を受けた前田総長は、同年11月に予定さ

れている総長選挙は新規程によって実施できるよう努力したいとの意向を示

し、評議会の議を経て 7月13日、上記答申について各部局、各層の意見を徴
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し調整の上、改正案をとりまとめるための「総長選考基準改正案調整委員

会」を発足させた。同委員会は10月13日改正案を提出し、 10月16日の評議会

で原案通り改正が決定された(r京大広報JNo.89)。改正の要点は第 1次投票

に選挙資格者として助手を加えたことであり、第2次投票については従来通

り教授、助教授、講師に選挙資格が限られた。また大学問題検討委員会の改

正案のもう 1つの柱であったリコール制は、反対意見が多いという理由で今

回は見送られることになった。この新しい選考基準に基づいて、 11月17、18

両日総長選挙が実施され、岡本道雄医学部教授が第19代総長に選出され、 12

月16日就任した。退任した前田総長は、「修羅の巷を駆け抜けたようだ」と

感想をもらしたが、その在任中の4年聞は、難問が続出し、紛争が常態化し

て、文字通り席の暖まる聞もなかった。

第5項竹本処分問題

1. 処分の上申と評議会審査の開始

ここで、前田総長時代に始まり、次の岡本総長時代に結論が出た評議会に

おける竹本処分の審査について述べておかなければならない。

昭和47(1972)年1月9目、新左翼の理論家で、昭和44(1969)年京大闘争の

指導者の l人であった経済学部の竹本信弘助手が、埼玉県朝霞の自衛官殺害

事件に関連して、別件の強盗予備容疑で全国に指名手配された。以来、潜行

した同助手からは経済学部に対して何らの連絡もなく、また経済学部からも

同助手に接触すべく努力を重ねたが成功しなかった。経済学部では、こうし

た事態が過去に類例のないものであり、かっそれに対する措置が教官の地位

の保障に関係があること、また同学部における教官の校外勤務の慣習、研究

助手の勤務の特殊性を考慮して、直ちに給与法上の欠勤の措置をとることを

しなかったが、しかし長期にわたって同助手に対し連絡不能の状態が続いて

いる事実に基づいて、教官協議会は同年10月1日をもって欠勤の措置をとる

ことを決定した。しかしその後も 3カ月以上行方不明の状態が続いたので、
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翌昭和48(1973)年1月11日の経済学部教授会において、竹本助手に対して国

家公務員法第78条第 3号による分限免職の処分を決定し、総長に上申した

(r京大広報JNo.79)。この経済学部からの上申に基づいて、前回総長は 1月
16日竹本助手について、「昭和47年10月1日以降無断欠勤を続け、現在なお

行方不明である。よって、国家公務員法第78条第3号により免職することが

相当である」との処分案を審査理由として、教育公務員特例法第6条に基づ

き評議会において審査するよう発議し、審査評議会において審査が開始され

た(以下審査の経過については、『京大広報j昭和52年 7月8日付号外所載、京都

大学総長岡本道雄「竹本信弘助手の分限処分についての審査評議会の審議経過」

による)。

審査開始と同時に、本人に審査理由その他手続について説明する審査説明

書の内容が決定されたが、本人が行方不明であることに鑑みて、その交付の

方法として官報公告を行うことにし 1月26日それを終えた。しかしこの公告

に不備があったので、評議会はそれを無効とした上改めて 2月24日官報公告

を行い、それは3月11日交付されたものとみなされた。評議会が最初に当面

した問題は本人陳述の請求であった。それは審査説明書交付後14日以内に行

われなければならなかったが、その聞に本人からの陳述の請求はなかった。

代理人と名のる 2名から申し出があったが、いずれも代理権の証明に不備が

あり、大学側の求めにもかかわらず補完されなかった。よって評議会は、本

人は陳述の機会を放棄したものとみなした。

実質審議に入ったのは 9月18日からであり、まず上記審査理由の前段を事

実問題、後段を法規適用問題とし、事実問題としては、連絡不能と欠勤認定

を論点とすることに決まった。そしてまず連絡不能について審議を行い、経

済学部から本人へ連絡がとれなかったこと、および、本人から経済学部への連

絡もなかったことが確認された。その際、家族を通じての連絡もとれなかっ

たことが確認されたが、後述の竹本富美子夫人の参考人としての陳述からも

この認定を覆す事実は聴取できなかった。
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2. 審査の休止と学内の状況

連絡不能についてひとまず審議を終わり、欠勤認定の審議に入った段階

で、前田総長が岡本道雄総長と交替した。昭和48(1973)年12月18日総長交替

後第 I回の評議会において岡本新総長は、本議案については今後議長として

議事を進める立場上、さらに理解を深めた上で審議を行いたいので、当分の

間審議を休止したい旨発言し、評議会はこれを了承、審査評議会は一時休止

することになった。

評議会による竹本処分の審査が凍結されていた昭和49(1974)年から昭和51

(1976)年までの3年聞は、学内は比較的平穏で、あった。昭和49年度の入学試

験は大学紛争以来6年ぶりにロックアウトなしで実施され、 3月25日には3

年ぶりに全学合同卒業式が総合体育館で挙行され、 9学部の卒業生か揃って

卒業することになった。また 4月11日には 2年ぶりに入学式が総合体育館で

行われ、ヘルメット学生らの会場前デモや演壇占拠によって開式が約1時間

半遅れたものの、式自体は予定通り実施された。新学年の初めには医学部で

4月25日から28日まで学生のストがあり、次いで6月には理学部が14日から

23日まで、農学部が14日と15日、教養部が14日から19日まで、いずれも共閥

系学生の主導でストが行われたが、そのスローガンは学内問題ではなく、大

学管理法国会上程反対、狭山差別裁判勝利などであった。

翌昭和50(1975)年には、教養部において 1月24日以来学費値上げ阻止など

をスローガンとするバリケードストが続いていたため、入試直前の 3月1日

朝、機動隊が警戒する中で教職員の手で教養部正門の封鎖を撤去しなければ

ならなかった。入学試験中はロックアウト措置が復活されたが、試験自体は

トラブルなく終了した(r京大広報JNo.107)。また3月25日の卒業式も平穏の
うちに行われた。しかし、 4月11日の入学式は、前年同様赤へル学生らが演

壇を占拠したため、約30分遅れて開始された。

翌昭和51年も、教養部において 1月以来学費値上げ反対を掲げる学生のス

トが続き、その上2月27日には教養部を入試予定会場とする理学部の建物の
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一部に封鎖が拡大されるなど、学年末の混乱は常態化した感があった。大学

当局が3月1日警察の援助を要請し、教職員の手によって教養部正門のバリ

ケードを撤去、また理学部学部長室および事務室の封鎖を解除したところ、

これに反発する教養部共闘会議らの学生が2日正午前総長室に乱入し、執務

中の岡本総長を時計台前広場へ連れ出し、約4時間にわたり話し合いを迫る

という事態が起こった<r京大広報.1No.122)。この年も入試期間中は学外者の

構内立入禁止措置がとられたが、試験そのものは妨害を受けることなく平穏

のうちに終了した。 3月24日の卒業式も予定通り挙行されたが、 4月12日の

入学式で、はヘルメッ卜学生がまたしても演壇を占拠したため、式は予定より

50分遅れて開始されることになった。

3. 再開後の審査の経過

評議会が竹本助手の分限処分の審査を再開したのは、審査の休止から 3年

余り後の昭和52(1977)年2月1日であった。この時点においても竹本助手の

行方不明の状態は続いており、前記の審査理由に記載された事実について休

止期間中にも変化がないことは1月27日開催の経済学部教官協議会が確認し

たところでもあった。それ故再開後の審議は休止前の継続議題の審議として

進められることになり、事実問題のうち連絡不能については休止前に審議を

終了したとの判断に立って、引き続き欠勤認定の問題の審議に入った。助手

の勤務条件は部局によって異なり、何をもって欠勤とみなすかは難しい問題

であるが、経済学部教官協議会は連絡不能の状態が長期にわたって継続し、

もはやいかなる意味でも勤務しているとは考えられない状態になって、欠勤

と判定したのであった。審査評議会はこのような経済学部における欠勤認定

の過程と結論を慎重に検討して、それが妥当であると認めた。さらに、審査

理由に示された無断欠勤の「無断Jの意味についても審議を重ね、この言葉

の中に「無届欠勤」以上の意味内容を含めることは不必要との結論に達し

た。

こうして事実問題の審議をひとまず終わった段階で参考人選定の問題を論
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ずることになった。評議会は、竹本富美子夫人をはじめ数人の候補者を選定

し、まず竹本夫人への要請を巡ってかなりの回数の審議がもたれた。そして

終局的には5月31日に、塚本誠一弁護士付き添いのもとに竹本夫人から参考

人としての事情聴取が行われ、さらに6月1日付書面による陳述の追加があ

った。評議会では同夫人の陳述内容について詳細に検討した後、さらに他の

参考人の候補者について審議したが、結局、事実問題を中心とする陳述を得

るにはふさわしい者でないとの意見が多く、参考人からの事情聴取はこれを

もって終了することになった。なお、審査の最終段階で数人の教官から竹本

助手の代理人として陳述する用意のある旨の申し出があったが、既に本人陳

述の段階が終了していることでもあるので、評議会はこの申し出を採択しな

かった。

この問、評議会は並行して審査理由後段の法規適用問題の審議を行った。

その際、これまで認定してきたような本人の客観的事実が国家公務員法第78

条第3号の不適格性に該当するかどうかの判断は、これらの事実から推認す

るほかないと考えたが、その推認に当たっては、それらの事実の背景となる

諸事情を考慮すべきであるとして、そうした事情に当たる可能性のある問題

として、指名手配と潜行、無断性、過去の勤務状態、審査開始後の事情の4

点が検討された。指名手配については、竹本助手の行方不明や無断欠勤の原

因がそこにある以上、指名手配の内容の当否を審議しなければ、この場合の

行方不明や無断欠勤の特殊性は明確にならないとの意見も出されたが、これ

に対しては、潜行、勤務からの離脱という選択的意志が介在して無断欠勤の

状況が作り出されていると考えるべきであるとの意見が強かった。さらに、

これが無実の容疑に基づくことを仮定し、その点を重視する見解もあった

が、これに対しては、無実か否かは最終的には司法機関の判定するところで

あり、評議会がそれに立ち入ることはその能力を超え、かっ不適格性の推認

には背景として影響を与えるものではないことが強調された。無断欠勤の無

断の意味については前述のように無届欠勤の意味にすぎず、その意味内容は

推認において考慮する必要のない問題であるとされた。過去の勤務状態につ
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いても、経済学部から説明されたが、少なくとも上申に当たって考慮にいれ

たものでないことが明らかにされた。審査開始後の事情については、推認の

背景とすべきであるとの意見があった。審査評議会は、これらの議論をふま

えて、推認の背景として何をいかに考慮すべきかについては評議員各自の判

断にまかせ、処分案として出された審査理由を可として承認するか否かとい

う総合的判断を表決で問うという形をとった。

以上の法規適用問題の審議と並行して、評議会は参考人、竹本夫人の陳述

に基づいて、事実問題を中心に再考慮すべき点があるか否かを審議し、事実

認定については特に修正すべき点はないことを確認した。

以上の経過により、審査評議会は昭和52(1977)年 6月14日に審議を終了

し、 6月18日評議員の 3分の 2以上の特別多数決によって処分案を表決した

結果、賛成多数で可決された。昭和48(1973)年 1月以来、休止期間を含めて

4年5カ月にわたった竹本処分の審査はここに漸く結審となった。この間に

聞かれた審査評議会は、休止前26回、再開後17回、合計43回に上ったが、評

議会がいかに慎重かつ細心に審議を進めたかは、以上の簡略な叙述からも推

し量ることができょう。評議会の議長である岡本総長はのちに、竹本問題は

京大が大学としての自治能力を関われている問題であり、何としても大学の

力で解決しなければならない問題であったと語っている(岡本道雄「京大総長

在任6年を顧みてJr学士会報j748号、 1980年1月)。しかし評議会がとった措
置は、処分反対派学生はもとより、一部教官からも強い反発を呼ぶことにな

った。

4. 審査の再開と処分反対運動の激化

昭和52年2月評議会が竹本助手の処分案の審議を再開すると、これに反発

する学生らの動きが俄に活発化し、学内の緊張が高まった。入学試験が迫っ

た2月26日朝には、竹本処分撤回を叫ぶ学生によって本部時計台建物2階の

総長室などが占拠され、 3月1日には本部正門がバリケードで閉鎖された。

このため大学側は同日機動隊の出動を要請し、教職員が封鎖、占拠を解除し
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た上で、ロックアウト体制をとって入学試験を行った<r京大広報JNo.136)。

3月23日に予定された修士学住授与式は混乱を避けるため急速中止され、翌

24日の卒業式では、各学部代表に卒業証書が授与され、総長が式辞を読み上

げようとした時、ヘルメット学生が演壇にかけ上がり総長を取り囲んだため

式辞が中断し、しばらく混乱が続いた後、式の打ち切りが宣言された。これ

より先、経済学部教官協議会は昭和52(1977)年1月27日、竹本助手の欠勤状

態が評議会審議休止後も続いているという事実確認を行ったが、そのことが

処分反対派を刺激し、同学部では5月以降、講義妨害と教官の拘束、教官と

処分支持派学生への暴行が頻発するに至った。

大学側は処分案の表決前に総長が学生と会うことを約束していたが、昭和

52年 6月17日午後3時半から同学会主催の総長と学生、有志教官との「団

交」が法経第 1教室で聞かれた。この日の「団交」には約1，000名が詰めか

け、学生らは多数の質問を総長に突き付け回答を迫ったが、総長は竹本助手

の思想や人格を問題にしているのではなく、「行方不明、無断欠勤」を問題

にし審議しているのだと主張、両者平行線のまま話し合いは夜半過ぎまで続

いた。なお、審査評議会はそれまで学外で開催されてきたが、この「団交」

の結果、翌日日の表決の評議会は、学生が妨害しないという約束で学内で聞

かれることになったのである。

6月18日評議会が竹本助手の分限免職を決めると、これに強く反発する一

部学生は、各部局の評議員を放逐と称して学外へ連れ出し、また研究室など

施設の占拠や多くの授業妨害を行うに至った。とりわけ経済学部の状況は深

刻であり、処分撤回を主張する学生らの妨害で教官は学内に入れず、 9月以

降も学内ではほとんど授業ができなかった。さらに、評議会の審議経過に疑

問をもっ教官有志は、 6月23日岡本総長宛に処分の再審査請求書を提出し、

「竹本助手の分限免職処分は学問、思想の自由の擁護を意図的に放棄するも

のであり、大学の理念に反しているJと評議会の姿勢を批判した(W京都新

聞j6月24日付)。次いで、教官有志は 7月1日朝から処分に抗議して、総長室

前で数人ずつ交代で、座り込みを始め、それは総長の説得にもかかわらず夏休
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み明け後も続けられた。こうして処分決定後、総長と評議員は学内に入れな

い状態が続いた。これら処分反対派によれば、竹本助手は権力のでっち上げ

によって地下潜行を余儀なくされたのであり、同助手を処分することは権力

の政治思想処分に手を貸すことになるというのであった。そして、評議会は

竹本助手本人や代理人に弁護の機会を与えることなく「欠席裁判Jで審議を

急いだとされ、このような審議の仕方は人権を無視し学問の自由を踏みにじ

るものであるとされた。しかし評議会も、前述のように処分を決定するに当

たって背景となる諸事情についても審議を尽くしたのであり、竹本助手の潜

行についてはそれが自らの自由意志によるものであることを重視し、また指

名手配そのものの当否についてはこれを司法機関の判定に委ねようとしたの

であって、評議会としては思想弾圧とならぬよう万全の配慮を行った上での

措置であった。 2つの意見の対立は、つまるところ異なる大学観、さらには

世界観の対立であり、話し合いによって折り合いのつくものではなかったの

である。

岡本総長は6月18日以来トラブルを避けて登校しなかったが、 10月25日午

前10時頃総長室へ入ったところ、待機していた赤ヘルメ ットの学生らが乱入

しでもみ合いになり、警官隊の出動が要請された。処分反対派学生らは同日

正午から時計台前広場で抗議集会を開いたが、その際学生たちが執務中の庶

務部長を連れ出して追及を始めたため、総長はこの日 2度目の警官隊の出動

を要請した。総長は11月1日「学内の事態についての見解」という声明を発

表、処分審査結審以降の学内の状況が「明らかに本学の教育・研究の胆害で

あり、本学の責任者として、秩序の回復と教育・研究の十分な遂行のため、

重大な決意をもって当たらなければならないと考えますjと所信を述べて、

学内の理解と協力を求めたのである(r京大広報JNo.147)。
岡本道雄現総長の 4年間の任期が昭和52(1977)年12月に満了するため、同

年11月19、20日両日総長選挙が行われ、岡本現総長が再選された。この再選

は、竹本処分問題に大学として決着を付けた岡本総長が全学から信任された

ことを意味した。岡本総長は、翌昭和53(1978)年の年頭に「新年を迎えて」
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という一文を発表し、過ぐる 9年間の大学紛争を振り返りつつ、新しい年を

京都大学再生の年とすることを京大人に対して強く訴えた。「昭和44年(1969

年)から始まった世界的な大学紛争は、本学では昨年の竹本処分問題まで続

き、昨年は特に苦しく暗い一年であった。…(中略)…しかし大学は長い苦悩

と隠忍の後、昨秋10月末、部局長会議や評議会の深い思慮と広い基盤を背景

に決意を持って京都大学の再生に立ち上がったと思うJor 9か年という空
白Jのために、教養部や大学院の改革、キャンパス問題をはじめ「為すべく

して為されずとり残されている問題」が多いが、「何よりもおそるべきは、

学内にアカデミックな雰囲気が希薄になっていることであるJor本年が京都
大学再生の年であるように、そして静誼なアカデミックなキャンパスに立ち

返るように、強い願いと激励をこめて、年頭のことばとしたいJ(f京大広

報jNo.151)。

昭和53年 1月29日には、昭和48(1973)年 1月以来時計台に書かれていた

「竹本処分粉砕Jの文字が最終的に消去されたが、竹本問題を巡る学内の混

乱も徐々に鎮静化し始めた。昭和53年3月24日の卒業式は、なお機動隊が会

場の外で待機する中で行われたが、前年のようなヘルメット学生の演壇占拠

もなく、終始和やかな空気に包まれていた。この竹本問題の収束とともに、

京都大学は9年間にわたった全学的紛争に漸くにして終止符を打つことにな

るが、この聞の学内の混乱が本学の教育と研究に及ぽした打撃は容易に癒し

難いものであった。

第 6項創立70周年記念事業の終了

京都大学創立70周年を記念する 5つの事業のうち、式典と『京都大学七十

年史』の刊行は昭和42(1967)年の70周年の時点で終了したが、屋内総合体育

館、大学会館の建設と国際学術交流のための奨学資金設定の 3つは昭和43

(1968)年以後に持ち越された。以下、後者の事業の経過について簡単に述べ

ておくことにする。
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屋内総合体育館は、株式会社大林組の施工により 8億円の工費を投じて西

部構内に建設されることになり、昭和46(1971)年 1月8日起工、翌昭和47

(1972)年3月8日竣工を見た。翌 9日体育館(附属プールを含む)は「創立七

十周年記念事業後援会」から大学に寄贈され、同日より総合体育館規程、同

使用規則、および同使用心得が施行された。総合体育館規程第 1条は、「本

学に総合体育館を置き、本学における体育活動および本学の行なう式典のた

めにこれを用いる」と定めたが(W京大広報J1972年4月10日付号外)、以後京

都大学の入学宣誓式、卒業式および創立記念式は総合体育館において行われ

ることになる。

次に大学会館は、創立25周年を記念して建てられた楽友会館と同様に同窓

会館的性格のものとして構想され、昭和47年に既に具体的な設計案が作られ

ていたが、その後これを学内に建設した場合管理運営上の問題が生じること

から計画は-.E!_白紙に戻された。ところが、昭和51(1976)年に至って関西電

力株式会社より左京区吉田河原町の同社所有地の一部を会館敷地として提供

される話が進み、昭和52(1977)年3月には記念事業後援会と関西電力株式会

社との間で土地売買契約が締結された。また会館の名称を京大会館とするこ

とが正式に決定され、総額6億円を投じて株式会社大林組の施工により昭和

52年12月14日に起工、翌昭和53(1978)年10月28日に竣工を見たのである。ま

た本会館の維持経営のために昭和52年9月12日「財団法人京大会館楽友会」

が設立された。会館は鉄筋コンクリート造り、地下1階、地上3階建て、延

べ床面積3，445m2の建物で、各種の学会、学術講演会、研究会などの利用に

供されるとともに、本学の同窓会館的な機能をも果たすことになったのであ

る。

最後に、国際学術交流のための奨学資金の設定については、昭和45(1970) 

年学内に「創立七十周年記念奨学資金設定準備委員会」が設置されて以来

種々検討された結果、本学教官の海外派遣費と海外学術交流に対する助成と

の二本にしぽられることになり、所要経費として約5億円が見込まれた。そ

して昭和48(1973)年11月初日の記念事業後援会常任理事会において、「京都
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大学と海外の学界との交流を促進し、同大学の学術活動の発展に必要な援助

を行う」ことを目的とした「財団法人京都大学創立七十周年記念後援会」

(のち昭和63年8月に「財団法人京都大学後援会」と改称)を設立することが決定

された。同財団は昭和49(1974)年6月4日設立許可され、ここに記念事業の

lつである奨学資金の設定が実現したのである。

ところで、以上の記念事業に要する経費に当てるために、昭和41(1966)年

12月以来創立70周年記念事業後援会によって行われてきた募金活動は、大学

紛争期に一時中断されたが、昭和45年9月に再開され、昭和47(1972)年4月

の時点で目標額20億円に到達し完結することになった。また昭和53(1978)年

の京大会館の竣工をもって所期の記念事業はすべて完了したので、 70周年記

念事業後援会も昭和54(1979)年3月31日をもって解散したにの項については

「本学創立七十周年記念事業の終了Jr京大広報JNO.176を参照した)。
なお、その後七十周年記念後援会では、国際学術交流の拡充のためにその

基金を増額すべく、 10億円を目標にして昭和59(1984)年から募金事業を実施

し、昭和62(1987)年3月末までに企業法人、同窓生・有志一般から目標額を

超える12億3，000万円余の寄付を受けることになった。
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第1項昭和53年度以降の京都大学の概況

昭和52(1977)年6月竹本処分問題に決着が付けられた後も、学内では大学

当局の措置を不当とする学生らの抗議行動が続き、きらに翌昭和53(1978)年

6-7月には44年紛争の直接の契機となった学寮問題を巡って学生部長と寮

生の「団交」が繰り返し聞かれるなど、学内は直ちに平静を取り戻すに至ら

なかった。そのような中、昭和54(1979)年11月17、18両日岡本道雄総長の任

期満了に伴う次期総長の選挙が行われ、沢田敏男農学部教授が本学の第20代

総長に選ばれた。 12月16日就任した沢田新総長は、翌昭和55(1980)年の年頭

の挨拶において、今後の努力目標として教育・研究の場としての条件整備、

人間形成の重視、学内の正常化の 3つを挙げ、第3点に関連して「特に当面

の問題として、学寮問題の解決や同学会等の行き過ぎた行為の是正をはか

り、教育の場にふさわしい学内環境となるよう努めるべきであると考えてお

りますJ と所信を語った u京大広報~ No.189)。

総長のいう「正常化」への道のりはなお険しいものがあったが、この昭和

53-54年頃を境に学内における改革への動きはそのテンポを早めることにな

る。まず教養部改革については、昭和52年以来の部内での検討の結果独立研

究科として「科学基礎研究科」を設置する案がまとまり、昭和53年11月に教

養部長から総長に上申されて、設置案についての全学的検討が開始された。

また紛争期以来のいま 1つの懸案事項であった大学院制度についても、昭和

52年に大幅に改組・拡充された大学院審議会、とりわけその中に設置された

「制規等専門委員会Jにおいて審議が重ねられ、独立専攻および独立研究科
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の設置をはじめ大学院の充実のための諸提案が行われ、次第に実行に移され

てゆくことになった。

ところで、昭和50年代前半には、全国的動向として、国際交流や大学の公

開、さらに学術情報システムの整備への動きが活発化したが、本学において

も、昭和52(1977)年の京都大学国際交流委員会の設置に続いて、昭和54

(1979)年にはパリ第7大学との聞に最初の大学間交流協定が締結された。昭

和54年には全学的な公開講座として「京都大学市民講座」が開講され、昭和

63 (1988)年度からは「京都大学春秋講義Jが開設されることになる。昭和54

年にはまた、総長の諮問機関として「学術情報問題調査検討委員会」が設置

されたが、昭和59(1984)年10月にはこれを発展的に解消して新たに「学術情

報システム整備委員会」を設置し学内の情報システムの整備を行うことが決

定され、その計画を推進するために昭和62(1987)年4月には「京都大学統合

情報通信システム(KUINS)建設本部」が開設された。

さらに昭和54年度からは、国公立大学共通第 1次入学試験の実施によっ

て、本学の入学者選抜方法にも大きな変更が加えられた。入学試験制度はそ

の後昭和62年度に国立大学入試における受験機会の複数化に伴っていま一度

大幅な変更を余儀なくされることになる。

この間学寮問題については、在寮者確認、寄宿料納入、負担区分の適正化

を求める大学当局と、それを拒否する寮自治会との主張が真っ向から対立

し、解決の兆しが見えなかった。大学側は、学寮の管理運営の正常化と老朽

寮の早期改善を図るために、昭和57(1982)年12月14日の評議会において吉田

寮の在寮期限を昭和61(1986)年3月末とすることを決定したが、これに対し

て寮生らが強く反発し、昭和58(1983)年1-2月には在寮期限の撤回を要求

する寮自治会と学生部長の話し合いが3回にわたって行われた。同年4月15

日には大学当局の学寮に関する方針に反対する学生集団が総長室に乱入、 5

月18日この事件にかかわる吉田寮、熊野寮の捜索が行われ、学生3名が逮捕

された。ところが同日午後、これに抗議する学生約90名が学生部庁舎内に入

ったため総長は機動隊の出動を要請、さらに学生3名が逮捕された(f京大広
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報jNo.255)。この 5月18日の出来事によって寮問題を巡る寮生、学生と大

学当局の対立は一層深まったのである。

ここで、京都大学F付属図書館の新営について簡単に触れておきたい。本学

が新しい図書館の建設を目指すようになったのは、林良平館長時代の昭和50

(1975)年頃のことである。当時、建物の老朽化が進み、また面積不足や機能

的な面で図書館活動を維持してゆくことが困難な状況になりつつあった。こ

のような状況の故に、建物の増築ないし新営によって図書館活動の近代化を

図ることが緊急の課題となったが、昭和56(1981)年度の国立学校施設整備事

業としてF付属図書館の新営が文部省によって認められ、昭和56年12月に着工

以来約2年の歳月と27億円を投じて、昭和田(1983)年10月新図書館が竣工し

たのである。新しい図書館は昭和59(1984)年4月開館の運ぴとなったが、そ

の延べ面積は、旧館の 3倍(1万4，OOOm2)であり、開架図書室、参考図書室、

雑誌閲覧室などはもとより、これまでなかった研究個室、共同研究室、教官

談話室およびAVホールなど各種の施設・設備が新設されている。

さらに沢田総長時代の出来事としては、昭和56年12月10日、福井謙一工学

部教授がノーベル化学賞を受賞したことを特記しておかねばならない。本学

出身者のノーベル賞受賞は、湯川秀樹、朝永振一郎に次いで・福井が3人目で

ある。

きて、昭和58年11月12、13両日に行われた総長選挙では沢田敏男現総長が

再選されたが、同総長は本学の長期的な将来計画の立案を急ぐために、翌昭

和59年諮問機関として「京都大学将来計画検討委員会」を発足させ、 121世

紀を展望した本学のあり方及ぴそれに即した施設の整備Jについての審議を

委ねた。この委員会では長期的な将来計画に関連してキャンパス問題が検討

の対象となり、昭和60(1985)年の委員会の2度の答申では、教育研究体制お

よぴ施設面の長期構想、の実現のためには、現有キャンパスの再開発に加えて

新キャンパスの獲得の必要性が明確に指摘された。

昭和60年11月16、17両日には沢田敏男総長の任期満了に伴う次期総長の選

挙が行われ、西島安則工学部教授が本学第21代総長に選ばれた。 12月16日就

667 



第7章京都大学の再編と発展

任した西島総長は平成元(1989)年11月の総長選挙で再選され、平成 3(1991) 

年12月15日まで総長職に留まるが、同総長の在任中には教養部改革が最終局

面を迎え、昭和62(1987)年全学的な組織として「教養部にかかわる構想検討

委員会Jが発足し、各部局の意見を徴して平成元年改組の基本構想が報告書

にまとめられた。そしてその構想に基づいて、平成3年4月にまず大学院人

間・環境学研究科が新設された。次いで、井村総長時代に入った平成4(1992) 

年10月には総合人間学部が設置され、教養部は翌平成 5(1993)年3月末をも

ってその四十数年の歴史を閉じることになったのである。

西島総長は、上述の将来計画検討委員会の答申に盛られていた国際的な学

術交流の推進にも意欲的に取り組んだ。外国人留学生に対する研修・厚生指

導施設としての留学生センターの設置(平成2年)、京都大学名誉博士制度の

発足(昭和62年)のほか、外国の大学との大学問学術交流協定の締結も平成元

-2 (1989-90)年だ‘けで'10件に上った。

西島総長が沢田前総長から引き継いだもう 1つの課題は学寮の「正常化」

の問題であった。昭和61年3月末には前述の吉田寮の在寮期限が到来した

が、総長は直ちに寮生を立ち退かせることはせず、在寮期限の「執行中」と

いう措置をとって寮生との話し合いを続行した。そして吉田西寮の撤去、東

寮の補修、在寮者名簿提出と寄宿料納入について寮自治会の合意を取り付け

た上で、平成元年4月18日の評議会において「在寮期限設定に伴う一連の措

置の完了Jが了承され、吉田寮問題に一応の決着が付けられたのである。

この後大学構内は概ね平静であったが、平成 2(1990)年11月12日の天皇

「即佐の礼」の前後には、これに反対する学生集団の動きが活発化した。 10

月17日には教養部ストライキ実行委員会を中心とする学生約60名が総長室に

押しかけ、うち 2名が中に立てこもった。学生は総長の再三の退去命令にも

応じなかったために、総長は18日早朝警察の出動を要請して封鎖を解除し

た。大学構内に機動隊が入ったのは昭和58(1983)年4月の総長室乱入事件以

来7年よりであった。また11月7日には全学ストライキ実行委員会を名のる

学生らが教養部の各門と建物、さらに本部正門および各門を封鎖し、翌8日
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と京都御所で天皇「茶会jが催された12月3日にも教養部各門および建物の

封鎖が行われたが、いずれも午後には解除された。

以上のほか西島総長時代の重要な出来事としては、平成 2(1990)年3月、

3年間にわたる KUINS第1期建設計画が完成を見たこと、本学における

学術研究を支援、助成すべく京都大学学術出版会が平成元(1989)年に創立さ

れたことが挙げられる。また昭和62(1987)年10月12日、本学理学部卒業の利

根川進マサチューセッツ工科大学教授がノーベル医学・生理学'貰を受賞した

ことを記しておかねばならない。

平成3(1991)年11月16、17両日には西島総長の任期満了に伴う次期総長の

選挙が行われ、井村裕夫医学部教授が本学の第22代総長に選ばれた。 12月16

日就任した井村総長は平成 7(1995)年11月の総長選挙で再選され、平成 9

(1997)年12月15日まで総長職に留まることになる。井村総長の在任中の最も

重要な出来事はいわゆる大学院重点化をはじめとする大学の制度改革の進行

である。教官の所属を学部から大学院研究科に移し、研究科所属の教官が学

部教育を兼担するという大学院重点化は、平成4年度にまず法学部で実施さ

れ、平成9年4月までに 8つの学部に及ぶことになった。またこれとほぼ時

期を同じくして、多くの附置研究所においても既存の研究部門の大部門制へ

の再編・改組が行われた。さらに平成5(1993)年度からは、教養部の廃止に

伴って教育課程の全面的改革が実施され、教養課程、専門課程の区別を廃止

して各学部は 4年(医学部は6年)一貫の教育体制をとることになった。

この間、平成5年3月には、総長を委員長とする「京都大学将来構想検討

委員会」が設置され、平成 6(1994)年2月の中間報告 121世紀における京都

大学のあり方についてJでは新キャンパスと大学院独立研究科の具体的な構

想が明らかにされた。さらに、平成3年の大学設置基準改正によって各大学

に義務づけられた自己点検・評価の実施についても、全学的委員会において

作業が進められ、平成6年6月 『自由の学風を検証する一一京都大学自己点

検・評価報告書jが公表された。また各部局においてもそれぞれ自己点検・

評価委員会が組織され、その報告書が公表されることになった。
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また平成5年末に学内においていわゆる「セクシュアル・ハラスメントl

疑惑が起こったことから、大学としての性差別問題への対応について翌平成

6年5月から学部長会議において検討され、 10月には、この問題に関する相

談等はプライバシーにかかわる事柄でもあるので原則として各部局で対応す

ることになった。さらにその後、各部局における相談受け入れ体制について

検討された結果、原則としてそれぞれの庶務担当掛等を通して文書または口

頭で部局長に申し出ること、各部局では具体的な相談窓口が設けられている

ことを周知徹底させること、各部局に対して助言を行う全学的な組織を設け

ることが決まり、平成 7(1995)年6月1日付 『京大広報.1No.487に発表され

た。またこれに関連して、教職員研修会等を通じて性差別問題に関する啓蒙

活動が強化され、平成7年6月には前述のように同和問題委員会が広く人権

問題を扱う同和・人権問題委員会へと改編されることになった。

さらに平成7年度からは、公務多忙な総長を補佐するために学内措置によ

って 2名の総長特別補佐が置かれることになった。その後これを副学長制に

移行させることの可否が検討され、平成 9(1997)年6月24日開催の評議会に

おいて、副学長制の設置および、学生部の事務局への一元化を概算要求するこ

とが決定された。

最後に平成 7年 1月17日早朝に発生した阪神・淡路大震災に対する京都大

学の対応について一言しておきたい。この震災では本学においても文学部学

生1名が死亡したのをはじめ、かなりの数の教職員・学生が被災した。大学

では被災者援助のために義援金の募集を行い、寄せられた総額1，249万円を

本学被災者、神戸大学、神戸商船大学への見舞金、および被災地域への義援

金として配分した。また支援事業として、被災地域への医療チームの派遣、

被害調査団の派遣など様々な活動を大学レベルで行った。さらに、部局長会

議のメンバーを中心に保健安全関係委員会委員長、地震・防災分野担当の専

門教官等を加えたワーキンググループ(座長西川緯一総長特別補佐)を作り、本

学における地震発生時の緊急対策を中心に検討を重ねた。
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第 2項大学財政の推移

この項では、昭和39(1964)年度以降の新しい国立学校特別会計制度の下で

の京都大学財政の推移を、昭和40一平成 8(1965-96)年度について概観す

る。

まず表 1-7-1によって、京都大学の歳入・歳出額の推移を見ょう。新し

い特別会計の下での歳入額は、一般会計からの繰り入れ金と、附属病院収

入、授業料及び入学検定料、学校財産処分収入、雑収入等大学の自己収入と

からなるが、この表には後者の自己収入のみを掲げている。さて収納済歳入

額は、昭和40年度の約四億円から昭和50(1975)年度には58億円、昭和60

(1985)年には184億円、平成 8年度には332億円にと急テンポで増加してい

る。この歳入の中では、昭和50年代半ばまでは附属病院収入が70%以上とい

う圧倒的比重を占めていたが、その後は授業料、入学検定料収入が一層急速

に増加したために、附属病院収入の比率は60-50%台に低下し、対照的に授

表 1-7 -1 国立学校特別会計・京都大学歳入・歳出額の推移

(昭和40-平成8年度、単位100万円)

収納済歳入額(A)
年 度 授業料及ぴ 支出済 A 

附属病院収入 入学検定料 その他 合計ω 歳出額(B) B 

昭和40年 1，384(77.3) 169( 9.4) 238(13.3) 1，791 9，393 19.1% 

昭和45年 1，548(73.7) 236(11.2) 315(15.0) 2，099 16，777 12.5% 

昭和50年 4，330(74.6) 765(13.2) 711(12.2) 5，805 34，609 16.8% 

昭和55年 7，995(70.6) 2，145 (18.0) 1，179(10.4) 11，319 53，731 21目1%

昭和60年 12，191 (66.4) 3，838(20目9) 2，333(12.7) 18，362 67，387 27.2% 

平成2年 15，025(60.1) 6，315(25.3) 3，654(14.6) 24，993 80，711 31.0% 

平成5年 15，867(57.2) 8，181(29.5) 3，685(13.3) 27，733 104，371 26.6% 

平成8年 17，790(53.6) 9，689(29.2) 5，720(17.2) 33，200 100，720 33.0% 

注 ( )内は収納済み歳入額に対する各項目の比(%)を表す。

昭和40(1965)年度と平成8(1996)年度は経理部資料、その他の年度は 『京大広報j

による。
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業料及び入学検定料収入が歳入の25%から30%近くを占めるようになってい

る。

一方、国立学校特別会計歳出は国立学校、大学附属病院、研究所、施設整

備費の 4項目からなり、平成 4(1992)年度以降これに教育研究施設の老朽

化、狭隆化解消のための特別施設整備費が加わるが、この表ではそれらの合

計額のみを示した。これによると、支出済歳出額は昭和40年度の約94億円か

ら昭和50年度には346億円、昭和60年度には674億円にと増加を続け、平成5

(1993)年度には初めて1，000億円を突破し、平成8年度には1，007億円を記録

している。

以上の歳入(自己収入)と歳出の伸びを比較してみると、昭和45年代後半か

ら一貫して歳入の方がより急速に増加しており、その結果、本学の歳出額の

うち大学の自己収入によってまかなわれる部分が増大を続けることになる。

すなわちその比率(表のA/B)は、昭和45(1970)年度には13%にすぎなかった

のが、昭和55(1980)年度には20%を超え、平成 2(1990)年度には30%以上に

達したのである。このような大学財政における自己収入への依存度の急上

昇、一般会計からの繰り入れ金の比率の著しい低下は、とりわけ昭和55年度

以降、政府の高等教育関係支出における国立学校特別会計への繰り入れ金の

伸び悩みによって必然化されたものであり、本学だけでなく、この時期の国

立大学財政に一般的に認められる特徴である。

次に歳出額を人件費と物件費に分け、両者の推移を見ょう。表 1-7-2に

よると、人件費は昭和40(1965)年度以降年を追って増加しているが、その伸

び率は物件費との比較で見ると昭和50(1975)年度までが高!く、その後は棺対

的に低下している。このような人件費の伸びの鈍化は、この頃からの本学職

員数の減少、またとりわけ政府による公務員給与引き上げ抑制策の影響によ

るものと考えられる。この人件費とは反対に、物件費の比率は昭和50年度を

境に下降から上昇に転じており、特に施設整備費が急増した平成5(1993)年

度には急上昇して、人件費を上回っている。この平成5年度には、大型特別

機械整備費、建物新営費などが補正予算によって追加配分され、施設整備費
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年 度

昭和40年

昭和45年

昭和50年

昭和55年

昭和60年

平成2年

平成5年

平成8年

第 2節教育・研究体制の再編と拡充

表 1-7-2 人件費・物件費比率の推移

(昭和40-平成 8年度、単位100万円)

年度

昭和40年

昭和45年

昭和50年

昭和55年

昭和60年

平成2年

平成5年

平成8年

人件費

3，924 (41. 8) 

8，139 (48. 5) 

20，886 (60.3) 

29，803(55.5) 

36，167 (53.7) 

43，666 (54 .1) 

48，627 (46.6) 

50，706(50.3) 

物件費

5，469(58.2) 

8，638 (51. 5) 

13，724(39.7) 

23，928 (44.5) 

31，220(46.3) 

37，046(45.9) 

55，743(53.4) 

50，015(49.7) 

注 ( )内は人件費、物件費の全体比(%)を表す。

資料は表1-7-1に同じ。

表 1 7-3 校費と施設整備費の推移

(昭和40-平成 8年度、単位100万円)

校費総額 増減率 施設整備費総額 増減率 物価上昇率

2，716 1，291 

4，770 +75% 1，950 十 51% +29% 

8，065 +69% 1，834 - 6% 十71%

13，249 +64% 3.989 十118% +38% 

14，631 +10% 6，498 + 63% +15% 

16，564 +13% 7，014 + 8% + 7% 

19，329 +17% 21，332 +204% + 6% 

20，379 + 5% 11，921 - 44% + 1% 

注平成5、8(1993、96)年度の施設整備費は特別施設整備費を含む。

校費、施設整備費は表1-7-1と同じ資料による。物価上昇率は経済企画庁調査局

編『平成9年版日本経済の現況J1996年、 271頁の消費者物価指数に基づき計算。

が前年比で100億円以上の増加を遂げたのである。

表 1-7-3は物件費の中の 2大費目である施設整備費と校費(教官研究費・

学生経費・庁費よりなる)の動きを、消費者物価の上昇率を付して示したもの
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である。施設整備費は年によって増減が激しいが、この表に示した年度の中

では平成5年度を例外として校費が施設整備費を大幅に上回っている。しか

し強調しておかなければならないのは、この時期の校費の伸びが決して満

足すべきものではなかったことである。確かに校費の名目額は、昭和40年度

の約27億円から平成8(1996)年度には204億円へと7.5倍に増加を遂げた。し

かし、この聞に消費者物価は4倍に上昇しているので、実質額ではl.9倍に

増加したに留まるのである。また表 1-7-3によると、昭和45-50 (1970-

75)年度と昭和55-60(1980-85)年度においては、校費の名目増加率が消費者

物価の上昇率を下回っており、校費は実質的には減額されたに等しいのであ

る。さらにまた、ここでいう校費のすべてが研究費として使われたわけでは

もちろんなく、定員削減の進行に伴う定員外職員の増加とともに、校費のう

ち人件費に当てられる部分が増加したことも記憶しておかねばならない。こ

れらの事情から、本学の教官の研究費の中では、校費以外の文部省科学研究

費補助金や、外部資金としての奨学寄付金や受託研究費の占める比重が、年

とともに高まっていったのである。

京都大学における科学研究費補助金の交付額は、昭和40(1965)年度には3

億4，779万円であったが、平成 8(1996)年度には79億2，401万円に上ってお

り、 31年間に名目額で約23倍に増加を遂げた。これは、この聞の本学の歳出

額の増加率(11倍)および校費額の増加率(7.5倍)をはるかに上回っており、こ

の聞の物価上昇率を考慮、しでも大幅な増加といえる。こうして校費額に対す

る科学研究費補助金の比率は、昭和40年度の13%から着実に上昇して、平成

8年度には39%に達するに至った。また、民間等からの奨学寄付金の受け入

れ額も、昭和40年度の 1億183万円から平成8年度には27億6，675万円へと増

加し、その校費に対する比率も3.7%から13.6%へと上昇している。なお、

この奨学寄付金のほかに平成 7(1995)年以降民聞からの寄付金による講座や

研究部門の設置が可能になったが、これについては別項で述べることにした

し苫。

次に受託研究とは、一般には外部からの委託を受けて本学の教官が行う研
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究であるが、その受け入れ額も特に近年増加が目立っており、平成8年度に

は総額22億4，033万円、対校費比で11%に上っている。外部資金としてはほ

かに、民間機関等の研究者の受け入れによる本学教官との共同研究があり、

その受け入れ額は平成8年度において 1億8，103万円である。以上の科学研

究費補助金および外部資金を合計すると、その総額は平成8年度において

131億円であり、同年度の校費額に対するその割合は実に64%に達する。た

だし、以上はあくまでも京大全体の状況であって、科学研究費補助金の交付

額や外部資金の受け入れ状況には部局によって著しいぱらつきがあることに

留意しておかなければならない(以上、科学研究費および奨学寄付金については

経理部資料に、受託研究費および民間との共同研究の受け入れ額については『京

都大学概要平成9年度版Jによる)。

第3項講座数、研究部門数の変遷

日本経済が高度成長を遂げた昭和30年代後半から昭和40年代前半にかけて

は政府の科学技術振興政策によって、京都大学においても理系の学部や研究

所を中心に学科や講座あるいは研究部門が急速に増設・拡充を見たが、昭和

40年代後半より日本経済が低成長期に入るとともに、それらの増設のテンポ

は俄に緩慢となった。表 1-7-4は、昭和40(1965)年度から平成 2(1990)年

度までの本学の9つの学部の講座数を 5年おきに示したものである。これに

よると、まず文・教育・法・経済の文系 4 学部の講座数の合計は、昭和40~

45 (1965-70)年には98講座から104講座へと 6講座増加したが、大学紛争直

後の昭和45~50(1970-75)年には 2 講座しか増えておらず、次の昭和50~55

(1975-80)年にも 5講座しか増加していない。ただ、し法学部のみは、この15

年間に 8講座の増加を見ていることが注目をヲ|く。文系4学部の講座数はそ

の後昭和55~60(1980-85)年には 4講座の減少を示すが、これはこの時期に

法学部で行われた一部講座の統合=大講座化と経済学部の大講座制への移行

開始に起因するものであり、平成2(1990)年には経済学部の大講座制化の完
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表 1-7-4 学部の講座数の変遷
(昭和40ー平成2年度)

昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年

文 学 部 36 38 39 40 40 42 

教育学部 12 12 13 13 14 13 

法学部 33 37 37 41 39 39 

経済学部 17 17 17 17 14 8 

文系合計 98 104 106 111 107 102 

理学部 55 66 67 67 69 71 

医 学部 33 34 35 36 38 38 

薬学部 13 13 13 13 13 13 

工 学 部 133 154 159 161 160 158 

農 学 部 38 50 53 53 53 58 

理系合計 272 317 327 330 333 338 

総 言十 370 421 433 441 440 440 

i主 大学院独立専攻の講座数を含まない。

各年度の 『京都大学概要jに基づき作成。

成等により講座総数は見掛け上は一層減少しているのである。

次に、閉じ表によって理・医・薬・工・農の理系5学部の講座総数の動き

を見ると、昭和40-45年には272講座から317講座へと45講座増加しているの

に対して、昭和45-50年には10講座、次の昭和50-55年にはわずか 3講座、

さらに昭和55-60年にも 3講座しか増加していない。昭和40-45年に講座数

が急増したのは工・理・農の各学部であるが、昭和46(1971)年以降はこれら

の学部でも講座増は稀になったのである。このような理系5学部の講座数の

伸び悩みは、医学部と工学部で大学院重点化と大講座制移行が始まる平成5

(1993)年まで続いたので、ある。

なお、教養部においては、昭和39(1964)年 2月25日の文部省令第 3号によ

って26の学科目の設置が認められたが、この学科目数は平成 5(1993)年3月

の教養部廃止まで変わることがなかった。

このように昭和40年代半ば以降ほとんどの学部において講座増設が極めて
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困難になったが、このような事態に対処しつつ研究・教育機構の拡充を図る

1つの手段として登場したのが、独立専攻および独立研究科の設置である。

独立専攻および独立研究科とは、特定の学部に基礎を置く従来の大学院組織

とは異なって、学部に基礎を置かない大学院修士課程または博士課程のこと

であって、昭和49(1974)年 6月20日公布の大学院設置基準によってその設置

が認められたものである。本学においても、後述の昭和50(1975)年 3月の大

学院制度検討委員会の答申が、大学院の充実のための 1つの方策として「学

部・学科に対応しない研究科・専攻」の設置を認めることを提案したが、表

1-7-5に見るように、昭和50年 4月に大学院理学研究科に数理解析専攻が

設置されて以後、平成 5(1993)年にかけて合計11の独立専攻(うち 9つは理

系)が設置されることになった。また平成 3(1991)年 4月には、本学最初の

独立研究科として人間・環境学研究科が開設されたが、これについては後に

より詳しく述べることにしたい。

次に表 1-7-6によって、同じく昭和40(1965)年度以降の附置研究所の研

表 1-7-5 大学院独立専攻の設置経過

研究科名 専攻名 設置年度

理 学 数理解析 昭和50年

農 学 熱帯農学 昭和56年

工 学 分子工学 昭和58年

医 学 分子医学系 昭和60年

理 学 霊長類学 昭和61年

経済学 現代経済学 昭和62年

工 主弓主d与」 応用システム科学 昭和62年

教育学 臨床教育学 昭和63年

医 学 脳統御医科学系 平成2年

工 A弓u，.与 環境地球工学 平成3年

薬 学 薬品作用制御システム 平成5年

注 『京大広報JNo.372別冊、「京都大学を紹介する冊子」編
集委員会編『京都大学 研究・教育の現状と展望j1997 

年版、 211、249、281真により作成。
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表 1-7-6 附置研究所における部門数の変遷
(昭和40-平成2年度)

昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成2年

化学研究所 20 20 20 20 21 19 

人文科学研究所 13 14 15 17 19 20 

胸部疾患研究所 5 6 7 7 7 4 

原子エネルギー研究所 8 8 9 10 10 10 

木質科学研究所 4 5 5 5 6 6 

食糧科学研究所 5 6 6 7 7 8 

防災研究所 14 16 16 18 19 16 

基礎物理学研究所 4 4 4 5 6 10 

ウイルス研究所 6 7 8 9 9 4 

経済研究所 4 6 6 8 10 6 

数理解析研究所 6 9 9 11 12 13 

原子炉実験所 6 8 8 16 16 16 

霊長類研究所 6 9 9 9 9 

メ日入 計 95 115 122 142 151 141 

注 胸部疾患研究所は昭和41(1966)年までは結核研究所、昭和62(1987)年までは結核胸

部疾患研究所、原子エネルギー研究所は昭和45(1970)年までは工学研究所、木質科学

研究所は平成2(1990)年までは木材研究所。

各年度の『京都大学概要jに基づき作成。

究部門数の変遷を簡単に見ておくことにする。本学の附置研究所の数は、昭

和42(1967)年に霊長類研究所が新設されて13となったが、そのうち文系の研

究所は人文科学研究所と経済研究所のみで、他はすべて理系の研究所であ

る。それらの研究所の研究部門総数は昭和40-45(1965-70)年には95から

115へと著しい増加を遂げた。そして昭和45-50 (1970-75)年には伸び悩み

を示したが、昭和50-55(1975-80)年には再び20部門の増設が見られたので

ある。この急増は同じ時期の理系学部の講座数の停滞と際立つた対照をなし

ているが、特に原子炉実験所の8部門の増設が大きな比重を占めている。附

置研究所の部門数は、次の昭和55-60(1980-85)年には増加が鈍っており、

さらに昭和60-平成 2(1985-90)年になると10部門の減少を示している。こ
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の部門数の減少は、昭和61(1986)年以降多数の研究所において既設部門の統

合による大部門化が行われたことによるものである。

第 4項学部の改組と拡充

この項では、平成 4-9 (1992-97)年の大学院重点化開始以前における各

学部の改組と拡充について述べることにする。

まず文学部では、昭和40年代に現代史学、西南アジア史学、心理学第 2の

3講座が増設されたが、その後講座増設は極めてまれになり、昭和51(1976) 

年に大学院講座である比較社会学講座が客員講座の形で設置されたほかは、

昭和60(1985)年までの12年間に僅かにフランス語学フランス文学第 2講座が

新設されたのみであった。しかし昭和61(1986)年以降講座増設のテンポが早

まり、社会人間学、地域環境学各講座が新設されたのに続いて、平成4年度

には言語科学、科学哲学科学史の両講座が増設された。そしてこの両講座に

既設の心理学2講座と社会学、社会人間学、比較社会学、地理学、地域環境

学各講座を加え、新たに第 4学科として文化行動学科が開設された。

次に教育学部では、昭和26(1951)年から昭和33(1958)年にかけて講座数を

着実に増やしていったが、その後昭和62(1987)年にかけては比較教育学、視

聴覚教育、児童・青年心理学の3講座が新設されたに留まる。この間昭和51

年には学部の編成がそれまでの 1学科から教育学科、教育心理学科、教育社

会学科の 3学科へと改められた。次いで昭和63(1988)年には大学院独立専攻

として臨床教育学専攻が設置された。以後、大学院教育研究科は、発足当初

からの教育学専攻と教育方法学専攻に新たに臨床教育学専攻が加わって、 3

専攻から構成されることになる。

法学部では講座の増設は昭和29(1954)年以降久しく見られなかったが、昭

和42-44(1967-69)年に国際政治学、日本政治外交史、社会保障法、ソビエ

ト法の各講座が相次いで新設されることになった。講座の増設はその後しば

らく途絶えたが、昭和51-55 (1976-80)年には法社会学、政治過程論、比較
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政治論、国際取引法各講座が新設され、これにより法学部の講座数は、昭和

30(1955)年の33講座から41講座に増加するに至った。また昭和54(1979)年に

は附属施設として国際法政文献資料センターが設立されている。

経済学部では、講座数は昭和37(1962)年以降長らく 17に固定したままであ

ったが、昭和53(1978)年頃から大講座制への移行の可能性が探られるように

なり、昭和59(1984)年度に経営学科が大講座制化されたのを皮切りに、平成

2 (1990)年度までに全講座が大講座制に移行した。これにより経済学部は経

済学科5講座と経営学科3講座から編成されることになった。また、その間

昭和62(1987)年には大学院独立専攻として、現代経済学専攻が設置された。

次に理系の各学部について述べると、まず理学部の講座数は、昭和30年代

および昭和40年代初めの相次ぐ増設によって昭和42(1967)年に60に達した

が、その後は伸ぴが鈍り、昭和50(1975)年に67講座、昭和60(1985)年に69講

座、平成 2年にも71講座に留まっている。この間、学科の新設は昭和43

(1968)年の生物物理学科の設置のみに過ぎない。これに反して、理学部附属

の研究施設等は昭和45(1970)年以降にむしろ急増を示した。すなわち、昭和

43年には飛騨天文台が完成、昭和45年から昭和48(1973)年にかけて逢坂山地

殻変動観測所、徳島地震観測所、地震予知観測地域センターが設置された。

次いで昭和50年には機器分析センターが、昭和52(1977)年には地磁気世界資

料解析センターと大宇陀観測所が設置され、昭和56(1981)年には琵琶湖古環

境実験施設と気候変動実験施設がいずれも10年時限で設置されている。

次に医学部の講座数は、昭和35(1960)年の薬学科廃止によりおとなった

が、以後昭和40年代には老年医学講座と医用材料学講座の 2講座が新設され

るに留まった。しかし昭和50年代には、核医学、神経内科学、心臓血管外科

学、臨床検査医学の4講座が設置され、昭和55(1980)年に医用材料学講座が

新設の医用高分子研究センターに振り替えられたものの、講座数は昭和59年

には38となった。その後も昭和60年には大学院独立専攻として分子医学系専

攻が設置され、昭和62年には形成外科学講座、さらに平成2年には独立専攻

の脳統御医科学系専攻、平成4(1992)年には臨床代謝栄養学講座が、それぞ
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れ設置された。また医学部の附属施設としては、昭和47(1972)年に動物実験

施設、昭和48(1973)年に代謝研究施設(昭和52年免疫研究施設と改称)、昭和50

(1975)年に先天異常標本解析センタ一、昭和54(1979)年に総合解剖センター

がそれぞれ設置されている。

薬学部は、昭和36(1961)年の時点で薬学科、製薬化学科の 2学科、 13講座

となったが、その後平成 3(1991)年まで学科数、講座数とも変化がなかっ

た。施設等の新設としては、昭和45(1970)年に環境調節栽培室を含む温室施

設が完成したこと、また同年薬学部キャンパス内に、また昭和47年には宇治

地区にも薬木園が完成し、昭和48年には附属薬用植物園が正式に設置された

ことが挙げられる。新講座の設置は絶えてなかったが、平成5年になって大

学院独立専攻の薬品作用制御システム専攻が設置された。

工学部でも昭和33-44(1958-69)年には学科や講座の新設が相次いだが、

その後は学科の増設・拡充は稀になった。講座数は昭和45年の154から昭和

50年には159と漸増を示したに留まる。その中にあって注目されるのは、昭

和45年4月にわが国で最初の情報工学科が設置されたことである。また既設

学科の改組拡充の例としては、昭和50年の物理工学科の創設がある。講座の

増設は昭和50年代以降一層稀になったが、この時期について特筆すべきは、

大学院独立専攻の設置という形で、特に境界領域の研究の推進を目指して講

座の増設が図られたことである。まず昭和56(1981)年の福井謙一教授のノー

ベル化学賞受賞を契機として、昭和58(1983)年に分子工学専攻が開設され、

次いで、昭和62(1987)年には応用システム科学専攻、平成3年には環境地球工

学専攻がそれぞれ発足することになった。また工学部附属実験施設として

は、昭和53(1978)年にイオン工学実験施設、昭和60年には環境徴量汚染制御

実験施設(平成7年、環境質制御研究センターとなる)、昭和61(1986)年には重

質炭素資源転換工学実験施設(10年時限)、さらに平成元(1989)年には高度情

報開発実験施設、平成4年にはメゾ材料研究センターがそれぞれ設置され

た。

最後に農学部では、昭和30年代に進行した学科、講座、施設の増設は昭和
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40年代にも続き、講座数は昭和40(1965)年の38から昭和50年には53へと著し

い増加を遂げた。昭和42(1967)年の食品工学科に続いて昭和47(1972)年には

畜産学科が新設され、また附属施設としては、昭和46(1971)年に植物生殖質

研究施設、昭和47年に水産実験所、昭和49(1974)年には附属牧場が設置され

た。その後学科の増設はなかったが、昭和56(1981)年に大学院独立専攻とし

て熱帯農学専攻が設置された。また昭和57(1982)年には附属生物細胞生産制

御実験センターが開設をみたが、平成2年農芸化学科の改組に伴って同セン

ターは廃止され、その研究領域は4つの講座として農芸化学科に加わること

になった。

第5項 附置研究所の改組と拡充

次に昭和43(1968)年頃以降の附置研究所の改組と拡充について、昭和61年

以降の大部門化の動きを含めて概観を試みよう。

まず化学研究所は昭和43年に京都大学の研究所総合計画に伴い高槻市より

宇治市五ケ庄に移転した。この時点で既に20部門、 1施設を擁したが、その

後大部門として新機能材料(昭和57年)、抗癌医薬開発(昭和58年)、材料物性

基礎(昭和62年)の各研究部門が新設され、他に生体機能設計研究部門(昭和60

年)、附属核酸情報解析施設(昭和56年)が創設された。そして平成 4(1992)年

には、より効率的で新しい課題に柔軟に対処し得る研究態勢を整えるために

全研究部門が大部門化され、従来の16研究部門・ 3大部門・ 2附属施設か

ら、 9つの大部門と 2施設へと改組された。

次に人文科学研究所は、昭和43年時点で13部門と附属施設としての東洋学

文献センターからなっていたが、その後日本文化(昭和44年)、現代中国(昭和

50年)、宗教史(昭和55年)、言語史(昭和田年)の各部門が増設され、また比較

文化(昭和53年)、比較社会(昭和56年)、日本学(昭和60年)が客員部門として新

設されて、合計20部門、 1附属施設へと拡充された。

結核研究所は昭和42(1967)年に結核胸部疾患研究所と改称され、以後研究
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課題は、臨床系では広く呼吸器疾患全般に拡大され、基礎系では生命科学全

般に及ぶようになった。以後、昭和46(1971)年に臨床肺生理学部門、昭和田

(1981)年に開属感染免疫動物実験施設が新設されるに留まったが、昭和63

(1988)年に至って研究組織を全面改組し、名称も現在の胸部疾患研究所と改

めた。この改組は、従来の 7部門を 4つの大部門に統合するとともに、 lつ

の部門に基礎分野と臨床分野を配置し、協同的作業によって設置目的である

「胸部疾患に関する学理およびその応用の研究」を達成しようとするもので

あった。

次に工学研究所は、昭和41-44(1966-69)年に宇治地区へ移転を完了した

後、昭和46年「原子エネルギーの開発と利用に関する学理とその応用の研

究Jを設置目的とする原子エネルギー研究所へと名称を変更し、名実ともに

原子力の研究所となった。本研究所の研究部門は昭和36(1961)年以来長らく

8部門に固定していたが、昭和47(1972)年に原子炉事故解析研究部門、昭和

52 (1977)年には原子エネルギ一変換研究部門(客員部門)が新設されて、 9固

定部門と 1客員部門をもつようになった。本研究所は平成8(1996)年4月に

はエネルギ一理工学研究所へと改組されるが、それについては後述する。

木材研究所では、設立以来の3研究部門にその後木質科学(昭和38年)、リ

グニン化学(昭和42年)、高耐久性木材開発(昭和59年、時限10年)の 3部門が加

わって 6部門となった。しかし、新たに発展を遂げてきた研究領域である

「木質科学」を対象とする新しい研究体制の必要性が明らかになり、平成3

(1991)年には木質科学研究所と名称を変更し、研究組織も従来の 6部門か

ら、 3つの大研究部門(木質生命科学、木質バイオマス、木質材料機能の各研究

部門)と 1客員研究部門(木質環境研究部門)に再編されることになった。

次に食糧科学研究所では、昭和42(1967)年の食品分析研究部門の設置以

後、部門新設のテンポは緩やかとなったが、昭和51(1976)年に食糧安全性

(7年時限)、昭和58(1983)年に食品プロセス(10年時限)、昭和62(1987)年に地

域伝統食品(外国人客員部門)、平成 5(1993)年に新食品設計の各研究部門が

設置された。その間に応用研究から基礎研究への転換が生じ、とりわけ生命
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科学、環境科学等との学際的研究が重要性を増したが、従来の小部門制では

研究協力を円滑に行うことが困難であるため、平成 7(1995)年度より既存の

8研究部門を食糧生産環境、食品構造機能、食糧設計利用の3つの大研究部

門へと再編成することになった。

防災研究所は昭和38(1963)年から昭和46(1971)年までにその研究組織を飛

躍的に拡充し、 16部門、 11実験所・観測所を数えるようになった。また昭和

45(1970)年には研究部・事務部が宇治構内に統合されて、研究体制の結束が

図られた。その後も 3つのセンターのほか徴小地震研究部門など 4つの研究

部門と宮崎観測所が新設され、昭和61(1986)年には19の研究部門と15の附属

研究施設を擁することになったが、平成 2(1990)年に至り地震予知研究計画

の効率的な推進を図るために、本研究所の関連3研究部門と 5観測所および

理学部の関連4附属施設を統合して防災研究所附属の地震予知研究センター

が設立された。この改組の結果、本研究所の部門数は16、また附属研究施設

の数は11となったが、さらに平成8年度には、部門・附属施設の整理統合に

よって、 5大研究部門・ 5附属研究センターからなる全国共同利用の研究所

に改組された。

基礎物理学研究所は昭和28(1953)年の創設以来長らく 4部門の小規模な組

織のままであったが、昭和55(1980)年になって統計物理学部門(時限7年、昭

和62年廃止後非線形物理学部門)が新設され、次いで昭和57(1982)年には外国

人客員部門である素粒子論的天体物理学が開設された。しかし本研究所にと

ってはるかに重大な出来事は、平成 2(1990)年6月における広島大学理論物

理学研究所との統合である。この結果、基礎物理学研究所は格段に拡充強化

されて、理論物理学全般にわたる 9つの固定部門と 1外国人客員部門を有す

る全国共同利用研究所として再出発したのである。

次にウイルス研究所は昭和31(1956)年発足時の 2部門から昭和37(1962)年

には6部門に拡充されたが、その後遺伝学(昭和43年)、細胞ウイルス学(昭和

49年)、神経ウイルス病(昭和52年、客員)各研究部門が設置され、計9部門と

なった。また昭和53(1978)年には附属施設としてウイルス感染動物実験施設
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が設置された。さらに昭和62(1987)年から平成 2年にかけて大部門制への移

行が行われ、従来の9部門、 2附属施設はがんウイルス、遺伝子動態調節、

生体応答学、細胞生物学の 4つの大部門と免疫不全ウイルス研究施設および

ウイルス感染動物実験施設へと再編成されることになった。

経済研究所の研究組織は、昭和37(1962)年発足時の 2部門から昭和41年に

は6部門へと拡張されたが、その後昭和52年から昭和58(1983)年にかけて環

境経済、比較経済体制(10年時限)、現代経済分析(客員)、比較経済分析(外国

人客員、平成5年に国際政治経済研究部門に改組)の各研究部門が増設され、 10

部門を数えるに至った。次いで、昭和61(1986)年には大部門制への移行が行わ

れ、客員部門を除く既設の 8部門は数量産業分析、経済計画、資源環境、比

較経済の 4大研究部門に改組された。その後平成6年に資産経済研究部門が

増設され、 2つの客員部門を加えて 7つの研究部門をもつことになる。

昭和38(1963)年設置の数理解析研究所は、昭和42(1967)年までに発足時の

計画による 9部門の完成を見たが、その後は昭和46(1971)年附属数理応用プ

ログラミ ング施設が設置されたほかは、研究部門の新設はしばらくの間途絶

えた。しかしその後、昭和53(1978)年に大域解析学、昭和55(1980)年に数理

解析(外国人客員)、昭和59(1984)年に代数解析(時限10年、平成 6年廃止)、平

成元(1989)年に数理物理学、平成 4(1992)年に代数多様体論、 平成 6(1994) 

年に代数解析学、平成 7(1995)年に応用数理(外国人客員)と新しい研究部門

が次々に設置され、 15部門を数えるに至った。

同じく昭和38(1963)年に 6研究部門で発足した原子炉実験所は、昭和40年

代には2部門の増設を見たのみであったが、昭和50年代に入ると飛躍的な拡

大を遂げた。昭和50(1975)年に附属原子炉応用センタ一、昭和51(1976)年に

は原子炉核特性、放射線物性の 2研究部門と附属原子炉医療基礎研究施設が

開設された後、昭和52(1977)年には一挙に 6部門が増設されて、 16の研究部

門と 2つの附属施設を数えるに至った。ところでこのような研究部門等の整

備は、昭和43(1968)年に研究用原子炉(KURまたは 1号炉)の熱出力が5，000

kWに上昇した後に進められた高中性子束炉(KUHFRまたは 2号炉)建設計
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画を柱とするものであったが、しかし平成 3(1991)年にこの 2号炉計画が撤

回されたために、 1号炉の整備充実を柱として、平成 7(1995)年に研究部門

等の改組が行われ、従来の16部門は 6つの大研究部門に再編成された。

昭和42(1967)年に 2部門で発足した霊長類研究所は昭和44-50 (1969-75) 

年に 7研究部門が増設されて、当初に予定された 9研究部門が完成を見た。

また附属施設として昭和44年に幸島野外観察施設およびサル類保健飼育管理

施設が設置されたが、前者は昭和58(1983)年にニホンザル野外観察施設へと

拡充・発展することになる。その後、平成 5(1993)年に至り学際的研究の推

進のために大部門制へ移行することになり、従来の 9部門は 4つの大部門

(進化系統、社会生態、行動神経、分子生理の各研究部門)に統合された。続いて

平成6年度には、新しいチンパンジーの飼育ー研究施設であり野外観察施設

と資料標本室を兼ねた類人猿行動実験研究棟が新築された。

最後に、昭和40(1965)年に生物構造研究部門 1部門で発足した東南アジア

研究センターは、昭和42-53 (1967 -78)年に計6部門、昭和50(1975)年には

本学最初の外国人客員研究部門を含めて 2部門が新設されて、合計9部門と

なった。しかしその後は昭和55(1980)年に地域研究第 2(圏内客員)研究部門、

昭和59(1984)年に水文環境研究部門、昭和61(1986)年に東南アジア諸語文献

(外国人客員)研究部門の 3部門が新設されたに留まる。平成元(1989)年には

本センターでも大部門制への移行が行われ、客員部門を除く従来の9つの研

究部門は生態環境、社会生態、統合環境、地域発展、人間環境の 5つの大研

究部門に再編された。

第6項教育研究施設および医療技術短期大学部の

新設と拡充

昭和43(1968)年以降に新設あるいは改組された部局のうち、大学院人間・

環境学研究科、総合人間学部、大学院エネルギー科学研究科、エネルギー理

工学研究所等については別項に譲り、ここでは平成 6(1994)年までに設置さ
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れた研究センターをはじめとする教育研究施設および医療技術短期大学部に

ついて述べることにする。

昭和43年以降の京都大学における新部局の設置第 1号は、大型計算機セン

ターであった。本センターは、全国の大学を中心とする研究者が学術研究の

ための計算や情報処理を行うのに利用する全国共同利用施設として、昭和44

(1969)年4月に設置された。わが国の大学における大型計算機の設置が具体

化したのは、日本学術会議の昭和38(1963)年5月および昭和40(1965)年12月

の勧告をきっかけとしてであった。これを受けて文部省は全国7大学に順次

大型計算機センターを設置する計画を立て、昭和41(1966)年まず東京大学に

設置したが、京都大学においても設置の要望が全学的に高まる中、昭和44年

1月より計算機システムの運用が開始され、同年4月大型計算機センターが

正式に発足、初代センター長には石原藤次郎工学部教授が就任した。

次いで昭和46(1971)年4月には放射性同位元素総合センターが学内共同利

用施設として設置された。本センターは、放射性同位元素に関係する施設・

設備を管理運営し、全学の共同利用に供するとともに、放射性同位元素等使

用者のための教育訓練、また全学の放射性同位元素等の安全管理に関する実

務を担当し、併せて放射性同位元素に関する基礎的・応用的研究を行う部局

である。初代センター長(兼任)には・清水栄化学研究所教授が就任した。

昭和47(1972)年5月には、学生の体育活動の指導・助言その他学生の体育

指導に関する専門的業務を行う部局として、体育指導センターが設置され

た。同年9月にはセンターに関する重要事項を審議するために、教養部保健

体育担当教官若干名、学生部長、学生部委員会委員若干名、保健管理センタ

一所長、体育指導センタ一所長からなる体育指導センター管理運営委員会が

発足、同年10月初代センター長に田村喜弘教養部教授が就任した。

きて、昭和30年代後半から昭和40年代にかけては、医療技術の急速な高度

化に伴って、医療技術者に対する教育の質的向上が必要となった。この社会

的要請に対して文部省は国立大学に医療技術短期大学部を併設する構想を打

ち出し、昭和42(1967)年まず大阪大学に、次いで昭和46-48 (1971 -73)年に
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九州、金沢、東北の各大学に、医療技術短期大学部が設置された。その頃か

ら京都大学においても医療技術短期大学部設置の気運が高まり、昭和49

(1974)年4月には森本正紀附属病院長を委員長として設置準備促進委員会が

発足した。そして翌昭和50(1975)年4月22日、昼間 3年課程の国立短期大学

部として、医療技術短期大学部が京都大学に併設され、岡本道雄総長が学長

に、村地孝医学部教授が主事に、いずれも兼任で就任した。 4月25、26日に

は入学試験が行われ、 5月6日には入学式が挙行された。

本医療技術短期大学部は、近年における医学の進歩と医療内容の高度・複

雑・広範化に即応して、さらに充実した一般教育、専門教育および技術を教

授し優れた医療技術の専門家を多数育成するために、従来の医学部附属の各

種学校を発展的に解消して創設されたものである。初年度は看護科(昭和51

年看護学科と改称、入学定員80名、 3年制)と専攻科助産学特別専攻(定員20名、

1年制)の 1学科 1専攻であったが、翌昭和51(1976)年度に衛生技術学科(定

員40名、 3年街1])が増設された。また、昭和50(1975)年から昭和53(1978)年に

かけて鉄筋コンクリート造り、地上4階、地下1階建ての新校舎が医学部附

属病院旧眼科学教室跡地に建設された。さらに昭和57(1982)年4月には、リ

ハビリテーション専門職の教育機関として理学療法学科と作業療法学科(い

ずれも定員20名、 3年制)が新設され、それに伴って北棟新校舎(鉄筋コンクリ

ート造り、地上5階、地下1階建て)が増築された。平成 9(1997)年5月1日現

在の教職員数は、京都大学総長が兼ねる学長、併任の部長のほか、一般教育

を含めて教授18、助教授15、講師5、助手14、事務官等12となっている。

次いで昭和51年5月にはへ 1)オトロン核融合研究センター(初代センター長

字尾光治工学部教授)が開設された。本学では昭和41(1966)年4月に京都大学

における核融合研究センターとして、工学部附属の超高温プラズマ研究施設

が設置されたが、へリオトロン核融合研究センターはこれを改組ー転換し、

学内共同教育研究施設として設置されたものである。昭和51年にはへリオト

ロンE強磁場高温プラズマ実験装置の建設が始まり、昭和55(1980)年春には

装置が完成し実験が開始された。昭和56(1981)年には高周波加熱の研究を主
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目的とする補助的装置として、へリオトロン DR装置による研究も開始され

た。

同じく昭和51年5月に発足した放射線生物研究センター(初代センター長菅

原努医学部教授)は、放射線の生物への影響に関する基礎的研究を行う全国共

同利用施設として設置されたものである。初年度にはまず放射線システム生

物学研究部門が設置され、その後核酸修復客員研究部門(昭和52年)、突然変

異機構研究部門(昭和53年)、晩発効果研究部門(昭和58年)、放射線類似作用

客員研究部門(昭和62年)が設置されて、 3つの固定研究部門と 2つの客員研

究部門から構成されることになった。

翌昭和52(1977)年4月には環境保全センターが学内共同利用施設として設

立された(初代センター長小野木重治工学部教授)。その目的は、教育研究等の

活動に伴って発生する廃棄物の適正処理等により環境保全を図るとともに、

廃棄物処理等に関する研究を行い、また環境保全に関する基礎教育に協力す

ることであった。前述のように、昭和47(1972)年4月に設置された廃棄物処

理等専門委員会は、同年7月以降学内の排水路から金属水銀が相次いで、発見

される中、全学的な廃棄物処理基準案を作成して各部局における処理体制の

整備を促したが、その後も廃棄物に対する応急対策や今後の処理に関する具

体的方、法について検討を重ねてきた。この業務は新設の環境保全センターが

その業務の一部として引き継ぐことになり、廃棄物処理等専門委員会は、本

学全体の環境保全を図るための基本的な方策を調査審議することを任務とす

る「環境保全委員会」に改組、移行することになった。また廃棄物処理の装

置として京都大学有機廃液処理装置(KYS)が昭和49(1974)年度に建設され、

翌昭和50(1975)年10月から本格運転に入っていたが、環境保全センターの発

足によりこの有機廃液処理装置は同センターに移管された。なお、昭和55

(1980)年3月には新たに無機廃液処理装置(KMS)が完成された。この年には

本センターに関連した「京都大学排出水・廃棄物管理等規程Jr京都大学廃
棄物処理基準」等が制定され、 KYSおよび、KMSは環境保全センター管理

の装置として本格的に稼働し始めたのである。
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昭和52年7月には、埋蔵文化財研究センターが学内措置として設置され

た。その目的は、京大構内に残る埋蔵文化財の調査を、建物や施設の建設に

当たって文化財保護法の主旨に則って実施し、その調査成果の出版とこれら

を基礎に置いた研究を進めることにある。初代センター長には樋口隆康文学

部教授が就任した。

続いて昭和53(1978)年4月には、本学における情報処理教育のための学内

共同利用教育研究施設として情報処理教育センターが開設された。本学にお

ける教育研究のための計算サービスは、昭和41(1966)年に設置された京都大

学計算センターが担っていたが、大型計算機センターの設置後、計算機利用

を通じで情報科学とのかかわりが1菜まるにつれて、その教育についての関心

が高まり、情報処理教育のためのセンターの必要性が強く認識されるように

なったのである。その設置目的は、教育用計算機システムを管理運用し教育

のための学内の共同利用に供するとともに、情報処理教育に関する研究開発

を推進し、また情報処理についての共通的基礎教育を行い、学部・研究科に

おける専門教育に係る情報教育に協力することにあった。初代センター長

(兼任)には大野豊工学部教授(計算センタ一長)が就任した。

昭和55(1980)年4月には、医学と工学との学際領域としての医工学を創り

だすために、医用高分子研究センターが時限10年の学内共同教育研究施設と

して新設された(初代センター長山室隆夫医学部教授)。発足時は歯科材料応用

研究部門(医学部医用材料学講座を援り答え)と材料物性研究部門の 2部門のみ

であったが、昭和59(1984)年までに4部門が増設され、言十6部門で完成を見

た。

この医用高分子研究センターが平成 2(1990)年3月、 10年の時限の到来に

より廃止になるため、早くから新しいセンター設置の計画が練られていた

が、平成2年6月生体医療工学研究センターが発足し、新センター長には医

用高分子研究センター長の筏義人教授が就任した。新センターの設置ととも

に研究組織は再編され、生体材料学、生体工学、人工臓器学の3つの大研究

部門から構成されることになった。
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翌昭和56(1981)年4月には、超高層および中層大気に関する電波観測およ

びこれに関する研究を行う全国共同利用施設として、超高層電波研究センタ

ーが設置された。本センターは既設の工学部附属電離層研究施設を改組して

発足したもので(初代センター長加藤進教授)、既設の超高層物理学、超高層電

波工学の2部門に加えて、新たにレーダ一大気物理学研究部門、数理電波科

学研究部門、レーダ一大気環境科学研究部門(外国人客員)、レーダー情報処

理室およびセンターの中心設備である MUレーダーならびに電波科学計算

機実験装置(KDK)が設置された。

昭和61(1986)年 4月には、アフリカ地域に関する総合的研究を目的とし

て、アフリカ地域研究センターが設置された(初代センター長伊谷純一郎教

授)。本センターは、京大におけるアフリカ研究の伝統である生態学的方法

によりながら、自然・人・文化の基礎的研究を 3つの柱として高次の学際的

研究を目指すものであり、その発足時には乾燥帯生態系、湿潤帯生態系の2

基礎研究部門と国内客員部門の歴史・先史研究部門とからなっていたが、昭

和田(1988)年度に生業構造研究部門、平成 4(1992)年度には外国人客員部門

としてアフリカ学研究部門が増設され、 5部門となった。

昭和63年4月には、組み換え DNA実験に関する教育研究とその実験の促

進および安全確保を目的として、遺伝子実験施設が学内共同教育研究施設と

して設置された(初代施設長本庶佑医学部教授)。本施設は当初、 1分野(専任

教官2名)で出発したが、その後、ヒトをはじめとする代表的生物の全遺伝

子情報の決定とそれに基づく新たな研究の推進という動向が強まる中で、平

成4年4月ヒト・ゲノム解析分野が新設され、これに伴い既設の分野は遺伝

子解析分野と改称され、本施設の研究部門は 1部門2分野の体制となった。

昭和63年の国際交流センタ一、平成 2(1990)年の留学生センターの設置に

ついては、のちに国際交流の項で述べるが、平成 3(1991)年4月には、生態

学の基礎的研究を推進する10年時限の全国共同利用施設として生態学研究セ

ンターが設置された。京都大学では昭和39(1964)年 4月に理学部の附属施設

として植物生態研究施設が設立されたが、昭和47(1972)年には特殊環境生物
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学部門が増設され既設の植物生態学部門との 2部門編成となった。その後も

大津臨湖実験所の改組や植物生態研究施設の部門増が理学部から要求されて

きたが、平成3年になって生態学研究センターという形で実現を見たのであ

る。なお、これに伴い既存の大津臨湖実験所および理学部附属植物生態研究

施設は移行、廃止された。生態学研究センターの初代センター長は川那部浩

哉教授で、研究組織は当初生態構造、生態進化、水域生態、温帯生態、熱帯

生態の 5研究部門からなっていたが、平成 5(1993)年寒智生態研究部門、平

成 7(1995)年には生態複合研究部門がそれぞれ増設され、 7部門を備えるこ

とになった。

最後に、平成 6(1994)年6月には学内共同利用教育研究施設として高等教

育教授システム開発センターが開設された。本センターは、従来教授者個人

の創意工夫に委ねられてきた教育・教授の方法を改めて組織的に検討し直す

ことを通じて、大学レベルでの「教授法」を早期に開発することを目的とし

ており、教育学部メンバーによる研究グループのこの課題に関する活動実績

を核として形成されたものである。初代センター長には岡田渥美教育学部教

授(兼任)が就任し、平成7年度までに大学教授法研究部門と大学教育評価シ

ステム研究部門の2部門が設置された。

第7項教養部改組の検討と総合人間学部の設置

前節で述べたように、教養部においては昭和45(1970)年5月7日に教養部

特別委員会が設置された。この委員会が昭和48(1973)年6月に教養部教授会

に提出した報告書は、それまでの理念先行型試案に対し改革の基礎的データ

としての実証的資料を多角的に集め、一般教育の導入と教養部の成立および

その歴史を述べ、教養部における研究・教育の現状について資料にそって解

説したものであった(以下この項については、総長西島安則「教養部にかかわる

構想、検討委員会からの報告について(所感)Jr京大広報.1No.346に依拠)。
この教養部特別委員会の後、教養部では昭和52(1977)年5月に「教養部改
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善検討委員会」を設置して、具体的な改革案作りに取り組むことになる。こ

の委員会では、 3次にわたる検討を経て、教養部を基盤とする研究科設置の

構想、が練られ、その討議結果をまとめて、昭和53(1978)年11月24日独立研究

科として「科学基礎研究科Jを設置する案が、上田正昭教養部長から岡本道

雄総長に上申された。そしてこの設置案を全学的見地から検討するために、

同年12月5日に「科学基礎研究科設置案等調査検討委員会J(委員長藤津令夫

文学部教授)が設けられた。

同委員会は検討を重ねた後、昭和54(1979)年5月22日、科学基礎研究科設

置案を委員会として了承し得る旨を岡本総長に報告し、同設置案は大学院審

議会および評議会の承認を得て教養部からその概算要求が提出された。しか

し、その後毎年概算要求が継続されたが実現に至らず、昭和57(1982)年には

教養部から修正案が提出された。この修正案の要点は、基本的には当初の設

置案の構想を保ったままで経過措置として、独立研究科としての科学基礎研

究科と併せて、既存の研究科に独立専攻を置く方式であって、これらの独立

専攻は将来、科学基礎研究科に統合するというものであった。科学基礎研究

科設置案等調査検討委員会はこの修正案について、関係各部局の意見を徴し

つつ検討したが、その結果種々の問題点が指摘されるに至ったので、昭和59

(1984)年7月4日沢田総長に最終報告を行い、「科学基礎研究科」の構想に

ついては抜本的に再検討する必要があると答申した。そしてこの方針をより

有効に推進するために、昭和59年10月9日、新たに「教養部にかかわる大学

院問題検討委員会J(委員長藤津令夫教授)が設置され、従来の科学基礎研究

科設置案等調査検討委員会は廃止された。

その後、新たに発足した上記委員会は、従来の科学基礎研究科に代わる新

しい研究科構想について全学的立場から検討を進め、昭和60(1985)年7月独

立研究科としての「学術総合研究科Jの設置構想について成案を得てこれを

沢田総長に報告、この設置案は大学院審議会および評議会の承認を経て概算

要求されることとなった。この新しい大学院構想の骨子は、従来大学院組織

の基盤となっていなかった教養部や附置研究所・センタ一等の広範な学問領
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域の教官を結集し、「人類のよりよき生存の条件と可能性の探求Jを基本的

課題としつつ、諸学問の全体的連闘を見据えた総合的な教育と研究指導を行

おうとする点にあった。

以上のように、教養部の改革に関しては教養部の学部化を一時断念して、

いわゆる「なか抜き」の大学院研究科の設置が目指されたのであるが、昭和

60年12月に就任した西島安則総長は、昭和61(1986)年6月「教養部にかかわ

る大学院問題検討委員会Jに対し、学術総合研究科設置構想についてその実

現を図る方向で審議・検討を進めるとともに、これとの関連の下に教養部お

よび教養課程のあり方についても積極的に審議・検討するよう要請した。同

年12月には問委員会から、検討の結果、教養部のあり方については学部化が

望ましいとし、またこれとの関連において教養課程のあり方についても再検

討が必要で、あるとする見解が総長に報告された。

こうして昭和62(1987)年4月、「教養部にかかわる大学院問題検討委員会J

を廃止し、新たに「教養部にかかわる構想検討委員会J(委員長藤淳令夫教

授)が設置された。同委員会においては教養課程および教養部にかかわる学

部・研究科構想について、教養部内において進められている改革案の内容を

考慮、し、また各学部、研究所、研究センターに意見を徴しつつ調査・検討を

進めて基本方針を策定し、昭和62年10月16日これを総長に報告した<r京大広

報JNo.346)。その骨子は、①現在の教養部を廃止し、これを母体として新

たに「教養学部」を設置する、 ②上記新学部の発足とともに、現行の教養課

程と専門課程との制度的な区分を廃止する、③上記の改革に対応して、既に

成案のある独立研究科「学術総合研究科J設置構想については、その本来の

目的と趣旨に沿った整備拡充を行う、などであった。

「教養部にかかわる構想検討委員会Jは上記報告を基に改めて教養部改組

に向けての具体的検討を進め、平成元(1989)年1月21日、①総合人間学部の

新設について、②京都大学における教養課程教育の改革案、③学術総合研究

科の基本構想、の3項目について構想をまとめ、西島総長に報告した(f京大

広報JNo.366別冊)。それによれば、総合人間学部設置の目的は「自然と人
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聞との新たな全体的調和」という理想の実現に向けて、「これ迄の人文主義

的教養や単なる総合的教養教育の枠を超えJr文明と人間性の新たな次元を
聞く画期的な研究・教育を可能にする」ためであり、この目的に沿って人間

学科、国際文化学科、基礎科学科、自然環境学科の 4学科が置かれることに

なる。また総合人間学部の発足とともに教養課程と専門課程との区別を廃止

し、一般教育と専門教育を同時に 4年間一貫した形で実施するとともに、現

行の専攻に相当する主専攻に加えて新たに副専攻を設けること、そして、総

合人間学部が一般教育の実質的な責任部局となるが、全般的改革のために

は、全学の協力とともにカリキュラムの調整・企画に当たる全学的な委員会

を組織する必要があること、が述べられている。さらに学術総合研究科の構

想としては、「総合的な研究・教育を目的とした独自の大学院研究科を組織

し、学内外に向けて弾力的に聞かれた研究・教育の拠点を設立しようJとす

るものであることが強調されている。この報告は、昭和53(1978)年12月科学

基礎研究科設置案等調査検討委員会が教養部における研究科設置案の構想を

受けて検討を始めて以来、 10年間の一貫した審議の集大成ともいうべきもの

であった。この学術総合研究科構想の専攻などを改編する形で、平成 3

(1991)年4月まず独立研究科の人間・環境学研究科が設置された。次いで平

成4(1992)年10月には総合人間学部が開設され、教養部は翌平成 5(1993)年

3月末をもって廃止された。昭和44年の大学紛争時に始まった教養課程およ

ぴ教養部の改革への動きは、ここにようやくゴールにたどり着いたのであ

る。

総合人間学部は上記の 4学科、 13講座、入学定員130名で発足し、平成 5

年4月に第 1期入学者133名を受け入れた。平成 7(1995)年度には最初の学

生が3回生に進学し、本格的な学部教育が開始され、平成 8(1996)年度末に

は第l期の卒業生を送り出すことになった。教職員数は平成8年5月現在で

教授74名、助教授61名、助手18名、その他の職員(定員内)74名である。本学

部の教官は、専門科目および全学共通科目の授業を担当するほか、大多数が

人間ー環境学研究科の協力講座に参加して、大学院教育に直接携わってい
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る。また、学部の管理運営機構は教養部時代とは大きく変更され、教授会は

教授および助教授から構成されることになった。

第8項大学院の改革

1. 大学院制度検討委員会の活動

大学紛争のさ中に緊急の課題として提起された大学院制度の改革について

は、昭和48(1973)年 2月6日の評議会で総長の諮問機関として設置された

「京都大学大学院制度検討委員会」が中心となって、全学レベルでの検討が

進められることになった。同委員会は5月1日第 1回の会議を聞き、委員長

に平場安治法学部教授を選出した。発足に当たって委員会に課せられた任務

は、本学大学院制度の改善について、当時大学設置審議会で検討されていた

大学院設置基準に適合し、かつ実施可能な案を策定すること、併せてその案

についての学内の意見の調整を行うことであった。

きて、昭和49(1974)年6月20日には大学院設置基準が制定公布され、翌昭

和50(1975)年4月1日から施行されることになった。また大学院設置基準の

施行と同時に学位規則も改正された。この設置基準によれば、修士課程の目

的は「広い視野に立って精深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は

高度の専門性を要する職業等に必要な高度の能力を養うこと」と定義され、

研究能力の緬養のみならず高度の専門教育もまた修士課程の目的の 1つとし

て掲げられることになった。また博士課程の目的についても、それまで「独

創的研究によって従来の学術水準に新しい知見を加え、文化の進展に寄与す

るとともに、専攻分野に関し研究を指導する能力を養うことJ(大学院基準・

第1r趣旨Jの3)と定められていたのに対して、設置基準では「専攻分野に
ついて、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度の専門的

な業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を

養うことを目的とするJ(第4条第 1項)と定められた。

これより先、大学院制度検討委員会は昭和48年10月から本学の大学院の実
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態について詳細な調査を行い、翌昭和49年2月から大学院制度の改善につい

て審議を始めた。そして大学院設置基準をも考慮に入れながら、学内の意見

を徴して、同年11月15日「大学院制度改善に関する中間案」を作成、これを

学内に公表して広く意見を求めた。そして各部局、個人、団体からの多数の

意見を調整して答申案を作成し、これについて学内に重大な意見の相違が存

在しないことを確認した後、昭和50(1975)年3月31日基本的方針として「大

学院制度の改革について」を岡本総長に答申した(r京大広報JNO.109)。
この答申はまず前文において、全学共通の問題として、「本来は教育課程

として独立性をもつべき大学院が、学部に依存せざるを得ないような制度的

制約等のために、その自由な発展が妨げられており、かつ、人的・物的条件

の整備が極めて不充分な状態におかれているという事実」を指摘した上で、

大学院制度の当面の改革を提案している。その中には注目すべき提案とし

て、①研究科は学部とは別の、大学院教育のための組織であることを制度と

して明確にすること、②現在の研究科を存続させ、その充実を図ると同時

に、学問の総合化および今後における学問の発展を考慮して、学部・学科に

対応しない研究科・専攻を設置することを認めること、などが含まれてい

る。

大学院制度検討委員会は、上の答申に沿った規程の改正について審議を始

めたが、上述の大学院設置基準の施行に関連して緊急に必要な通則改正につ

いてまず答申し、それは昭和50年 6月24日の評議会で決定されたcr学報』
3638号)。その主な内容は、京都大学大学院の各研究科を博士課程(修業年限

5年、ただし医学研究科は 4年)とし、医学研究科を除く各研究科ではこれを

前期2年の課程と後期3年の課程に区分し、前者を修士課程として取り扱う

こと、また博士後期課程の修了の要件として従来の「専攻科目20単位以上の

学修」を廃して「同課程に3年以上在学して、研究指導を受けたうえ博士論

文の審査及び試験に合格すること」としたことである(医学研究科については

50単位以上修得が要件)。

さて、委員会では、大学院に関連する規程の整備を京都大学通則および学
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位規程の改正と、大学院の管理運営に関する規程の新設という形で行うこと

にし、数個の他大学の実情調査なども行って原案を作成した。通則改正は

「第3章大学院」にかかわるもので、上述の課程の名称、および修了の要件

に関する改正条項を含むほか、博士後期課程への入学資格の 1つとして外国

における修士相当課程の修了者を加えたこと、博士後期課程の学生が他大学

の大学院、研究所等で研究指導を受け、または休学することなく外国の大学

の大学院等で修了に必要な研究指導を受けることができるとしたこと、など

が重要な点である。学佐規程の改正においては、学位論文の印刷公表につい

ての規程が新たに設けられた。これについては昭和49(1974)年の学位規則改

正によって、学佐論文の全文に代えてその内容の要約を印刷公表できること

になったが、京大では従来の基準を維持するのが適当と考えて、「博士の学

住を授与された者は学佐を授与された日から 1年以内に当該学位論文の全文

を、又はやむを得ない事由がある場合には、その内容の主要部分を印刷公表

するものとするJ(第14粂)と定めたのである。また大学院の管理運営につい

ては京都大学大学院審議会規程と京都大学大学院研究科会議規程とがあった

が、これを 1つにして通覧の便を図るとともに、新たに研究科長などに関す

る規定を加えて、「大学院の管理運営に関する規程J(f学報J3687号)を設け

ることにしたので、ある。

委員会ではこれらの原案を各部局に示して意見を求め、また拡大部局長会

議等の機関とも協議して、京都大学通則改正案、京都大学学位規程改正案お

よび京都大学大学院の管理運営に関する規程案を作成し、岡本総長に答申、

これは昭和51(1976)年6月8日の評議会で審議、可決され、同日から施行さ

れることになった(f学報J3687号)。委員会はその後各研究科規程の改正案の

検討と調整を行い、その結果は昭和52(1977)年3月15日の評議会で決定され

た(r学報.J3726号)。大学院制度検討委員会はこれによってその任務を完了
し、昭和52年3月29日の評議会の決定によって解散したのである。
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2. 大学院審議会制規等専門委員会の設置

以上のように、大学院制度検討委員会は本学大学院の新制度を発足させる

ことを任務としたが、なお未審議の事項や残された問題も多く、それらは大

学院審議会で引き続き審議されることになった。大学院審議会は、かつては

大学院に関する事項についての総長の諮問機関であったが、上述の管理運営

に関する新規程により大幅に改組・拡充され、大学院の組織・制規ー教育並

ぴに学位についての全学的事項を審議する機関となった (r京大広報~ No. 

177)。昭和52年 1月11日に聞かれた第 1回の会議では「制規等専門委員会J

を設置することが決定されたが、その任務は、大学院に関する規程等につい

ての審議会からの諮問事項を検討することであった。制規等専門委員会は2

月14日に第1回の会議を聞き、委員長に吉沢尚明理学部教授が指名された。

委員会はその後大学院の制度と運営について検討を続け、各部局等の意見を

聴取した上で、 5期10年にわたる審議結果を集大成して昭和62(1987)年 1月

23日最終答申「大学院の整備・充実についてjを提出し、 2月10日の大学院

審議会で承認された<r京大広報JNO.326別冊)。この答申は、研究科・専攻の

設置・充実は、学術的な内発的必然性に基づくと同時に社会等からの外的要

請をも考慮することが適当とした上で、分野聞の交流を進めるための一方策

として独立専攻あるいは独立研究科の設置を提案している。また教員の研究

条件・環境の改善のためには事務機構の改善・充実が重要であり、特に技官

等の増員が望ましいと述べていること、博士課程の修業年限を一律のものと

せず、分野によっては弾力化すること、さらに他の大学の研究者・教員の研

修や社会人の継続教育のための組織や機関を研究科に設けることなどを提案

しているのが注目される。

次いで第6期の制規等専門委員会は昭和62(1987)年4月に発足したが、 5

月8日開催の第 1回委員会において西島総長は、制規等についてはこれまで

の審議でほぽ検討が終わっているので、今後は特に大学院における教育・研

究の全般にかかわる諸課題について具体的な検討がなされることを期待する
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と述べた。これをうけて第6期委員会(委員長赤井浩一工学部教授)では、重点

審議事項として独立専攻の現状調査、各研究科の現状調査、附置研究所等の

大学院へのかかわり方、学内関係規程の改正・整備を取り上げて検討し、そ

の結果を平成元(1989)年 4月15日大学院審議会に報告したu京大広報JNo. 
372別冊)。この報告では全国の大学における独立研究科・独立専攻の設置状

況が示され、本学がこの時点で全国の大学中最も多くの独立専攻(8専攻)を

有していることが指摘されている。また附置研究所等を実質的に大学院教育

を行う場とするためにはその機構を弾力的に編成換えする必要があり、「た

とえば、研究所等の教官が現行のように単一の研究科・専攻に所属するので

はなく、複数のものに所属して大学院生の教育や研究指導を実施しうるよう

にすること」が提案されている。

3. 大学院人間・環境学研究科の設置

一方、独立研究科については、前述のように昭和53(1978)年11月に教養部

より「科学基礎研究科」を設置する案が上申されて以来、全学的な委員会に

おいて設置案の検討が重ねられてきた。そして平成元(1989)年 1月「教養部

にかかわる構想検討委員会」より「学術総合研究科」の基本構想が報告さ

れ、平成 2(1990)年 3月には「教育研究の高度化に関する調査研究会J(会

長西島安則総長)において「学術総合研究科J(4専攻)案が得られた。そして

これに基づいて同年7月、その第 1・第2専攻を合体して「人間・環境学研

究科、人間・環境学専攻Jとする案を作成し、評議会の承認を経て概算要求

が行われるとともに、同年9月「人間・環境学研究科設置準備委員会J(委

員長北川善太郎法学部長)が設けられて設置準備が進められた。こうして翌平

成3(1991)年4月人間・環境学研究科(第 1専攻:人間・環境学専攻、基幹講座

2、協力講座6)が、京都大学における最初の独立大学院として開設されるこ

とになる。本研究科の設置の趣旨は、「人間・環境問題に関する総合的・学

際的な研究・教育を通じて、 21世紀の困難な複合的諸問題に柔軟に対処で

き、新分野を開拓できる独創的な新しいタイプの研究者、専門実務者を育成

700 



第2節教育・研究体制の再編と拡充

するJ点にあり、社会人や留学生に対しでも広く門戸を聞くものであった。

また大学の学部卒業者だけでなく 、3年次修了時に所定の単住を優秀な成績

で修得した者には受験資格を認めたのである。平成3年4月に行われた最初

の修士課程入学試験では、定員30名に対して39名(うち女子 8名)が合格し、

38名が入学したが、この中には l名、この「飛ぴ級」による入学者があっ

た。当初、西島安則総長が研究科長事務取扱を兼ねたが、平成3年10月に竹

市明弘教授が初代の研究科長に選出、任命された。

このように人間・環境学研究科は当初 1専攻で発足したが、平成 4(1992) 

年10月第 2専攻として、上述の学術総合研究科案の第 3・第 4専攻を合体し

た文化・地域環境学専攻(基幹講座4、協力講座 5)が設置された。これと同

時に第 1専攻の6つの協力講座は基幹協力連携講座へと改組され、研究科の

学生定員も125名に増員された。また平成 5(1993)年 4月には人間・環境学

専攻に、平成 7(1995)年4月には文化・地域環境学専攻に、それぞれ博士後

期課程が設置され、さらに平成 6(1994)年10月には本学最初の寄付講座とし

て国際予防栄養医学講座(時限4年)が本研究科に設置されることになった。

次いで、平成 8(1996)年3月には、第 2専攻のアフリカ地域研究講座が近い将

来の大学院アジア・アフリカ地域研究研究科の設立を含みとする第2特別専

攻、アフリカ地域研究専攻として開設することが認められ、 5年一貫の博士

課程教育が開始された。さらに平成 9(1997)年 4月には、第 3専攻として環

境相関研究専攻が開設された。

本研究科は教養部改組の一環として設置された関係から、上述の基幹講座

の教官の多くはかつて教養部に属した教官によって構成されることになっ

た。また基幹講座のほかに、総合人間学部をはじめとする学内の他の部局お

よぴ客員分野には京都国立博物館ならびに奈良国立文化財研究所からの参加

を得て、数多くの協力講座が設置されている。

本研究科は設置当初から独自の建物をもたず、旧教養部構内の研究室・実

験室・教室等を使用して研究・教育活動を行ってきたが、その後学生数の増

加に伴い、平成5年4月からは医学部附属病院構内の旧外科系研究棟を借用
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しなければならなかった。しかし平成6年に漸く研究科独自の建物が着工の

運ぴとなり、平成8年6月に至って鉄筋コンクリート造り地上5階、地下1

階建て、延べ床面積1万824m2の研究科棟が完成した。
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第 1項環境保全問題

この問題については、先に昭和47(1972)年以降の実験廃棄物の処理体制の

整備を中心に若干触れたが、以下、実験用原子炉の安全問題とアスベスト問

題についてさらに述べておくことにしよう。

昭和54(1979) 3月の米国スリーマイル島原子力発電所における事故発生か

らまもない同年4月13日、朝刊各紙には、「京都大学原子炉実験所の排水が

流れる小川の泥にコバルト60が含まれていることが外部のある研究者によっ

て指摘された。その濃度は乾土 1g当たり0.17pCi(ピコキュリー)(1 pCiは

1兆分の 1Ci)で、かっこの放射性元素は自然には存在しないJと報じられ

た。岡本道雄総長は同年10月15日付 『京大広報JNo.184において、本学原

子炉実験所の安全性について新聞報道や一部の学生、教官による公開質問状

などで取り上げられている事実に鑑みて、総長としての基本的な考えを表明

した。即ち、「我々は今度のスリーマイル島の事故を、改めて原子力研究開

発への警鐘として受けとり、常に原子炉による研究の安全性について叡智の

限りを尽くさねばならないと考えているJとした上で、「今回の排水中にお

ける放射性物質の存在の問題についても、実験所として従来より十分注意し

てきた重要な問題であるだけに、確実な資料と冷静な判断で対処し、安全性

の確保については能う限りの努力を払っていると信じているJと述べた。ま

た同日 『京大広報・号外』を発行して、原子炉実験所を巡る諸問題について

の柴田俊一所長による詳細な説明を発表したのである。そこでは、特に新間

報道などで「たれ流し」といわれている放射性廃水の処理方法について実情
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を詳しく説明するとともに、地元住民との覚書にある「放射能を含んだ水は

所外に絶対に排水しない」という約束に違反しているという批判に対して

は、「放射性物質の排出量を数学的にゼロにすることはできないが、現在で

も外へ出る水中の放射能を正確に測定することは事実上不可能なまでに濃度

は下がっている」と反論した。さらに計画中の2号炉の性能と安全性につい

て説明し、 2号炉については既に数年にわたって地元住民と話し合いを続け

ており、「今後とも地元地方自治体の意向を尊重して計画を進めたいと考え

ている」と述べたのである。

2号炉(高中性子束炉)の建設計画については、昭和46(1971)年の日本学術

会議勧告および昭和48(1973)年の学術審議会の建議を受けて進められ、昭和

51 (1976)年にはいわゆる国の安全審査が行われ、昭和53(1978)年にはその承

認を得ていたが、上述のような事情から着工に至らなかった。その後、平成

2 (1990)年7月になって、学術審議会報告「大学における研究用原子炉の在

り方についてjにより、 r2号炉計画はその後の状況の変化に鑑み、撤回す
ることはやむを得ないJとされるに至り、平成 3(1991)年 2月建設計画は撤

回されたのである。

一方、これより先平成2年9月には、実験所の研究用原子炉のあり方およ

び実験所の将来について調査検討することを目的として「原子炉実験所の在

り方検討委員会」が設置された。本委員会では関係部局長、実験所の所長お

よび教授若干名、原子力整備委員会の委員長、事務局長等のほか学外の学識

経験者として大阪大学、東京大学、名古屋大学からの参加を得て調査検討が

行われ、その結果は平成 4(1992)年10月「京都大学研究用原子炉(KUR)の整

備等について」と題して文部省に報告された。この報告は「実験所自身の積

極的な姿勢を基盤として全国関連研究者の協力のもと、ここに KURを整備

し継続稼働することを強く要望するものであるJとし、「本学では実験所の

在り方として、従来の量的拡大を追究する傾向を改め、今後は質的向上をよ

り重視して KURに健全性を確保するための整備を行った上で、これを用い

て行う特徴ある研究を推進し、原子核エネルギーに関連した研究分野と放射
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線・粒子線の高度利用研究分野の新しい研究動向に対応することを基本とす

る」と結んでいる (r京大広報JNo.436)。

次に、本学構内の衛生状態の改善という見地から大きな問題になったの

は、アスベスト対策である。珪酸塩鉱物であるアスベスト(石綿)は、その繊

維性構造と耐熱性、耐火性、耐腐食性などの特性から建築材料などに使用さ

れてきており、本学においても昭和30年代から昭和50年前後までに建設・改

修された施設の中には天井、壁などにアスベスト吹き付けが行われてきた。

しかるに昭和30年代からアスベストの人体に対する悪影響が強調されるよう

になり、昭和47(1972)年からは「労働安全衛生法」などにおいて労働環境に

おけるアスベスト規制がなされ、アスベスト吹き付け作業の事実上の禁止、

石綿粉塵の管理濃度等が定められた。こうして京都大学においても、昭和62

(1987)年10月より環境保全委員会および安全委員会における審議の結果、本

学の教職員・学生の健康面への配慮、良好な教育研究環境の確保という観点

からアスベスト対策を検討する必要があるとの結論に達し、同月「アスベス

ト問題協議会」が設置されることになった。

同協議会では、当面の緊急対策が必要とされる点について検討が行われ、

まず教職員・学生が常時使用している建物のうちアスベスト吹き付けが壁、

天井等に露出している部屋について調査を行い、吹き付けアスベストが剥

離・剥落状態になっており緊急対策が必要と判断された西部学生食堂、教養

部A号館講義室については、昭和62年12月29日にアスベスト撤去工事を開始

し、翌昭和63(1988)年3月31日に工事を完了した。これにより約2，000m2の

吹き付けアスベストの撤去工事が行われたが、翌昭和63年度には、学内のア

スベスト材料使用部分の徹底的な調査を進めつつ、新たに約1，000m2、計18

室にわたって撤去工事が行われたほか、他の 5室についてクリーン・ルーム

設置、マスク着用、使用制限等の暫定対策が実施されたのである。

以上のように緊急対策が実施された後、平成元(1989)年2月8日の環境保

全委員会では、それまでの「アスベスト問題協議会」を「環境保全委員会ア

スベスト問題小委員会J(委員長糸川嘉則医学部教授)として改組発足させるこ
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とになった。同小委員会は長期的展望に立ったアスベスト対策指針の策定を

行い、平成元(1989)年7月「アスベストによる環境汚染対策指針Jを作成し

た。この「指針Jは、①今後新規に建築する新営建物については可能な限り

吹き付けアスベストの使用を控えるものとすること、②環境汚染対策を実施

する吹き付けアスベストはアスベスト含有率1%以上を対象とし、汚染対策

方法は撤去法を原則とすること、③現存施設の解体・改修時における石綿製

品からの飛散に対しでも、湿潤化法、シート養生法等可能な工法で対処する

こと、④吹き付けアスベスト廃棄物は固化の上、当面は学内に保管すること

等を定めている(r京大広報JNo.375)。

第2項学内交通規制の強化

昭和30年代からの乗用車の急速な普及とともに、京都大学においても構内

を走行、駐車する四輪車は増加の一途を辿った。本部構内における四輪車の

駐車台数は昭和43(1968)年からの10年間に倍増し、昭和53(1978)年には約

1，000台に達した。これにバイク、オートパイの増加が加わって、歩行者の

安全確保、騒音の防止という点からも由々しい事態となったのである。この

ような事態に対処すべく、昭和49(1974)年頃から安全委員会(委員長藤永太一

郎理学部教授)において学内交通問題について検討が進められ、昭和49年4月

15日には次の 2段階からなる構内交通安全対策を講じることが提案された

<r京大広報JNo.97)。すなわち、まず第 1段階として構内における車両の運

行速度の厳重な制限(時速20km以内)と歩行者専用道路および、駐車場のライ

ン引きによる標示を行うが‘この第 1段階の規制では実効があがらないこと

も十分予想される故に、第1段階の規制実施後は速やかに乗り入れ・駐車台

数の許可制限と規制違反車に対する強制撤去措置等第2段階の規制を実施す

るものとしたのである。

しかし、この第 1段階の規制のみでは構内の増加する自動車に対応できな

いことは明らかであった。そこで安全委員会は昭和54(1979)年3月28B，総
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長に対し「京都大学吉田地区構内における歩行者の安全確保について」なる

提案を行い、これに基づいて同年12月4日、「京都大学構内交通規制要項J

が制定され、昭和55(1980)年1月16日を期して構内交通規制が実施されるこ

とになる(r京大広報.JNo.188)。この要項は、上述の安全委員会提案の第2段
階の措置の lっとして、構内に乗り入れ駐車する者に対し駐車許可証を交付

し、構内から違反車両を無くして、歩行者の安全確保と教育研究にふさわし

い環境を保持しようとするものであった。

しかし、この第 2段階の規制も実効をあげることができず、とりわけ吉田

地区構内では自動車騒音のため授業も円滑に行われないという事態となっ

た。そこで安全委員会(委員長岡田寿太郎薬学部教授)では構内の交通規制を一

段と強力に実施する方針を立てて構内交通安全小委員会を中心に検討を進

め、昭和56(1981)年2月23日「京都大学構内交通規制要項改正(案)Jを総長

に答申し、同月26日付で同要項の一部改正が行われたn京大広報jNo.211)。
主要な改正点は、入構チェックのためのステッカ一方式の採用、構内別駐車

許可制、四輪車の入構を認める門の数の制限、バイク、オートパイの構内乗

車通行禁止などであり、さらに要項の実施とは別にノーカーゾーンの設置が

計画されることになった。

この新要項は昭和56年4月1日から実施されたが、しかし安全委員会(委

員長池田静徳農学部教授)の昭和57(1982)年12月7日付報告u京大広報JNo. 
246)によると、本部・北部構内の駐車台数は規制実施後昭和56年9月までの

聞はかなり減少したものの、その後漸増傾向に移り、昭和57年3月には規制

開始時の状況にほぼ戻った。また入構・駐車許可証をもたない車両が、どの

構内においても総駐車台数の10%弱を占めており、これらの駐車違反車両に

は注意書を貼付して繰り返し警告しているものの大きな効果はあがっていな

い。さらに各構内における自転車、バイク、オートパイの利用者が急激に増

加しており、「特に本部・北部両構内では、学内交通の安全確保の問題ばか

りでなく、バイク、オートパイの騒音による教育・研究活動への重大な支障

も生じており、抜本的な二輪車対策が必要と考えられる」。報告はまた、新
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設された「ノーカーゾーン内を高速で、走行するバイク、オートパイがあとを

たたない」ことを指摘し、騒音問題を強調している。

しかし、その後有効な対策が講じられなかったため、各構内への自動車の

乗り入れ・駐車の状況は悪化の一途を辿り、交通の安全はもとより教育・研

究のための環境が甚だしく損われるに至った。このため平成3(1991)年10月

1日上述の構内交通規制要項は次のとおり改正され、同日から適用されるこ

とになるu京大広報jNo.415)。すなわち、新要項は「自動車を運転して入構
しようとする者は当該構内に所在する関係部局の長の定めるところに従い、

その許可を受けなければならなし寸と定めるとともに、構内において自動車

を運転する者が遵守すべき事項を列挙し、かつ「この要項に違反した者に対

しては関係部局の長は適宜の措置を講ずる」としたのである。

ところで、医学部・病院地区構内の各部局では、平成3年10月1日より各

部局が統一して構内の駐車規制を実施するに至った(r京大広報jNo.414)。即

ち、構内を患者駐車区域と職員等駐車区域とに明確に区分し、それぞれの駐

車区域を利用できる者を定め、 10カ所に入出構門を設けてゲート(パスカー

ド方式による自動昇降機)によって24時間入出構規制を行うことにしたのであ

る。また北部構内でも、平成3年7月3日「北部構内交通問題委員会」が発

足し、望ましい交通秩序の確立のために検討を開始した。さらに平成 4

(1992)年3月には、上述の平成3年10月1日改正の「京都大学構内交通規制

要項Jを受けて、本部・教養部構内の交通規制に係る基本方針を策定するた

め、「本部構内交通問題検討委員会J(委員長森本滋法学部教授)が設置され

た。そして同委員会において取りまとめられた基本方針について関係部局の

了解が得られたので、平成4年7月、「本部等構内交通委員会J(委員長藤田

茂夫工学部教授、以下、交通委員会と記す)が設置され (r京大広報~ No.444)、以

後ζの委員会において具体的な方策が定められることになる。

交通委員会では平成4年10月から11月初めにかけて、本部構内の自動車・

ノ ~1 クの駐車状況、自動車の入出構台数、自動車通勤者の通勤距離等の調査

を実施したが、それによれば、同年10月の毎週火曜日において、本部構内に
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駐車している自動車の総数は平均706台、うち無断駐車するものが489台に上

り、またノ〈イク等の駐車台数は平均837台に達した。このような事実から交

通委員会は平成5(1993)年3月8日、「構内の交通問題を取り巻く環境は、

年々悪化の一途を辿り、車両の無法駐車地帯と化しているのが現状であり、

このような事態の速やかな改善を図るべきであるjという認識に達し、交通

規制の強化のために、新たに駐車可能台数を超えての入構制限、自動車通

勤・通学許可圏の設定、自動車専用門の設置、自動二輪車の構内走行禁止、

公共交通機関の利用の推奨といった施策を講じることを提案した<r京大広

報JNo.444)。さらに交通委員会は、構内の駐車場を車庫代わりに利用する

車や駐車可能台数を超えて入構しようとする車の規制については、自動車専

用門において24時間体制で臨む必要があるとした。そして交通規制実施に当

たっての基本的な考え方を本部構内構成員に説明するために、平成5年1月

より 7月まで4回にわたり説明会を開催した。しかし、構成員から種々の疑

問や意見が出される一方で、、本部構内で進行中の複数の工事のために駐車可

能スペースに極端な制約が生じるなど、本部構内の交通・駐車状況はもはや

放置できないものとなった。そこで交通委員会は、平成5年9月16日に第5

回の説明会を開催し、以下の基本原則による交通規制暫定措置を10月18日か

ら実施すると発表した(r京大広報jNo.454)。すなわち、①構内の車庫代わり
の利用を厳格に禁止し、緊急車両の円滑な活動および歩行者の安全確保上問

題となる駐車を厳格に禁止する暫定的な規制の導入、②公共交通機関の利用

原則と例外的自動車入構・駐車原則の宣言、③一般入構・駐車許可証制度、

④臨時入構届出制度、 ⑤駐車禁止場所の設定、⑥違反車へのチェーンロッ

ク、である。そして今回の規制実施のために、新たに「本部構内暫定交通規

制実施委員会J(委員長森棟公夫経済研究所教授)が設置された。また総合人間

学部構内でも同様の規制が同日付で実施された(r京都新聞J11月1日付)。
一方、北部構内交通問題委員会は、平成4(1992)年5月北部構内の入出構

門でゲート方式による車両規制を行う方針を決定したが、学生らの強い反対

に会い、計画を-J!白紙に戻さざるを得なかった。北部構内では翌平成5
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(1993)年4月以降交通問題委員会と学生の聞で話し合いを重ねた後、平成6

(1994)年 2月10日より、 1時間以内の臨時入構は制限しないという新方式

で、ゲートによる車両入構規制が実施されることになる。

第3項教職員定員削減問題

京都大学においては、昭和24(1949)年6月の旧定員法施行以来、定員の不

足を補うため「非常勤職員制度」などに基づく定員外職員を雇用して業務を

遂行してきた。昭和37(1962)年には 1月19日の閣議決定に基づいて常勤労務

者と常勤的業務に従事する日日雇用職員が定員化されたが、しかしその後は

大学における業務の拡大に見合った定員が確保されず、そのため再び定員外

職員が雇用されるに至った。加えて政府は昭和39(1964)年9月の閣議決定に

より、国の人件費の膨張を防ぐために国家公務員の欠員不補充(昭和42年3月

31日まで)の原則を打ち出し、次いで昭和42(1967)年12月15日には、国家公務

員の既定定員につき 3年間 5%の削減を行うことが閣議決定され、さらに昭

和44(1969)年に成立した総定員法の適用によって、大学教職員の定員削減が

実施されることになった。定員削減は昭和44年度から昭和46(1971)年度にか

けての第 1次に続いて、昭和47-49 (1972-74)年度の第 2次、昭和50-51

(1975-76)年度の第 3次、昭和52-54(1977-79)年度の第 4次と実施されて

ゆくが、以下、これに対する京都大学の対応を簡単に述べておくことにす

る。

昭和44(1969)年12月2日開催の拡大部局長会議は、教職員の定員削減措置

が大学の実情にそわないものであり、今後本学における研究と教育に多大の

支障を及ぽすことは明らかであるとして遺憾の意を表明し、昭和45年度以降

の予算において教職員の定員増の措置を講ぜられるよう、総長および部局長

一同の名で文部・大蔵両大臣および行政管理庁長官に要望書を送付したu京
大広報.1No.23)。次いで第 2次の定員削減の実施が決まった昭和46(1971)年

には、 4月27日、 12月1日の 2度にわたり、総長および部局長一同の名で、
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国立大学教職員を定員削減の対象から除外することを求める要望書を関係当

局に提出し<r京大広報JNo.55、56、64)、また国立大学協会(以下、国大協)か

らも 5月15日付で同趣旨の要望書が提出された。しかしこれらの要望にもか

かわらず、政府は文部省関係の定員削減率を若干緩和したのみで削減計画を

実施したのであり、その結果本学では、第 1次削減によって教官57名、その

他職員135名、第2次削減によって教官34名、その他職員212名の定員が削減

されることになった。

昭和46年から昭和48(1973)年にかけては、前述のように理学部や工学部を

中心に定員外職員の待遇改善、さらにはその即時定員化を要求する激しい運

動が起こった。そして、前田総長の提案により昭和47(1972)年末以来定員外

職員の実態について全学的立場から調査が進められ、昭和49(1974)年7月19

日付『京大広報JNo.98にその結果が「定員外職員の在職状況についてJ

と題して発表された。それによると、定員外職員(日日雇用職員)数は昭和38

(1963)年以降急激に増加し、昭和44(1969)年に942名、昭和46年には970名に

達している。昭和48年7月現在では905名であり、これは定員内職員(教員を

除く)の26.7%に相当するものであった。また職種別に見ると、事務補佐員

が半数以上を占め、技能補佐員と技術補佐員の技術系がこれに次ぎ、臨時用

務員、教務補佐員の順になっている。また、定員外職員の「人件費Jは大学

に配当される諸経費でまかなわれているが、それが経常経費に占める比率は

多くの部局で10-30%であり、 48%に及ぶ部局もあった。この調査結果を見

ても、定員外職員の雇用が既にこの時点で重大な問題となっていたことは明

らかである。

しかるに昭和49(1974)年には既に第3次の定員削減が日程に上っており、

6月25日開催の部局長会議においてこの問題が検討された。その結果、内閣

総理大臣、文部・大蔵両大臣および行政管理庁長官に対して「緊急要望書」

を提出し、大学の教職員には一般行政職とは異なる特殊性があることを理由

に定員削減を行わぬよう再度強く要望することになった。また国大協も昭和

49年6月開催の第54回総会において、大学教職員については定員削減措置を
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講じないよう政府に強く要請することを決議した。しかし政府は、昭和49年

8月30日の閣議において第3次定員削減を行うことを決定し、本学には昭和

50、51(1975、76)両年度に職員111名の削減が割り当てられた。

昭和51年8月10日政府は閣議において昭和52(1977)年度からの第4次定員

削減を正式に決定した。本学では同日緊急に拡大部局長会議を開催し、この

度も総長および部局長一同の名で、国立大学教職員を定員削減措置から除外

することを求める緊急要望書を関係方面に出すことを決めた。国大協も 8月

19日の緊急理事会において、今回の定員削減計画に当たって特段の配慮を求

める申し入れを作成し、林健太郎会長、岡本道雄副会長らが文部大臣、行政

管理庁長官を訪れて、要望内容の実現を強く要請した(f京大広報JNo.128)。

しかしこれらの要望にもかかわらず第4次定員削減は実施され、本学では98

名の定員が削減された。

このように京都大学は第 1-4次の定員削減に対してその都度、国大協と

共同歩調を取りながら、大学教職員を削減の対象から外すことを強く要望し

たのであるが、この要望は結局政府の認めるところとはならなかった。のみ

ならず、定員削減計画はその後も第5次(昭和55-56年度)、第6次(昭和57-

61年度)、第7次(昭和62-平成3年度)、第8次(平成4-8年度)、第9次(平

成9年度以降)と繰り返し実施されていった。これら第5次以降の定員削減に

関しては、京都大学として表立つた要望等は行われていないが、それによっ

て本学の研究・教育の条件がますます悪化するに至ったことは疑いのないと

ころである。第5次から第8次までの定員削減数を合計すると、教官(助手)

の45名に対して、その他職員は665名の多きに達する。こうして昭和55

(1980)年度以降本学の教官数と学生数が着実に増加していったのに対して、

教官以外の定員内職員は減少を続け、その数は昭和55年度の3，220名に対し

て平成8(1996)年度には2，590名となっている。このような事務系職員定員

の持続的減少は、それをカバーすべき非常勤職員の一層の増加をもたらし、

その数は昭和54(1979)年度以降常に1，000名を超え、平成8年7月1日現在

では1，340名(日日雇用職員169名、時間雇用職員1，171名)となっている(以上、
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定員削減数およぴ非常勤職員数については庶務部資料による)。

第 4項将来計画とキャンパス問題

1. 将来計画検討委員会

京都大学の教育・研究施設の大部分が集中する吉田、宇治両地区では年と

ともに建物が過密状態となっていったが、かかる状況に対処すべく新キャン

パスの確保が全学レベルで検討され始めたのは昭和58(1983)年頃であった。

同年11月13日次期総長に再選された沢田敏男総長は、同日夕の記者会見にお

いて、 21世紀を見越した大学の中長期的ヴィジョンを真剣に考える必要があ

り、キャンパスの一部移転も当然、検討課題に含まれると語り、移転先の有

力な候補地として京阪奈丘陵の関西文化学術研究都市を挙げた。そして、こ

の問題について学内での論議を広げるために総長の諮問機関として翌昭和田

(1984)年9月25日の評議会で「将来計画検討委員会jの設置が承認され、 10

月17日その発足を見た(委員長巽友正理学部教授)。

同委員会は総長からの諮問事項である i21世紀を展望した本学の在り方及

ぴそれに即した施設の整備Jについて検討を重ね、昭和60(1985)年 3月29日

第1次の答申を行ったu京大広報JNo.290別冊)。この答申は、まず全国の大
学の中での京都大学の役割の特徴として研究機能重視の傾向を挙げ、この点

を将来計画の基礎に据えるべきことを指摘した後、取り上げるべき課題とし

て、①現教育研究体制の整備充実、 ②新分野(人文・社会科学系、自然科学系)

の開拓、③総合l宝・学際性の視点、④学術的国際交流、⑤巨大科学と大学の

関係、⑥聞かれた大学、⑦保健・体育施設、文化・厚生施設、の7つを挙げ

た。そして「本学の現有するキャンパスは現在、既に高密度であり、長期的

な将来計画を検討するためには、これだけでは不十分で‘あるjが故に、新キ

ャンパスについても検討しておくことが必要であると述べた。

次いで昭和60年10月24日に提出された第 2次答申u京大広報JNo.301別冊)
においては、教育研究体制の長期構想と新キャンパスとの関連がより明確に
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述べられた。すなわち、第 1次答申で課題として挙げられた「新分野の開

拓Jr総合性・学際性の視点Jなどにかかわる「教育研究上の新規計画は主
として新キャンパスを対象として構想されることとなろう」とされたのであ

る。

将来計画検討委員会(委員長近藤良夫工学部教授)は、その後さらに新キャン

パス問題を中心として審議を重ね、昭和61(1986)年12月23日第3次答申を行

った(~京大広報j No.324別冊)。それによると、委員会は「本学の教育研究の

伝統を継承発展させ、また新しい夢を実現するための、環境整備の可能性と

いう観点から、その『文化学術研究地区』について立地条件の調査を行った

結果、南田辺・狛団地区が候補地として適切で・あるとの結論に達した。この

地区は、本学の将来構想の具体化を進めるのに適当な自然的条件を備えてお

り、かつ、この地区においては、将来における本学の教育研究の発展を保障

する諸条件の整備が予想されている」とされた。また、「新キャンパスにお

ける教育研究機関の構想が具体化し、実施に移されるに応じて、それと連動

して、現有キャンパスにおける教育研究機関の将来の在り方、敷地利用の在

り方が、再開発をも含めて総合的に検討されなければならないJと述べられ

ている。

以上の第3次までの答申を経て将来計画検討委員会(委員長深海浩農学部教

授)は、平成元(1989)年4月20日最終的な審議報告書を総長に提出したu京大
広報JNo.371)。この報告書は「第一次から第三次にわたる答申の内容の底

に流れる基本的な考え方に沿って、本学キャンパスの在り方と教育研究体制

の将来構想、に関して検討した結果をまとめたもの」であり、新旧キャンパス

の機能分担の必要、吉田地区の再生にかかわる問題点、新キャンパスに設置

されるべき施設について述べた後、特に、「人的組織や運営に流動性を導入

した新しい形の学際的教育研究機構」として「学際的流動研究教育機構Jの

構想を提案している。そして将来計画検討委員会は、上述の「多様な構想を

実現へとつなげるためには、それらを全学的立場から整理し、全体的構想へ

とまとめて具体化を積極的に推進することを任務とする新しい'性格の組織が
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必要で、あり、その速やかな設置が望まれる」とその報告書を結んだのであ

る。

ところで、上述の将来計画検討委員会の第 1次答申には、国立大学である

本学が新キャンパス用地を取得する際の困難きが指摘されていた。「国立大

学では、私立大学等とは異なり、新キャンパス用の土地を取得するための先

行投資はできない。しかし、長期的な将来計画を実現するためには、各年度

毎の概算要求による土地確保では不十分で、あるので、土地の先行確保のため

の工夫と努力が望まれる」。また第3次答申においても「長期的視野に基づ

く土地の先行確保や活用のための構想があらかじめ検討され、確立されてい

なければならない」とされ、審議報告書においても、「新キャンパス用地の

早急な取得が強く要望されるところである」と書かれている。確かに以上の

将来計画検討委員会の審議によって、長期的な将来計画の内容自体は一定程

度煮詰められはしたが、しかしその構想に基づいた「土地の先行確保jのた

めの具体的方途については、第1次答申以後前進が見られなかったように思

われる。

2. 将来構想検討委員会

以上によって将来計画検討委員会はその任務を終え、平成 2(1990)年3月

20日に解散した。その後しばらく将来計画を巡る全学レベルでの論議は途絶

えたが、平成4(1992)年以降大学院改革の動きの中で、部局長会議の中に第

5部会が設けられて、大学院重点化をはじめとする将来構想が検討されるこ

とになり、それを基礎として、平成5年3月に「京都大学将来構想、検討委員

会J(委員長井村裕夫総長、委員長代行久馬一剛農学部長)が発足するに至った。

委員会はその中に企画小委員会(委員長中川博次工学部教授、委員長代理佐藤幸

治法学部教授)を設けて、主に大学院の将来構想とキャンパス問題について審

議検討し、その結果を平成5(1993)年6月に 121世紀における京都大学のあ

り方についてく将来構想試案その 1>Jとして、また平成5年11月には「独立

研究科及び第3キャンパス基本構想(1)<試案>Jとして公表した(r京大広報』

715 



第7章京都大学の再編と発展

No.457別冊)。そして、それらの試案に対する学内の意見を考慮してさらに

検討を重ね、平成 6(1994)年 2月 f21世紀における京都大学のあり方につい

て一一中間報告jを公表したu京大広報J1994年2月8日付号外)。
この中間報告は以後の本学における研究教育体制拡充の指針となったもの

であるが、 f21世紀の京都大学」を構想する際の基本方針として大学院の拡

充、学部教育の改革の推進、研究所・センターの新たな位置付け、キャンパ

スや施設の拡充整備を挙げ、特に大学院の拡充について、「すでに着手され

ている大学院重点化を今後も積極的に推進していくとともにJf従来の伝統

的学問体系の枠を越えた学際的、総合的な教育研究の場として、独立研究科

の設置を推進する」ことを提唱している。そして、その際考慮すべき基本事

項を列挙した上で、それに適合する学問分野として、総合エネルギー科学研

究科、生物・生命科学研究科、アジア・アフリカ地域研究研究科、多元価値

総合政策研究科の 4つの独立研究科の構想、を示している。

次にキャンパス問題について中間報告は、吉田地区の再開発問題にも触れ

ながら、以下のように第3キャンパスの必要性を数字を挙げて具体的に明ら

かにしている。吉田地区(74ha)は「国立大学の中では有数の過密キャンパ

ス」となっているが、特に本部構内と北部構内の過密度が顕著で‘、建蔽率は

それぞれ32.6%、32.5%、また容積率は12l.4%、112.2%と既に建て詰まり

の状態になっている。ところで京都大学の「建築委員会Jでは平成 5(1993) 

年3月に、建物の高層化による本部構内の再開発計画案(吉田キャンパス施設

長期計画に関するガイドライン)を作成し、それに基づいて関係機関との間で

建築規制の緩和について協議を続けてきたが、平成 6(1994)年 1月に京都市

が大学敷地を対象に地区計画制度を導入し、関連規制の緩和によって大学施

設整備に関する支援・誘導策を打ち出したことによって吉田地区の再開発計

画は現実味を帯ぴることになった。上の再開発計画案では、建蔽率は30%以

下、容積率は150%以下、また建物の高さは敷地境界線から20m未満では15

m、20m以上では31mで計画されており、東山の景観保持とキャンパスの

環境保全の観点から見て、これが1つの上限を示すものと考えることができ
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る。一方、吉田地区の再開発が計画通りに進められたとしても、年率1.5%

で建物の床需要が増大すれば、 15年程度で現状の建蔽率に達するものと見込

まれる故、「早晩、空間的な限界に達することは明らかであり、学問分野の

拡大や再編に伴う新たなスペースの需要には対処できない。したがって、新

用地を確保するための第3キャ ンパス構想を早急に計画しなければならない

状況となっているJ。

次いで、中間報告は、第3キャンパスへ移転することが適当と考えられる部

局の備えるべき条件を列挙した後、次のように論じている。「つまるところ、

どのような移転方法においても問題は少なからず生じるので、学問領域の枠

組みの変化が大きく、研究の進展が早い、またそのために施設の需要が高い

自然科学系の大学院等を主に移転するのが、いまのところ総合的に判断して

妥当と考えられるJが、同時に「人文社会科学系を含めた独立研究科等の新

設移転を行う等、移転部局の学問分野のバランスを考慮することが重要で、あ

るJ。

さらに中間報告は第3キャンパスの位置について、「用地取得の難易性、

将来の発展性、本部キャンパスからの距離等を考慮すると、京阪奈学研都市

付近とするのが適当と考えられる」とした上で、前述の建物計画の上限の目

安から見て、現在地での大学院重点化計画の実現は将来の発展等を考慮する

と極めて困難で、あることを数字を挙げて明らかにし、新たに100ha規模の第

3キャンパス用地を確保して構想を進める必要があると結論づける。そして

最後に、「現在の厳しい財政状況」の下での用地取得の困難さに触れながら、

「大学所有地の利用状況や隔地施設の移転の可能性などについて調査を行い、

処分可能な土地については売り払いあるいは等価交換するなど、自らの努力

によって第3キャンパス用地を取得する方策がないかどうかを検討していく

必要があるJと提言している。

以上この項では、昭和59(1984)年頃からの本学の将来計画構想の検討の経

緯とその基本的な考え方について、キャンパス問題に特に留意しながら略述

した。キャンパス問題の現状については、平成 6(1994)年 6月に刊行された
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『京都大学自己点検・評価報告書jの次のような指摘も合わせて考慮される

べきであろう。「吉田地区が全国的にみても超過密の状況に至っているjに

もかかわらず、「学内の認識は一部を除いてそこまで深刻な状況に至ってい

るとは実感していない雰囲気がある。今日まで、この過密状況の中で大学は

個性ある発展を続けてきたという経験と、伝統ある大学と吉田地区への愛着

がこの雰囲気を形成しているのかも知れないJ(152頁)。

上述の将来構想検討委員会の審議結果を踏まえて、平成6年3月29日には

「京都大学新キャンパス委員会jが設置され、①新キャンパスの確保および

これに伴う現キャンパスの整備に関すること、②新キャ ンパス利用の基本計

画策定に関することの 2つの事項について、審議検討を続けているが、なお

具体的方策を提示するに至っていない。

第5項学術情報システムの整備

1. 学術情報システム整備への動き

京都大学では昭和54(1979)年12月4目、総長の諮問機関として「学術情報

問題調査検討委員会Jが発足し、以後委員長に林良平附属図書館長を選出し

て、①目録情報・所在情報を中心とする図書館業務の機械化システム、②文

献情報、数値情報、図形情報等のデータベースの形成・維持および情報検索

システムの2点について審議を重ねた。さらにこれらを研究開発および維持

するための「京都大学学術情報システム研究開発センター(仮称)Jの設置の

必要性およびその具体的なあり方について検討を重ね、昭和55(1980)年10月

3日総長に対して中問答申を行った<r京大広報JNo.209)。

その問、昭和55年 1月に学術審議会から文部大臣に対して「今後における

学術情報システムの在り方についてJなる答申が提出された。この答申の基

本的な考え方は、資源共有の理念に基づき、既存の大学等の機関で蓄積され

てきた各種の情報資源の有効な相互利用を前提とし、電算機と通信技術を駆

使して各機関を結び、全国的なネ ットワークを構築することであった。その
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基本的な方策は、① I次情報の収集・提供機能の充実、②情報検索システム

の確立、③わが国固有のデータベースの形成の促進であった。このうち②に

ついては、全国的な学術情報システムの中枢となる機関として全国的なセン

ターを設け、これを中心に学術情報ネットワークの結節点(ノード)として

は、 7つの大型計算機センターほかいくつかの共同利用機関がこれに当たる

というものである。上述の学術情報問題調査検討委員会の中問答申は学術審

議会の答申について、「学術情報流通に関する全国的規模のネットワークが

構築されようとしており、各大学における学術情報の在り方も大きな変革を

迫まられるものと考えられる」との観点に立って、京都大学における学術情

報システムの機能と構成を示した後、そのシステムの整備に関して学内の関

係諸機関聞の連絡・調整を行い、研究・開発・維持を支援する専任の機関が

是非とも必要で、あるとして、上記「学術情報システム研究開発センター(仮

称)Jの設置を提案したのである。

その後昭和59(1984)年10月には、学術情報問題調査検討委員会を発展的に

解消し、新たに「京都大学学術情報システム整備委員会J(委員長長尾真工学

部教授)を設置して、学内の情報システムの整備を行うことが決定された。

同委員会は精力的な検討の結果、昭和60(1985)年 6月「京都大学学術情報シ

ステム統合情報通信網整備に関する長期計画」について総長に建議し、構内

の通信網をいわゆる統合通信網の形で、すべてのキャンパスで等質のサービ

スが受けられることを目標として整備すべきであるとして、その整備計画を

第1期と第2期に分けて具体的に示した<r京大広報.1No.296)。また同委員会

の技術設計による統合情報通信網設置計画が本学の総意としてまとめられ、

概算要求された結果、昭和62(1987)年度から 3年間にわたる整備が認められ

た。そしてその整備事業を推進するために、昭和62年4月「京都大学統合情

報通信システム(KUINS)建設本部J(建設本部長西島総長)が大型計算機セン

ターを母体として開設されることになる (KUINSはKyoto University Inte-

grated information Network Systemの略、『京大広報JNo.332)。
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2. 統合情報通信システムの整備

「京都大学統合情報通信システム(KUINS)建設本部」は昭和62年4月14日

に発足し、以後3年にわたる KUINS第1期計画の建設事業が開始された。

この計画の目的は、本学構成員のすべてに対して研究・教育・事務などにお

ける情報資源の相互利用・統合的処理を行うための基盤となる学内ネットワ

ークを整備するとともに、学術情報ネットワークを中心とする全国網にも接

続することであった。

この計画に沿って、吉田地区および宇治地区における基幹ループLAN

(Local Area Network)の敷設、キャンパス聞を専用回線で接続するためのデ

ィジタル交換機・パケット交換機・マルチメディア多重化装置等の整備が進

められた。平成 2(1990)年 3月末に第 1期計画は完了し、 KUINSに接続さ

れた大型・中型コンビュー夕、ワークステーション、パソコンなどは、キャ

ンパス相互間だけでなく、学術情報ネットワークを介して全国の学術研究機

関のコンビ斗ータ等との接続も可能となった。

KUINS第1期計画の完成により、統合情報通信システム建設本部はその

所期の目的を達し、平成2年3月末日をもって解散したが、しかし大学にお

ける多様な学術情報活動を一元的な組織によって支援することが必要であ

り、そのために「京都大学学術情報ネットワーク機構」が同年4月1日に発

足した。それは、総長を機構の長とし、研究開発部門と事務部門を大型計算

機センターに置き、情報処理教育センタ一、附属図書館、庶務部庶務課、経

理部情報処理課、施設部企画課および設備課を支援担当部局とするものであ

った。

問機構は完成した KUINSの機能強化に努めるとともに、 KUINS第2期

計画を実現すべく研究開発を進めた。平成 5(1993)年度補正予算によって基

幹ループLANが拡張・充実され、また平成 7(1995)年度補正予算によって

ATM(非同期転送方式)交換機から構成される超高速情報ネットワークシステ

ムが構築された。さらに犬山・熊取・宇治各地区および病院構内に ISDN
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対応、のディジタル交換機が設置された。以上のほか第2期計画に含まれてい

た映像情報電送システムの導入による遠隔講義・テレビ会議の実現について

も、ディジタル衛星通信による映像交換を中心とした大学問ネットワークシ

ステムである SCS(スペース・コラポレーション・システム)が平成 8(1996)年

10月に運用を開始し、本学にも吉田・宇治・熊取・犬山の各地区にそのため

の超小型地球局が設置されることによって、遠隔講義や遠隔会議が可能にな

った(以上この項については、 fKUINSニュースjNo.1-23、『京都大学一一研

究・教育の現状と展望.11995-1996年版、 1997年版、を参照した)。

721 



第7章京都大学の再編と発展

第4節聞かれた大学へ

第 1項国際交流の進展

1. 国際交流委員会の設置

本学は早くから国際交流に積極的に取り組んで・きており、昭和49(1974)年

6月4日には「京都大学と海外の学界との交流を促進し、同大学の学術活動

の発展に必要な援助を行う」ことを目的とした財団法人京都大学七十周年記

念後援会が設立され、教官の海外派遣、海外からの学者招鴨、海外派遣学術

調査に対する奨学金制度が設けられた。ところがその後、国際交流の進展に

伴い学内的に多くの問題が提起され、これに対処する体制を整備する必要が

痛感されるに至った。このため昭和50(1975)年8月、とりあえず総長の非公

式な助言機関として国際交流委員会準備会が設置された。そしてこの準備会

における審議をふまえて、京都大学における国際交流事業に関する基本方針

の立案ならぴに関連する諸問題の検討を行う委員会として、昭和52(1977)年

7月1日「京都大学国際交流委員会」が設置されたのであるu京大広報j
No.143)。本委員会は、学部および教養部から教授または助教授各 1名、研

究所およびセンターから教授または助教授5名、附属図書館長、その他総長

が必要と認める教授または助教授若干名、事務局長および学生部長という20

名内外の委員で構成され、学術面の交流のみでなく、留学生等の教育面につ

いても全学的観点から検討することが期待されていた。

一方、学内の事務機構としては、昭和48(1973)年に学生部学生課の第二教

務掛が留学生掛として改組され、次いで昭和51(1976)年5月本部事務局に国

際主幹が新設されて本学の教育および研究にかかわる国際交流関係事務を有
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機的に処理することになった。昭和60(1985)年4月には国際主幹の構成が改

組、充実され、国際交流課となった。

きて、国際交流委員会は昭和52年7月20日に第 1回の会合を聞き、委員長

に河野健二人文科学研究所教授を選出した。委員会はその内部に小委員会を

設けて具体的な事項について検討や活動を行うことになるが、 A委員会を

中心に検討が進められた『京都大学英文一覧j“KyotoUniversity Bulletin" 

の刊行については、同年末に全学的な編集委員会が選出され、翌昭和53

(1978)年10月に第 1版(1978/1979)が刊行された。これは京都大学を外国に

紹介するために、大学の組織、各部局の研究・教育内容とそれらに関連した

施設およびサービスの現状を詳述したもので、その後隔年に改定新版が編集

発行されており、平成 9(1997)年10月現在、第10版(1996/1997)を数えてい

る。

2. 大学問学術交流協定

昭和54(1979)年11月2日、岡本道雄京大総長とフランスのパリ第 7大学フ

ランソワ・ブリムア副学長との間で、両大学聞の学術交流協定が締結され

た。これが本学と外国の大学との聞に締結された最初の学術交流協定であ

り、翌昭和55(1980)年には双方 2名ずつの研究者を数カ月間受け入れる形

で、この協定による第 1回の人物交流が実現の運び、となった。その後、本学

が交流協定を締結する大学が増加するに伴って昭和57(1982)年 4月には京都

大学が外国の大学と交流する場合の覚書作成の要領が決められ、「学術交流

に関する一般的覚書Jが定められた。この「一般的覚書Jには協定を結ぶ両

大学が学術交流を拡大するために、①学術資料、刊行物、情報の交換、②教

員、研究者の交流、③学生の交流、④共同研究や研究集会の実施などを推進

し、その具体化については両大学問で緊密に連絡、協議して実施に当たると

記されており、これがその後の覚書の雛形となった。表 1 7 -7によると、

本学が覚書交換等の学術交流協定を締結した外国の大学はその後も着実に増

加し、平成 9(1997)年5月現在、 18カ国、 30大学、 2大学群に達している。
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表1-7-7 京都大学と一般的覚書交換等大学問学術交流協定を

締結した外国大学

協定締結年

(平成9年5月1日現在)

協定校名等(国名)

昭和54年 |パリ第7大学(フランス)

昭和55年 |西北大学(中国)、武漢大学(中国)

昭和56年 |クイーンズランド大学(オーストラリア)

昭和58年 |北京大学(中国)、グアダラハラ大学(メキシコ)

昭和59年 |慶北大学校(韓国)、カセサート大学(タイ)、ベルリン自由大学

(ドイツ)

昭和60年 |ウェイン州立大学(アメリカ)

昭和62年 iモスクワ大学(ロシア)

平成元年 |スタンフォード大学(アメリカ)、ミュンへン大学(ドイツ)、サ

セックス大学(イギリス)、スイス連邦工科大学(スイス)、シエ

ナ大学(イタリア)

平成2年 |カリフォルニア大学(アメリカ)、ポリテクニック大学(アメリ

カ)、ボン大学(ドイツ)、ハイデルベルク大学(ドイツ)、カレ

ル大学(チェコ)

平成3年 |ストラスプール第1大学(フランス)、ソウル大学校(韓国)、ト

ロント大学(カナダ)、オックスフォード大学(イギリス)

平成4年 |ブラウン大学(アメリカ)

平成5年 |ウィーン大学(オーストリア)

平成6年 |ケペック州大学学長校長協議会(カナダ)

平成7年 |ポローニャ大学(イタリア)

平成8年 |ストラスプール第 1・第2・第3大学(フランス)

平成9年 |ウプサラ大学(スウェーデン)、ライデン大学(オランダ)、オー

クランド大学(ニュージーランド)

注 『京都大学概要 平成9年度版J23頁により作成。

また表1-7-8が示すように、各部局においても多くの学術交流協定の締結

や覚書の交換がなされており、その数は平成 9(1997)年 5月現在274件(うち

工学部が185件)に上っている。

こうした大学間交流協定等の増加とともに、既に締結された協定等の具体

的内容の実施についても迅速な対応が必要となったために、西島総長は昭和

724 



第 4節開かれた大学へ

表 1-7-8 部局における学術交流協定等締結件数

(平成9年5月1日現在)

部局名 件数 部局名 件数

文学部 2 胸部疾患研究所 l 

教育学部 2 エネルギ一理工学研究所 6 

法学部 1 木質科学研究所 l 

経済学部 8 防災研究所 9 

理学部 2 基礎物理学研究所 l 

医学部 5 経済研究所 1 

薬学部 2 数理解析研究所

工 学部 185 原子炉実験所 8 

農学部 8 霊長類研究所 2 

人間・環境学研究科 12 東南アジア研究センター l 

化学研究所 12 生体医療工学研究センター 1 

人文科学研究所 l 生態学研究センター 2 

メ日入 計 274 

注 『京都大学概要 平成9年度版J23頁により作成。

63 (1988)年 7月国際交流委員会に対して「大学問学術交流協定を締結するに

当たっての基本的な考え方について」諮問し、委員会は同年11月25日次のよ

うな内容の答申を行った。「本学が外国の大学その他の研究機関と作成する

学術交流に関する覚書は、そのままでは権利義務の発生しない一般的協定で

ある。 覚書に書かれている諸活動については、それぞれのプロ ジェクトに関

して個別的な協議を経たうえで初めて権利義務が発生する。そのような協議

は関係各部局の責任で行われる。これらの基本的な考え方を明確にするた

め、覚書の標準的な文案を改めるJ(r京大広報jNo.363)。以後、交流協定の
締結に当たっては、大学問の学術交流の基本的な枠組みを作るための文書と

して、「学術交流に関する一般的覚書」を交換する方式をとることになった。

3. 留学生センターの設置

これより先、昭和53(1978)年には、京都大学の国際交流を一層発展させる
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ために国際交流委員会から総長に対し、外国人学生のための日本語教育の教

官定員をもっ研究部、国際交流関係業務のための事務機構および国際交流の

ための施設を含む「国際交流機構」の設置が建議された<r京大広報JNo. 

161)。このうち外国人研究者および留学生のための宿泊施設については、昭

和57(1982)年3月洛北修学院の地に鉄筋コンクリート造り 5階建て、延べ床

面積6，800m2の京都大学国際交流会館が完成し、研究者用57室、学生用76室

の施設をもつことになった。さらに昭和62(1987)年 1月には、宇治地区構内

で研究・勉学する外国人研究者・留学生の便宜を計るため、国際交流会館宇

治分館(研究者用、学生用各13室)が開館の運びとなった。

こうして外国から来る研究者および学生のための宿泊施設は不十分ながら

も実現されたが、国際交流委員会は昭和62(1987)年11月、「国際交流機構J

に代えて、本学への外国人留学生に対する日本語・日本文化等の教育を行う

とともに、就学・生活上の相談指導業務を体系的・総合的に行うことを目的

として、「京都大学国際交流センターJの設置を提案し、昭和63(1988)年12

月当面の学内措置として「国際交流センターJが設置された。その後平成2

(1990)年6月に至って、上記の理念を引き継ぐ学内共同教育研究施設として

「留学生センターJが発足することになり、これとともに「国際交流センタ

-J は廃止された。また同時に学生部に留学生課が新設され、留学生に関す

る事務部門が拡充されることになった。初代の留学生センター長には当時学

生部長であった佐野哲郎教養部教授が任命され、その後も歴代の学生部長が

センター長を兼ねることになる。

4. 人物交流

京都大学における外国人研究者の受け入れ制度には、文部省事業としての

外国人教師、外国人研究員、教員としての外国人の任用などがあり、それ以

外にも日本学術振興会や京都大学後援会によるものがある。外国人教師と外

国人研究員はいずれも大学が常勤の教師として雇用するもので、外国人教師

は明治期の「お雇い外国人jの伝統を継ぐものであるが、現行の制度ができ
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たのは昭和44(1969)年である。その数は昭和54(1979)年から平成 8(1996)年

までほぼ10-15名の聞で推移している。これに対して、この外国人教師に準

ずる職務に従事する非常勤の外国人講師の数は昭和54年の13名から平成8年

には41名へと大幅に増加している。外国人研究員は昭和54-63年には大体20

人台であったが、平成4(1992)年以降は60名を超え、平成8年には83名に上

っている。

しかし、本章の対象をなす時期の最も重要な出来事は、昭和57(1982)年9

月に「国立または公立の大学における外国人教員の任用等に関する特別措置

法J(外国人教員任用法)が施行され、外国人を正式の教員(教授、助教授また

は講師)に任用できるようになったことである。従来、現行の法体系の下で

は「公権力の行使又は公の意志の形成への参画にたずさわる公務員となるた

めには日本国籍を必要とするJという内閣法制局の解釈(昭和28年)のため

に、外国人を講師以上の職の教員に任用することはできないとされていた。

しかしこの昭和57年の法律では、外国人の教員も教授会等大学の運営に関与

する機関の構成員となり、議決に加わることができること、また外国人教員

の任期は大学が定めること、とされた。本学ではこの法律に基づいて昭和58

(1983)年に外国人教員の任期に関する規程を定め、外国人教員の任期は一般

には3年とする(再任を妨げない)が、部局ごとに評議会の議を経て別に定め

ることもできることにした。しかしその後平成 7(1995)年の規程改正によ

り、「外国人の教員は任期を定め、あるいは任期を定めないで任用すること

ができる」ことになり、任期を定めて任用される場合の任期は従来通り一般

には3年とされた。この外国人教員任用法によって、京都大学では昭和58年

4月より 2年間イギリス人ビーター・コーニッキー(PeterKornicki)を人文

科学研究所助教授として任用し、次いで同年10月には工学部大学院に新設の

分子物性工学講座の担当教授としてイギリス人ジョージ・ホール(George

Hall)を任用したが、これらはいずれも国公立大学では戦後初の外国人教授、

助教授であった。このように本学では、他の国立大学等に先がけて外国人教

員を採用し、平成 9(1997)年4月1日現在では教授2名、助教授9名、講師
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4名、計15名が任用されている。

なお、昭和52(1977)年には「京都大学招へい外国人学者等受入れ要項Jが

制定され、本学で、研究等を行っている外国人研究者のうち、外国人教師や外

国人研究員のような勤務の契約によらずに受け入れる者は招鴨外国人学者、

京都大学招鴨教授、外国人共同研究者の3つに分類されることになった。招

轄外国人学者(招鴨教授を含む)は昭和54(1979)年には90名であったが、昭和

59 (1984)年には200名を超え、平成3(1991)年に308名を数えた後漸減を示し

ている。外国人共同研究者は昭和50年代は20名前後であったが、その後急増

して平成 2(1990)年に103名、平成 8(1996)年には239名に達している。一

方、在外研究、国際会議への出席、海外学術調査等を目的とした京都大学教

官の海外渡航の件数は、昭和48(1973)年には549件であったが、その後年を

追って急増し、昭和59年には1，515件、平成6(1994)年には2，510件を数える

に至った。これを海外派遣制度別に見ると、昭和60(1985)年と平成6年とに

おいて、在外研究員や科学研究費補助金など文部省事業による渡航は、 200

件から497件に増加し、その他の政府関係派遣者も142件から197件に増加し

ているのに対して、外国政府等受け入れ側支弁による渡航者は315件から309

件に減少している。また政府関係以外の国内の資金による渡航がこの間に

357件から988件へと急増し、渡航者全体の約4割を占めるようになったこと

が注目される。

5. 学生交流

京都大学における外国人留学生数は、昭和37(1962)年には129名(うち国費

留学生25名)であったが、昭和54年からの中国政府派遣留学生の受け入れや

国費研究留学生の定員増などのために急増を示し、平成8年には968名(うち

国費留学生343名)に達するに至った。本学が受け入れている外国人学生は、

①学部留学生CiE規の学部学生として入学する外国人学生)、②研究留学生(大学

院レベルの勉学を目的とする留学生で、正規の大学院学生として入学する者と、

研究生あるいは研修員の身分で研究に従事する者とがある)、③日本語・日本文
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化研修留学生(主として外国の大学の学部学生で、日本語・日本文化等の学習を

目的とする国費留学生)の 3種があるが、これらのうちでは研究留学生が全期

間を通じて圧倒的多数を占めている。日本語・日本文化研修留学生の受け入

れは昭和57(1982)年に開始され、初年度は9カ国12名の留学生が関係学部の

聴講生として受け入れられたが、その数は平成6(1994)年度には16カ国18名

に増加し、その後若干減少している。以上の外国人学生の出身地別を見る

と、中国、韓国をはじめとするアジア諸国からの留学生が圧倒的に多い。ま

た部局別の受け入れ数では、工学部が一貫して最も多く、以下経済学部、農

学部、文学部、医学部の順になっている。

一方、外国に留学する本学の学生の数は海外からの留学生に比べてはるか

に少ない。各学部で把握している留学者の数は、昭和50年代後半には年平均

80名前後であったが、昭和60(1985)年以降年平均50名前後へと減少し、平成

6 -7 (1994-95)年には年平均79名に回復している。もちろんこれ以外に短

期の旅行者として、あるいは語学研修等のために外国へ行く学生がおり、そ

の数は近年飛躍的に増加している。留学する学生は大部分が大学院生であ

り、また自費で留学する者が過半数を占めている。学部別では文学部、農学

部、理学部が最も多く、留学先別では北米、ヨーロッパ、アジアの順になっ

ている(以上この項については、京都大学国際交流委員会編 『京都大学における国

際交流j第1号・昭和60年、第2号・平成2年、第3号・平成7年、およぴ 『京

都大学一一研究・教育の現状と展望J1997年版を参照した)。

なお、平成7年には国際交流委員会の提言に基づいて、特に短期の留学に

よる学生交流を一層促進するために、従来部局聞でしか締結できなかった学

生交流協定を大学問において締結し、授業料の不徴収による留学生の受け入

れを行うことができるように方針が変更された。そして平成9(1997)年10月

には、本学と学生交流協定を締結した外国の大学からの学部留学生を短期1

年程度受け入れ、本学の正規課程の学生とともに英語により教育する「京都

大学国際教育プログラムJ(KUlNEP)が開始されることになる(r京大広報J
No.490別冊、 493、501別冊、509)。
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6. 名誉博士の称号授与

京都大学では昭和62(1987)年 2月24日「京都大学名誉博士称号授与規程J

を制定し、本学における学術研究に寄与した功績が特に顕著であると認めら

れ、かつ国外における研究成果が特に顕著な研究者に対して名誉博士の称号

を授与することになった。名誉博士の称号は、関係研究科長の推薦に基づ

き、大学院審議会において功績について審議した上で、評議会の議を経て総

長が決定することになっているが、平成8年度までの称号の授与は表ト7-

表 1-7-9 京都大学名誉博士称号授与

種類 氏 名 職名 授与日

名誉理学博士|イズライル・モイセーヴ|ソ連科学アカデミ一会|平成元年

ィチ・ゲルファント(数|員、モスクワ大学教授 1 3月27日

学者) 1 

名誉工学博士|ジョージ・ガーフィール|国際量子分子科学アカデ|平成元年

ド・ホール(理論化学|ミー会員、元本学工学部 15月10日

者 )教授

名誉医学博士|ハンス・ノイラート(生|米国科学アカデミー会|平成2年

物物理化学者) 1員、ワシントン大学名誉 13月12日

|教授

名誉工学博士|ルドルフ・エミール・ヵ|米国フロリダ大学大学院|平成2年

ルマン(システム理論学|教授、スイス連邦工科大 19月10日

者) 1学教授

名誉農学博士|ターゲ・リカルド・エリ|スウェーデン王立アカデ|平成4年

クソン(植物生理学者) 1ミ一会員、ウプサラ大学 112月7日

|名誉教授

名誉医学博士|クリスチャン・シュトレ|ドイ‘ソ連邦共和国エッセ|平成7年

ッファー(医学放射線生|ン大学教授 1 1月17日

物学者) 1 

名誉工学博士|ロパート・パイロン・パ|米国科学アカデミ一会|平成7年

ード(化学工学者) 員、ウイスコン シン大学 112月12日

パイラス名誉教授

注 f京都大学一一研究・教育の現状と展望J1997年版、 728頁により作成。
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9のとおりである。

第 2項社会との連携

1. 公開講座、公開講演会、公開展示等

本学における公開講座としては、人文科学研究所、数理解析研究所など部

局単位で開催されるものが早くから存在したが、昭和54(1979)年度からは、

財団法人京大会館楽友会の協力の下に、全学的な公開講座として「京都大学

市民講座jが開催きれるようになった。これは、「本学の学術研究の一端を

広〈社会一般に公開し、社会人の教養と文化の向上に資する」ことを目的と

するもので、毎年秋の、一般市民が参加しやすい土曜日の午後に3週連続で

開催きれ、共通テーマを設け、総合大学の特色を生かして学問の諸領域にわ

たる講義を分かりやすく行おうとするものであった。第 1回の市民講座は昭

和54年10月6日、 13日、 27日の3日にわたり法経第7教室において、「人聞

を考えるJという共通テーマの下に、人文・社会・自然諸科学にわたる 6名

の講師によって行われた。受講申込者は予定の定員を超えたため290名をも

って締め切られたが、その内訳は主婦、無職、会社員、公務員、自営業など

多様であり、また女性が60%を占めた。翌年以降数年間の共通テーマを挙げ

ておくならば、「人閣の生活を考えるJ(昭和55年)、「人間・自然・文化J(昭

和56年、 57年)、「自然と生命J(昭和58、59年)、「生命を考えるJ(昭和60年)

となっている。このように市民講座は全学の部局の協力の下に運営されてゆ

き、受講者数も平均して300名を超えた。

さらに昭和63(1988)年秋からは、市民講座とは別に京都大学春秋講義を開

講することになった。これは、市民講座とは異なり、掘り下げた専門的講義

を目的としたものである。春秋講義は月曜講義と水曜講義に分かれ、前者が

「現代と哲学J(昭和63年秋)、「先端工業技術の現在J(平成元年春)といった

共通テーマを設けて行われるのに対して、後者は講師が時宜を得たテーマに

ついて講義を行うものである。内容が専門的であることもあって、受講者数
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は市民講座よりも少ないが、毎回100名前後に達している。

以上のほか、部局主催の公開講座や公開講演会なども数多く開催されるよ

うになった。例えば平成4(1992)年度には全学の25の部局で公開講座もしく

は公開講演会が開催されており、各分野の基礎知識や最新の研究成果を一般

市民に伝達することが行われている。さらに文学部博物館では、昭和62

(1987)年の新館完成以来毎年春秋の2回、一般市民のための公開展示を開催

してきた。

2. 寄附講座の設置

社会との連携としては、産業界等から大学等への協力制度である奨学寄付

金制度と、大学等と産業界等との研究協力制度である受託研究制度および民

間等との共同研究制度があるが、これらについては大学財政の節で触れたの

で、ここでは寄附講座の設置についてのみ述べておくことにする。

寄附講座・寄附研究部門とは、大学は施設を用意するだけで人件費や研究

費は民間団体や個人の寄付金によってまかなわれる講座あるいは研究部門

で、昭和62年5月の国立大学設置法の規則改正によって設置が可能になった

ものである。同年10月には東京大学先端科学研究センターと九州大学経済学

部に最初の寄附講座が開設されたが、本学においては研究上の主体性が損な

われるのではないか等の理由から慎重論が存在した。しかし、平成4年度に

入り複数の部局から、教育・研究の一層の進展と充実を図るために寄附講座

を設置したいとの要望が高まり、同年11月「京都大学寄附講座及ぴ寄附研究

部門規程」が制定された。この規程には、本学の主体性が確保されるよう十

分な配慮の下に設置および運営するため、寄附講座等審査委員会の設置が盛

り込まれている。

この規程に基づいて、まず平成6(1994)年10月1日、大学院人間・環境学

研究科に寄附講座「国際予防栄養医学講座」が設置された。これは、大塚製

薬株式会社からの寄付金3億円によって設置されたもので、設置期間は平成

6年10月から平成10(1998)年9月までの 4年間、担当教員は助教授1名、助
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手2名(うち l名は併任)であり、研究目的は、遺伝子の分析と栄養環境の制

御により、疾患の予知・予防を可能とし、人類の健康長寿の実現に貢献する

ことである。

次いで、平成 7(1995)年4月1目、大学院医学研究科に寄附講座「分子免疫

学・アレルギー学講座jがバイエル薬品株式会社からの寄付金2億5，000万

円によって設置された。設置期聞は平成 7年4月から平成12(2000)年 3月ま

での5年間で、担当教員は教授、助手各1名、研究目的は、免疫システムの

仕組みを分子レベルで明らかにし、免疫アレルギー疾患の診断治療に役立て

ることである。

さらに平成9(1997)年4月17日、第3の寄附講座として大学院工学研究科

に「水資源質総合計画講座」が、株式会社クボタからの寄付金 l億5，000万

円によって設置された。設置期聞は平成9年4月から平成12年3月までの 3

年間で、担当教員は教授、助手各1名、研究目的は、水資源の質の管理と諸

施策を総合化することの効果を、最近の発達した計算機機能と情報処理技術

を駆使して定量的に具体化してゆくことである。

3. 社会人の受け入れ

現代社会の急激な変容、技術進歩の加速度的進行とともに、高度専門職業

人の養成や社会人のリフレッシュ教育に対する社会的要請が強まったが、本

学では昭和62(1987)年にまず経済学部が、現代経済学専攻が新設されたのを

契機として修士課程専修の「社会人コース」を設置し、社会人の受け入れを

開始した。平成8(1996)年度の受け入れ数は19名である。翌昭和63(1988)年

度からは教育学部が、臨床教育学専攻の修士課程に社会人の受け入れを開始

した。これは、臨床教育についての専門的知見を有する在職社会人でさらに

高度の専門的能力を養おうとする者を対象にしており、平成8年度の受け入

れ数は 2名である。

次いで、平成 3(1991)年度からは新設の人間ー環境学研究科が社会人の再教

育を積極的に推進するため、職業を有する学生の履修上の便宜等を考慮し
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て、大学院設置基準第14条の規程の趣旨に即した教育方法の特例による社会

人の受け入れを行うことになった。平成8年度の受け入れ数は修士課程5

名、博士後期課程4名である。さらに平成4年度からは、法学研究科が大学

院重点化とともに修士課程に「専修コース」を設け、社会人の受け入れを開

始した。これは、修士の学位取得後は企業や官公庁、法曹実務、国際機関、

ジャーナリズムなど実社会の第一線で活躍することを目指す人々のためのコ

ースである。定員約40名のうち社会人の受け入れ枠は20名、平成8年度の実

績は20名である。閉じ平成 5(1993)年度には工学研究科においても、大学院

重点化の開始とともに材料化学、物質エネルギー化学、分子工学、高分子化

学、合成・生物化学、化学工学の各専攻において、博士後期課程への社会人

の受け入れが始まった。官公庁、企業等において研究開発を担う高度の研究

者、技術者等の養成および再教育を行うことを目的としたコースであるが、

平成6年度以降は化学系だけでなく、すべての専攻に社会人特別選抜が設け

られた。平成8年度の受け入れ数は18名である。最後に平成8年4月に発足

したエネルギー科学研究科は同年度博士後期課程4専攻に11名の社会人を受

け入れた。

以上のほか、学部レベルでも、一般社会人を含めた国内外の大学、短期大

学、高等専門学校の卒業者を対象とした第3年次編入学試験が、教育・法・

経済・工の4学部で実施されている。また総合人間・文・教育・経済・理・

工の各学部では、本学出身者を対象とした第3年次編入学試験(いわゆる学士

入学試験)を実施している。

さらに、平成3年7月に施行された大学設置基準の改正によって科目等履

修生の制度が導入された。これは、大学におけるフルタイムの学習が難しい

社会人に対して、大学教育を受ける機会の拡大と学習意欲の向上に資するこ

とを目的とするもので、聴講生とは異なり、単位の認定を前提とした制度で

ある。本学でもこれを導入し、大学通則第61条に「本学の学生以外のもので

学部または大学院において、 1又は複数の科目の履修を志望する者には、当

該学部又は研究科の定めるところにより科目等履修生として入学を許可する
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ことがある」と定めた。平成 5(1993)年度にまず理学部が科目等履修生を受

け入れ、他の学部でも順次実施されることになった。
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第5節学部入学試験制度の改革

第1項共通第 1次学力試験の実施と入試期日の

一本化

昭和24(1949)年に始まった新制国立大学の入学試験は、いわゆる l期校・

2期校制により行われており、京都大学の入学試験は1期校の日程で3日間

(3月3-5日)にわたって行われてきた。しかし、この入試制度に対しては、

それが大学問格差を生み出しているとして、その廃止あるいは改善を求める

声が次第に強くなった。1期校・ 2期校制については国大協が昭和40(1965)

年以来第 2常置委員会において検討してきたが、昭和43(1968)年9月から

「入試期特別委員会jを設置して国立大学の入試期日を一本化することにつ

いて具体的検討を開始した。国大協の昭和49(1974)年のアンケート調査で

は、国立大学の大多数が入試期の一本化の方向を支持していることが明らか

となったが、なお、一部の大学には 2回制の方が良いとする意見もあり、国

大協としての一致した結論には至らなかった。しかし、この入試期日の一本

化の問題は、共通第1次学力試験の実施と関連して再び取り上げられること

になる。

国立大学入学志願者に対する全国共通の学力試験制度としては、昭和24年

度から昭和29(1954)年度まで実施された進学適性検査があり、次いで昭和38

(1963)年度から昭和43年度まで実施された能研テストがあった。そして能研

テストが廃止された翌年の昭和45(1970)年 1月12日には、中教審第26特別委

員会の 「高等教育の改革に関する基本構想試案」において共通テストの構想

736 



第5節学部入学試験制度の改革

が初めて示されることになった。そして翌昭和46(1971)年6月には中教審の

第22回答申が、その「大学入学者選抜制度の改善の方向」において調査書の

重視と共通テストの導入を提言することになる。

一方、国大協においても昭和45年頃から、共通第 1次試験を導入して各大

学が行う第2次試験と組み合わせることが入試の改善に役立つのではないか

という意見が有力となり、昭和46(1971)年2月には「入試調査特別委員会」

が設置されて、本格的な調査研究が開始された。そして昭和48(1973)年4月

「入試改善調査委員会」を設置し、 3カ年にわたり文部省から事業経費の交

付を受けて共通第1次試験の実施に関する調査研究を行うことになる。同委

員会が昭和52(1977)年3月に発表した報告書によれば、共通第 1次学力試験

は、受験競争が激化する中で高等学校教育が強い歪みを受けつつある事態を

改善すべく実施されるもので、「高等学校における一般的学習の達成の程度

を評価することに力点をおいた国立大学入学のための学力試験jであり、

「それに各大学で行う第二次試験を各大学の学部乃至は学科に対する適性評

価ならびに総合力や思考力の判定に資する試験として行うことによって、適

切な入学者選抜を行おうとするものJU国立大学入試改善調査研究報告書』

1977年、 9頁)であった。

国大協は昭和51(1976)年4月にアンケート調査を行って各国立大学の意見

を求め、その結果に基づいて、昭和51年6月の総会において「共通第一次学

力試験が大学の入試改善に資するものと判断するjとの結論を下した。そし

て同年11月の総会において、「共通第一次学力試験は入学者選抜期日の一元

化とともに、昭和54(1979)年度大学入学者選抜から実施可能で、あるjとの結

論を得、文部省にその実施方を要望した。同年12月公立大学協会臨時総会は

共通第 1次試験への参加を決め、国大協へこれを申し入れた。翌昭和52

(1977)年3月には共通第 I次試験の事実上の実施主体である大学入試センタ

ーが設置され、同年12月に 8万人規模の試行テストが実施された上で、昭和

54年1月13(土)、 14(日)両日第 1回の国公立大学共通第 1次学力試験が実施

されることになる(佐々木享・寺崎昌男「共通一次試験を中心とする入試制度改
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革に関する考察と意見」日本教育学会入試制度研究委員会編『大学入試制度の教

育学的研究j1983年、 293-302頁)。

第1回の共通第1次学力試験は全国225の試験場で行われ、約32万2，000名

が受験した。京都市では本学の2つの試験場と京都府立医科大学の試験場で

6，693名が受験した。この共通第 I次試験の実施に当たり京都大学では、そ

の実施機関として総長を委員長とする「共通第 1次学力試験実施委員会Jが

設置され、試験の実施に向けて具体的な実施方法の検討が進められた。ま

た、共通第 1次学力試験の実施に伴う京都大学の入学者選抜方法について

は、まず「入学者選抜方法研究委員会J(委員長永田雅宣理学部教授、以下、

入選研)が中心となって各学部の意見をとりまとめ、昭和52(1977)年7月19日

開催の部局長会議の了承を得て、基本的事項を発表した。さらにその後各学

部で第2次学力検査実施教科・科目および共通第 l次試験と第2次学力検査

との配点等を含む最終的な見解が作成され、これを「入学試験委員会」で確

認の上、昭和53(1978)年7月11日に大綱を発表したのである。

それによると、昭和54(1979)年度の入学者選抜においては第2次学力検査

を全学部について実施するが、法・経済・理・医ニ薬・農の各学部について

は2段階選抜を行い、共通第 1次学力試験の総得点が1，000点満点中400点以

上の者を第 1段階の選抜による合格者とし、文・教育・工の各学部について

は2段階選抜を行わないことになった。第2次学力検査実施教科は、文・教

育・法・経済各学部では国語、数学、外国語の3教科、理学部では国語、数

学、理科、外国語の 4教科、医・薬ー工・農各学部では数学、理科、外国語

の3教科であった。また共通第1次試験および第2次学力検査における教科

別配点は学部によって異なっていたが、 1次と 2次の配点の比率は、文学部

が700点対400点、教育・法・経済学部が700点対450点、理学部が600点対600

点、医ー薬・工・農学部が700点対550点であり、全体として第 1次試験の方

に多くの配点がなされていた。なおこれによって、それまで京大の入学試験

において全学部で課されていた社会が第2次学力検査教科から外されること

になった。
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しかしその後昭和62(1987)年度から、文・法・経済の各学部において社会

が第2次学力検査の教科として復活する。また 1次と 2次の教科別配点にも

昭和60(1985)年頃からすべての学部で大幅な変更が加えられ、当初に比べて

第2次学力検査の成績が著しく重視されるようになった。また共通第 1次学

力試験の教科・科目も昭和62年度から改革され、さらに平成 2(1990)年度か

らは共通第 1次学力試験に代わって大学入試センタ一試験が実施されること

になり、試験科目のアラカル卜方式が採用されて科目の選択の幅が広げられ

た。これに伴い京都大学入学志願者が受験すべき共通第1次学力試験の科目

も変更され、学部ごとに一層多様化することになる。

第2項受験機会の複数化

国立大学の入学試験期日は、上述のように共通第 1次学力試験の実施と同

時に一本化された。しかし、国立大学志望者に2回の受験機会を与えるべき

であるとの意見はその後も根強く存在しており、また共通第1次学力試験に

ついてもその出題教科・科目、自己採点方式などについて問題点が指摘さ

れ、 l次試験の点数による受験生のいわゆる「輪切り現象」を生じさせ「大

学の序列化」を招くといった批判が出されるようになった。このため国大協

は昭和58(1983)年6月の総会において、「入試改善特別委員会」を設置して

審議を始めたが、昭和59(1984)年8月と昭和60年4月に各大学に対して入試

改善に関するアンケート調査を行った。この2回のアンケートに対して京都

大学は、「受験機会の複数化に関しては、大学の自主性に任せた二期制が望

ましい」と回答している。

これらのアンケート調査の結果から国大協入試改善特別委員会では、受験

機会の複数化は大学側においても基本的には賛成の意見が多く、また高校側

からも強い要望があり、社会的にも関心が高く、早急な実現を望む声も高ま

っているので、昭和62(1987)年度からの受験機会複数化の実現のため、積極

的に対応する必要があるとの結論を下し、昭和60(1985)年9月「国立大学の
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受験機会の複数化に関するアンケート j調査を国立大学長宛に行った。この

アンケートに対して本学は、昭和62年度からの実施については基本的に「賛

成」の意向を、「充分な審議の余裕のないまま実施することに批判的な意見

も多い」と注記して、表明している。このアンケート調査結果の集約と国大

協理事会での論議を経て、昭和60年11月の国大協総会において、「国立大学

の受験機会の複数化は昭和62年度から実施する方向で検討する」と決議され

た。そしてこの総会決議を受けて入試改善特別委員会は、昭和62年度第2次

試験の具体的な実施案を作り、これについて各国立大学宛アンケート調査を

昭和60年12月に行った。このアンケートの結果をふまえて再度実施案が作成

され、昭和61(1986)年3月第2回の大学宛アンケート調査が行われたが、そ

れに対して本学は「グループ分けの内容の提示がないので、賛否の表明はし

難い」との意見を述べた。このアンケートに対して大学としてまとまった回

答をしたのは86大学であったが、そのうち75大学が「実施原案」およぴ「実

施日程Jに賛成の意向を表明しており、5大学が一部修正案を提出し、 3大

学が昭和62年度実施は時期尚早とした。原案に不賛成または反対を表明した

のは2大学、賛否を保留したのは京都大学のみであった。

このように昭和60年秋以降、国大協において受験機会複数化の実施案策定

への歩みが急速化するとともに、学内ではより慎重かっ基本的な論議を尽く

す必要があるとの意見も次第に強くなった。しかし、当時国大協のメンバー

であった西島京大総長によれば、「事態の動きは既に急なものがあり、 62年

度からの複数化の実施を見送るという結論に至る道は、ここへきてほとんど

残されていないのではないかと思われたjのである。

受験機会複数化の実施に当たって解決を要する困難な問題は、全国の国立

大学を 2つの入試日程にどのようにグループ分けするかであった。この点に

関して国大協の中の論議では、受験機会の複数化を実質的意義あるものにす

るためには、いわゆる旧帝大7大学の入試期を何らかの形で2つの日程に分

けることが必要とされた。また旧帝大 7大学の学長懇談会も 3月の中頃にな

って、全国95の国立大学が2つの入試期に分かれるには、 7大学が2つのグ
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ループに分かれざるを得ないと判断するに至った。

そこで京都大学としての意向を固めるために、たびたび部局長会議および

部局長懇談会が聞かれ、各部局の意見の集約が試みられたが、昭和61(1986) 

年3月28日の部局長会議において次のような意向が固まった。即ち、「入試

期の設定については、各大学の自主性を最大限に尊重するという立場で、京

都大学としては、他大学のグループ分けの在り方には、あえて意見を述べな

い。京都大学の入学試験は、入学者の選抜に十分な日程を確保するために、

仮にA、Bいずれかの日程を採らねばならない場合には、基本的に前の方

の3月1日を初日とする A日程を選択したい。しかし、別の方法で別の期

日に試験をすることを含めて検討している学部もあるため、そのことについ

ては、その可能性を最後まで保留したいJというものである。

こうして 7大学の意向が固まった後、 4月3日に 7大学の 2分案が発表さ

れ、次いで全国7地区でそれぞれのグループ分けについて案が練られた。昭

和61年4月21日に翌昭和62(1987)年度の第2次試験の実施日程について国大

協からの最終的な照会が各国立大学に出され、これに対して京都大学は4月

28日付で次のように回答した。

5月7日に開催される臨時総会において慎重に審議検討が行われ、その結果

「実施(案)J及ぴ「実施日程(案)Jが合意に達し、昭和62年度実施が決議され

た場合には、本学は以下のように実施する。

昭和62年度第2次試験実施日程

A日程グループ・…..3月1Bより、全学部、但し法学部については募集

人員の一部で実施

B日程グループ… ..3月5日より、法学部について上記A日程グルー

プで実施した残りの募集人員で実施

5月7日の国大協臨時総会において「国立大学の受験機会の複数化につい

ての昭和62年度実施要領」と「同実施細目」が提案され、審議の上、 6月18

日開催の国大協総会において決定された。受験機会複数化の昭和62(1987)年

度実施がこのように決定されたことを受けて、本学では学内の入試体制を固
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めるため、 4月10日に第 l回の入試委員会が開催された。その後、部局長会

議、入選研、入試委員会を並行して開催しながら、出題・採点体制の組み

方、2段階選抜についての考え方など受験機会複数化に伴う諸問題の検討を

進めてゆくことになる(以上この項については、昭和61年7月1日付の西島安則

総長による詳細な経過説明「受験機会の複数化についてJr京大広報JNo.316に依

拠した)。

以上の経過により、昭和62年 3月1日・ 2日にA日程、 3月5日・ 6日

にB日程の各大学における第2次学力試験が実施された。本学では法学部

を除く各学部がA日程で試験を行い、法学部は募集定員を A・B両日程に

分割して試験を行った。しかし合格者の確定に不都合が生じたこともあっ

て、各学部で入試期の再検討を行った結果、翌昭和63(1988)年度は理学部、

医学部、薬学部、工学部、農学部がA日程、法学部がB日程、文学部、教

育学部、経済学部がA.B両日程で(ただし募集人員の大部分を B日程に当て

て)、それぞれ第 2次試験を実施することになった。しかしこの方式での合

格者決定にもなお多くの問題が含まれていたため、平成元(1989)年度には、

B日程で第2次試験を実施した法学部を除いて、他の学部は分離・分割方式

に踏み切った。こうして、この年度には、前期日程(2月28日・ 3月1日)、B

日程(3月5日・ 6日)、後期日程(3月168.17日)の 3回にわたって第 2次試

験が行われ、出題、採点をはじめ入試に伴う諸業務はおびただしく増加する

ことになった。ただし分離・分割方式といっても、どの学部も募集人員の大

部分を前期日程に当てており、前・後期の募集人員は1，743名対638名と極め

てアンバランスであった。また法学部では昭和62年度から、文・教育・経済

各学部では昭和63年度から論文が入試科目の中に登場し、特に経済学部で

は、募集人員の一部について論文のみによる第2次試験が実施されることに

なった。さらに平成 2(1990)年度からは、法学部も分離・分割方式に踏み切

り、全学部がこの方式で第 2次試験を実施することになる。この年度に前

期・後期の募集定員は、 2，092名対689名であったが、その後平成 4(1992)年

度からは工学部が前・後期の募集人員の比をそれまでのほぽ6対4から 9対
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1に変更した結果、全学部とも募集人員の圧倒的部分を前期日程に当てて第

2次試験を行うことになった。

以上、昭和54(1979)年の共通第 1次学力試験導入以来の京都大学の学部入

試制度の変遷を略述してきたが、最後に、その間に一部の学部で実施される

ようになった外国学校出身者のための特別選抜制度(帰国子女特別選抜)につ

いて一言しておこう。この制度は、まず法学部において昭和57(1982)年度か

ら実施され、昭和59(1984)年度からは経済学部でも行われることになった。

その主旨は、海外で活動する日本人の子女で、諸外国の学校で教育を受けて

いる者の数が飛躍的に増加してきた今日、それらの学校で基礎的学力を身に

付けてきた者に対して大学の門戸を聞こうとする点にあった。募集人員は法

学部が20名、経済学部が10名であり、この特別選抜による入学者数は平成8

(1996)年度において法学部が17名、経済学部が7名である<r京大広報J号外

2、1996年4月)。
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第 6節学生の動向

第1項入学定員および入学者数の変動

京都大学の各学部の入学定員および入学者数は、昭和40(1965)年度から平

成7(1995)年度に至る聞に、表 1-7 -10のような変動を示した。即ち、入学

定員、実際の入学者数とも昭和40-45(1965-70)年には顕著に増加している

のに対して、昭和45-60(1970-85)年にはほとんど増加していない。昭和40

年代前半までは、昭和30年代半ば以来の政府の理工系学生増募計画に基づい

て、工学部を筆頭に理学部、農学部の定員が著しく増員され、その結果昭和

35(1960)年に既に全定員の6割強を占めていた理系5学部の入学定員は、昭

和45年には全定員の 7割に達するに至ったのである(昭和35年度の数字は 『京

都大学概覧jによる)。次いで日本経済が低成長期に入った昭和45-60年には

入学定員の増加はほとんど見られなくなったが、昭和61-62(1986-87)年以

降、第 2次ベビーブーム世代の成長による大学受験者急増に対処するために

各学部で臨時増募が行われることになり、入学定員および入学者数は再び著

増を示すに至った。そして総合人間学部の最初の入学者が加わった平成5

(1993)年には、入学定員、入学者数とも初めて3，000名を突破したのである。

しかし平成6(1994)年度以降多くの学部で臨時増募分の定員が一部削減され

た結果、入学定員、入学者数とも再び2，900人台に後退する。

ここで入学者中に占める女子の割合を見ると、同じ表が示すように、その

割合は昭和40年以降平成7年まで一貫して上昇を続けている。こうして昭和

40年には女子は全入学者の 5%弱にすぎなかったが、平成5、7両年には15

-16%を占めるようになった。これを学部別に見ると、昭和40年代から女子
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表 1-7 -10 各学部の入学定員と入学者数の推移

(昭和40-平成7年度)

昭和40年度 昭和45年度 昭和50年度 昭和55年度

定員 入学者数 定員 入学者数 定員 入学者数 定員 入学者数

人 人 人 人 人 人 人 人

総合人間学部

文 学 部 200 203(35) 200 202(38) 200 203(54) 200 198 (57) 

教育学部 50 50(12) 50 50(11) 50 51 (21) 50 50(15) 

法 Aザ主aー- 部 250 271( 4) 330 338 (15) 330 330(18) 330 330 (16) 

経済学部 200 220( 1) 200 220 ( 2) 200 200( 6) 200 199( 4) 

理 学 部 246 255( 9) 281 279( 6) 281 281 (13) 281 281(16) 

医 学 部 100 110( 6) 100 101 ( 4) 120 122 ( 7) 120 120 ( 9) 

薬 AヴL与 部 80 82(31) 80 80(32) 80 79(46) 80 80(38) 

工 学 部 870 883 ( 1) 945 945 ( 2) 945 944( 6) 945 945(11) 

農 A寸h与ι 部 244 238( 9) 300 299(25) 300 289 (27) 300 294 (38) 

lロh、 言十 2，240 2，312(108) 2，486 2，514(135) 2，506 2，499(198) 2，506 2，497(204) 

昭和60年度 平成2年度 平成5年度 平成7年度

定員 入学者数 定員 入学者数 A巳貝目 入学者数 定員 入学者数
人 人 人 人 人 人 人 人

総合人間学部 130 133(21) 130 130(25) 

文 学 部 200 200 (58) 220 222(74) 240 246(91) 220 224 (79) 

教育学部 50 50(21) 60 68(23) 70 73(36) 60 63(31) 

法 会二主子ι 部 350 350(49) 400 405(84) 410 418 (80) 400 408 (103) 

経済学部 210 210(13) 250 260(32) 270 271 (29) 240 241 (37) 

理 主二浬子. 部 281 281 (24) 306 306(22) 326 326(20) 326 326(19) 

医 学 部 120 121(12) 100 99(16) 100 102 (14) 100 102(10) 

薬 学 部 80 80(29) 80 89(27) 80 90(41) 80 85(37) 

工 学 部 945 945(24) 1，040 1，041 (38) 1，060 1，057(42) 1，050 1，051(54) 

農 学 部 300 304(38) 325 333 (61) 325 333 (77) 315 325(86) 

メ日入 計 2，536 2，541 (268) 2，781 2，823(377) 3，011 3，049(451) 2，921 2，955(481) 

注 ( )内は女子の数で内数である。

昭和40-50(1965-75)年度については『京都大学概覧』、昭和55-平成7(1980-95) 

年度については『京都大学概要Jにより作成。
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の割合が相対的に高かった文学部、教育学部、薬学部のうち、薬学部では昭

和50(1975)年に女子の入学者が58%で最高値を記録し、平成5、7年にも45

%前後に達している。また文学部と教育学部でも、昭和50(1975)年頃に女子

の入学者が急増し、平成5、7年には女子入学者の割合は文学部で35%以上、

教育学部では50%近くに達している。また農学部でも平成2(1990)年頃から

女子の入学者が急増し、その割合は平成7年には26%に上昇している。さら

に、昭和40年代には女子学生がきわめて少数であった法学部や経済学部、工

学部でも、昭和60(1985)年頃から女子の入学者の著増が認められる。特に法

学部では女子入学者の増加がめざましく、その数は平成7年度には100名を

超えている。

次に大学院について見ると、表 1-7-11、1-7 -12が示すように、その入

学定員は昭和40(1965)年から昭和55(1980)年にかけて理系の研究科を中心に

かなり増加しているが、その後は伸び悩みを示し、漸く平成5年以降、大学

院重点化に伴って大幅に増員されることになる。まず修士課程について見る

と、全研究科の入学者総数は昭和40-50年代を通じて着実に増加していった

が、これは全体の半ば以上を占める工学研究科の入学者の増加によるところ

が大きい。工学研究科修士課程では毎年、入学者が定員をオーパーしてお

り、また薬学研究科でも入学者が定員を上回っている年が多いが、その他の

研究科では昭和60年までは全体として入学者が定員を下回っており、入学者

数の明確な増加傾向は認めがたい。しかるに昭和60年以降理学・工学・農学

各研究科の入学者の著増によって、それまで定員に達しなかった修士課程全

体の入学者数は、定員総数を恒常的に上回るようになるのである。

修士課程の入学者数は平成4(1992)年以降大学院重点化の進行とともに急

増し始め、平成7年には文系の各研究科においても入学者の定員充足率が目

立って高まっている。入学者数の増加は理系の各研究科においても同様に見

られ、こうして全学の修士課程入学者数は昭和60年の1，008名から平成7年

には1，688名へと10年間に1.7倍に増加したのである。また修士課程の女子入

学者は、昭和60(1985)年以前には徐々に、それ以後はより急速に増加した。
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表 1-7-11 修士課程の入学定員と入学者数の推移

(昭和40-平成7年度)

昭和40年度 昭和45年度 昭和50年度 昭和55年度

定員 入学者数 定員 入学者数 定員 入学者数 定員 入学者数

人 人 人 人 人 人 人 人

文学研究科 70 82(14) 87 90( 8) 90 77(11) 94 65(11) 

教育学研究科 15 14( 3) 24 21 ( 3) 26 22( 9) 26 19( 8) 

法学研究科 60 16( 1) 74 23( 0) 74 10( 5) 76 15( 1) 

経済学研究科 35 11( 0) 40 13( 1) 40 8( 1) 40 16( 0) 

理学研究科 106 131(10) 150 121( 8) 175 117( 6) 184 126( 4) 

薬学研究科 26 32( 5) 26 29( 9) 27 23( 6) 27 27( 7) 

工学研究科 258 381( 1) 308 474( 3) 346 508( 2) 373 544 ( 3) 

農学研究科 83 98( 1) 100 101( 4) 124 108( 8) 131 106( 7) 

人間・環境学研究科

l日入 計 653 765(35) 809 872(36) 902 873(48) 951 918 (41) 

昭和60年度 平成2年度 平成5年度 平成7年度

定員 入学者数 A貝口 入学者数 定員 入学者数 A貝回 入学者数

人 人 人 人 人 人 人 人

文学研究科 94 64(13) 94 72(22) 94 58(16) 94 95(39) 

教育学研究科 26 12( 6) 34 16( 5) 34 13( 8) 34 33(20) 

法学研究科 76 18( 2) 76 22( 3) 90 66(15) 90 73(14) 

経済研究科 40 15( 1) 52 22( 3) 56 29( 4) 56 58(14) 

理学研究科 186 137( 8) 186 175(10) 186 214 (17) 340 273 (36) 

薬学研究科 27 36( 6) 27 40(10) 46 65(12) 46 61(15) 

工学研究科 389 592( 8) 412 615(20) 478 657(24) 558 758(26) 

農学研究科 131 134(13) 131 146(32) 131 207(40) 163 214(54) 

人間・環境学研究科 125 126(35) 129 123(39) 

メ日入 計 969 1.008 (57) 1.012 1.108(105) 1.240 1.435(171) 1.510 1.688(257) 

注 ( )内は女子の数で内数である。

昭和40-50(1965-75)年度については学生部資料、昭和55-平成7(1980-95)年度
については 『京都大学概要Jにより作成。
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表1-7 -12 博士後期課程の入学定員と入学者数の推移

(昭和40-平成7年度)

昭和40年度 昭和45年度 昭和50年度 昭和55年度

定員 入学者数 定員 入学者数 定員 入学者数 定員 入学者数

人 人 人 人 人 人 人 人

文学研究科 35 38(10) 49 40( 4) 52 69( 9) 54 70(11) 

教育学研究科 11 9( 3) 11 10( 0) 12 22( 4) 13 16( 6) 

法学研究科 33 7( 0) 33 10( 0) 37 15( 3) 37 9( 0) 

経済学研究科 17 12( 2) 21 8( 0) 23 18( 1) 23 15( 0) 

理学研究科 58 65( 3) 82 102( 0) 102 88( 5) 111 90( 2) 

医学研究科 63 78( 6) 77 83 47( 5) 88 69( 3) 

薬学研究科 13 7( 0) 13 20( 2) 14 17( 2) 14 18( 2) 

工学研究科 134 79( 0) 160 86( 1) 177 85( 1) 197 49( 1) 

農学研究科 47 34( 1) 50 56( 2) 64 60( 3) 72 56( 8) 

人間・環境学研究科

メ日入 計 411 329(25) 496 332(9) 564 421 (33) 609 392(33) 

昭和60年度 平成2年度 平成5年度 平成7年度

定員 入学者数 定員 入学者数 定員 入学者数 定員 入学者数

人 人 人 人 人 人 人 人

文学研究科 55 58( 8) 55 59(10) 55 51 (17) 55 61 (14) 

教育学研究科 13 14( 6) 13 16( 4) 15 19 (13) 15 1l( 7) 

法学研究科 37 17( 1) 37 17( 5) 37 10( 1) 37 19( 2) 

経済学研究科 23 18( 0) 23 13( 0) 23 21 ( 5) 23 30( 2) 

理学研究科 113 86( 4) 113 120( 9) 113 141 ( 8) 166 162(16) 

医学研究科 98 97( 5) 98 118(16) 109 148(16) 140 143(19) 

薬学研究科 14 17 ( 3) 14 19( 1) 14 23( 7) 22 23( 1) 

工学研究科 200 70( 0) 208 95( 4) 236 124 (10) 269 137( 7) 

農学研究科 72 60( 7) 72 74( 6) 72 85( 8) 85 104(16) 

人間・環境学研究科 31 29( 6) 78 81(23) 

メロ弘、 言十 625 437(34) 633 531(55) 705 651 (91) 890 771 (107) 

注 ( )内は女子の数で内数である。

昭和40-50(1965-75)年度については学生部資料、昭和55-平成7(1980-95)年度
については 『京都大学概要』により作成。

医学研究科にあっては博士課程。なお昭和45(1970)年度の同研究科は大学院入試を
実施せず。
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入学者全体に占める女子の割合は、昭和60年の5.6%から平成 7(1995)年に

は15.2%へと上昇したのである。女子入学者の割合が高いのは文学・教育学

両研究科と、平成 3(1991)年度から入学者を受け入れた人間・環境学研究科

であるが、女子の人数では、農学研究科が平成 2(1990)年以降第 1位を占め

ている。

一方、博士後期課程の入学者総数も昭和40(1965)年以降着実に増加を続け

ているが、特に昭和60年以降めざましい増加を遂げ、平成 7年には昭和55

(1980)年の 2倍近くに達している。それにもかかわらず、博士後期課程の入

学者総数は全期聞を通じて定員を多かれ少なかれ下回っている。研究科別で

は、医学研究科と理学研究科の入学者が最も多く、工学研究科と農学研究科

がそれに次ぎ、修士課程の場合と同様、理系の入学者が大多数を占めている

が、この理系入学者の比率は近年一層増大している。また定員の充足率を見

ると、全期間を通じて高いのは、文学・教育学・医学・薬学の各研究科であ

るが、平成 3-5 (1991-93)年以降、経済学・理学・農学の各研究科でも入

学者が著増を示している。次に女子入学者の割合は、昭和55年の8.4%から

平成7年には13.9%へとかなりの上昇を示している。女子入学者は、平成

5、7両年に教育学研究科で6割以上に達したほか、文学研究科と人間ニ環

境学研究科において相対的に高い比率を示している。最後に、修士課程、博

士後期課程を通じて外国人留学生の入学が着実に増加し、平成 8(1996)年度

には留学生が修士課程入学者の 5%、博士後期課程入学者の14%を占めるに

至ったことを付け加えておかなければならない(r京都大学概要平成 8年度
版j参照)。

第2項学生の生活状況と卒業後の進路

1.生活状況

京都大学では、「学生の主に経済生活の実態を把握し、有効適切な厚生施

策を実施するための基礎資料を得ること」を目的として、学生部による全学
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表 1-7 -13 学生の生活状況

(昭和58、平成元、 7年度)

昭和58年度 平成元年度 平成7年度

学部学生 大学院学生 学部学生 大学院学生 学部学生 大学院学生

家庭の所在地

京都府下 13.2% 15.8% 8目7% 16.0% 9.6% 17.1% 

近畿地方 57.3% 57.7% 52.7% 56.2% 54.3% 57.0% 

アノレノぜイト(過去半年聞に行った者) 80.5% 76.6% 84.7% 79.7% 77.2% 64.4% 

奨学金受給者の比率 23.4% 69.0% 21.9% 62.0% 24.2% 54.2% 
自宅通学者の比率 30.7% 21.6% 24.4% 23.0% 26.6% 26.5% 

収入月額(自宅外通学者)

家庭から(平均値) 76，400円 37，200円 84，400円 46，000円 100，000円 58，700円

アルバイト、奨学金(平均値) 30，100円 88，100円 38，100円 90，400円 40，300円 85，800円

収入金額合計(平均値) 108，300円 127，600円 123，500円 139，100円 142，400円 154，600円

支出月額(自宅外通学者)

部屋代(平均値) 22，300円 22，600円 31，700円 28，500円 45，900円 41，800円

食費(平均値) 32，200円 38，700円 33，200円 38，200円 38，500円 43，000円

勉学費、書籍費(平均値) 8，900円 14，700円 8，300円 13，100円 8，400円 12，200円

支出金額合計(平均値) 106，800円 125，300円 125，900円 139，800円 149，200円 159，300円

注 『京大広報JNO.280、388、506により作成。

的な調査(学生生活実態調査)が昭和28(1953)年から毎年定期的に行われるよ

うになり、昭和43(1968)年以降は隔年に実施されてきた。以下その調査報告

書に基づき、学生の生活状況について若干の資料を提示し説明を加えるが、

昭和43-54(1968-79)年の状況については本冊第 2編の「学生部」の章に叙

述されているので、ここではその調査結果の要約が『京大広報』に掲載され

るようになった昭和58(1983)年以降に限って述べることにしたい。

まず学生の居住形態を見ると、表 1-7 -13が示すように彼らの家庭の所在

地は、学部・大学院とも近畿地方が過半数を占めている。しかし京都府下に

家庭のある者は学部学生の10%前後、大学院学生の15%余りにすぎず、自宅

から通学する者は平成元年度以降では全体の4分の l前後に留まっている。

京大生の大多数は自宅外通学者であり、彼らの多くはアパート、マンション

に住み、あるいは貸問、学生寮等に居住している。

次に、閉じ表によって学生の経済状況を見ると、平成 7(1995)年度におい
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て自宅外通学者の平均収入額(月額)は、学部学生の場合14.2万円、大学院学

生の場合は15.5万円である。これを12年前の昭和58年度と比較すれば、学部

学生で1.3倍、大学院学生で1.2倍の増加である。この収入の内訳を見ると、

学部学生の場合約70%が家庭からの仕送りであり、残りの大部分がアルバイ

ト収入と奨学金からなっている。これに対して大学院学生の場合には逆にア

ルバイト収入と奨学金が収入の主力をなしているが、しかし近年はその比重

が低下し、家庭からの仕送りの割合が増加する傾向が認められる。これは、

平成7年度には昭和58年度に比べて大学院学生の奨学金受給率が大きく低下

したことと関係があろう。

一方、学部学生の奨学金受給率はこの間25%以下に留まっている。なお、

学部・大学院を通じて大多数の学生が過去半年間にアルバイトを行っている

が、その割合は平成元(1989)年以降若干低下したように見える。

次に、自宅外通学者の平均支出額(月額)は、平成 7(1995)年度において学

部学生の場合14.9万円、大学院学生の場合は15.9万円であり、昭和58(1983) 

年度に比べてそれぞれ1.4倍、1.3倍に増加している。支出の内訳を見ると、

部屋代と食費が2大費目であるが、昭和58年度と平成7年度の比較では、学

部・大学院とも部屋代の上昇率が高いことが注目される。これは学生の中で

貸間居住者が減り、より家賃の高いアパートやマンションに居住する者が増

えたことによるものであろう。これに対して学生の食費の伸び率は学部・大

学院とも支出全体の増加率を下回っている。さらに目につくのは、勉学費、

書籍費が平成元年度以降伸び悩み、あるいは絶対的な減少を示していること

であり、とりわけ大学院学生の場合、勉学・研究のための支出の少なさが際

立っている。

ところで、上述の奨学金受給率は抽出調査の対象となった学生のみに関す

るものであるが、ここで全学生に対する日本育英会奨学金受給者の比率の推

移を見ると、次の事実が確認される。すなわち、奨学金の受給率は昭和56

(1981)年から平成 8(1996)年に至る聞に、学部学生では25%から18%へ、大

学院修士課程学生では55%から36%へ、博士後期課程学生では69%から51%
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へと、いずれも大幅に低下しているのである(学生部調べ)。

2. 就職・進学状況

まず表 1-7 -14は、昭和58(1983)年度以降の学部卒業者の進路状況を大学

紛争以前の昭和41(1966)年度の状況と比較可能な形で示したものである。こ

れによると、昭和58年度までは学部卒業者のうち大学院修士課程等へ進学す

る者は全学平均で3分の 1程度に留まり、半数以上の者が就職していたが、

その後進学者が急増し、平成7年度には全体の半ばを占めるようになってい

る。このような進学者の増加は、文系学部の卒業者にも見られるが、とりわ

け理系学部の卒業者(臨床研修医となる医学部卒業者を除く)においてめざまし

い。すなわち平成 7(1995)年度には、進学率は理学部の80%を筆頭に、工学

部で75%、農学部で66%、薬学部で58%に達したのである(数字は学校基本調

査資料による、以下同)。

このようにして学部卒業者総数の著増にもかかわらず、平成7年度には、

学部卒の就職者総数は昭和58(1983)年度の1，287名に対して1，101名に減少

し、しかもその中では法・経済同学部を主力とする文系学部卒業者が60%以

上を占めるようになった。この点を考慮しながら、次に学部卒業者の業種別

就職状況を示すならば、表 1-7 -15のとおりである。これによると、製造業

表1-7 -14 学部卒業者の進路状況

年 度 卒業者数 進学者 就職者 その他

人 人 人 人

昭和41年 2，116 688(32.5) 1，161(54.9) 267 (12.6) 

昭和58年 2，478 905(36.5) 1，287 (51. 9) 286 (11. 5) 

昭和61年 2，477 974(39.3) 1，197(48.3) 306 (12.4) 

平成元年 2，511 995 (39.6) 1，263 (50.3) 253 (10.1) 

平成4年 2，722 1，175(43.2) 1，218(44.7) 329 (12.1) 

平成7年 2，932 1，469(50.1) 1，101(37.5) 362 (12.3) 

注 ( )内は全体比(%)を表す。「その他Jは医学部卒業者からなる臨床研修医を
含む。

『京都大学一覧 昭和41・42年版』および学校基本調査資料により作成。
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表1-7-15 学部卒業者の業種別就職状況(医学部を除く)

(昭和41、58、平成7年度)

業 種 昭和41年度 昭和58年度 平成7年度

人 人 人

農・林・漁・鉱業 25( 2.2) 10( 0.8) 3 ( 0.3) 

建設業 43 ( 3.7) 44 ( 3.4) 47( 4.3) 

製造業 564(48.6) 488(37.9) 347 (31. 5) 

電気・ガス・水道業 33( 2.8) 29( 2.3) 34 ( 3.1) 

運輸・通信業 45( 3.9) 35 ( 2.7) 75( 6.8) 

卸売・小売業 58( 5.0) 66 ( 5.1) 47( 4.3) 

金融・保険業 172 (14.8) 234 (18 .1) 223(20.3) 

サービス業 142(12.2) 192 (14.9) 130 (11. 8) 

〔うち教育〕 (88) (59) ( 8 ) 

7ふ1品、i 務 68( 5.9) 165(12.8) 181 (16.4) 

その他 11( 0.9) 24( 1.9) 14( 1.3) 

l日入 計 1，161(100.0) 1，287(100.0) 1，101(100.0) 

注 ( )内は各業種の全体比(%)を表す。

表卜7-14と同じ資料による。

に就職する者がどの年度においても最も多いが、その比率は昭和41(1966)年

度に比べて昭和58-平成7年度には大幅に低下している。製造業に次いで、多

いのは金融・保険業就職者であり、製造業とは反対に昭和58年度以降比率を

高めている。これらに次いで、多数を占めるのは、昭和41、58両年度には各種

のサービス業であったが、その数は平成7年度には激減し、代わって国家・

地方公務員が第3佐を占めるようになった。ここで注目されるのは、サービ

ス業のうち特に教育職に就く者が激減したことである。教育職は昭和62

(1987)年度にはなお51名(うち女子16名)を数えたのであるが、翌昭和63(1988) 

年度には23名(うち女子5名)へと激減している。

さらに学部ごとの就職先の特徴を挙げておくならば、文学部では教育職の

激減により平成7年度には出版・印刷関係と教育以外のサービス業への就職

者が最も多数を占めるようになっている。教育学部では公務員とサービス業

のほか、近年は製造業への就職者が増加している。法学部では公務員が最も
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多く、金融・保険業がそれに次ぐのに対して、経済学部では金融・保険業が

最も多く、製造業が第2位を占めている。理学部では製造業、金融・保険

業、サービス業が大多数を占め、薬学部では製造業のうち特に医薬品工業へ

の集中傾向が見られる。工学部では電気.機械器具・化学工業をはじめとする

製造業が全体の半数近くを占めるほか、建設業にも多く進出している。農学

部でも製造業が多数を占めるが、食料品・たばこ関係への就職者が多いのが

特徴である。

次に大学院修士課程および博士後期課程修了者の進路状況を確認しておこ

う。修士課程修了者のうち博士後期課程等に進学する者の割合は、研究科に

よって大きく異なっている。すなわち文学・教育学・経済学・理学各研究科

では修士修了者の大多数が進学するのに反して、工学研究科では平成7

(1995)年度において修士修了者の80%が就職しており、薬学・農学研究科で

も就職者が過半数を占めている。そこで、修士課程修了者の就職先の業種別

を見ると、表 1-7 -16のとおりであり、いずれの年度においても製造業就職

者が全体の60%以上を占めている。このように修士修了者の就職先の中では

製造業の比重が学部卒業者の場合よりもはるかに高くなっているが、これ

は、製造業への集中率が高い工学研究科出身者が修士修了の就職者全体の中

で大多数(平成 7年度では850名中554名)を占めるためである。なお、昭和41

(1966)年度と比べて昭和58(1983)年度以降には修士修了で教育職に就く者が

大幅に減少している点、また公務員になる者が急増している点は、学部卒業

者の場合と共通である。

最後に博士後期課程修了者の就職状況を一瞥しておくならば、まず各年度

の修了者総数に占める就職者の割合は、昭和41年度46%、昭和58年度51%、

平成7年度66%となっている。それ故、博士後期課程修了の時点では修了者

の半数から 3分の 1が定職を見出し得ず、いわゆるオーバードクターになっ

たものと推定される。博士後期課程修了者の就職先の中では、当然のことな

がら表 1-7 -16が示すように、教育職(おそらく大学等の教育研究職と思われ

る)が断然首位を占めているが、それに次いでは医学研究科出身者の就職先
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表1-7 -16 大学院修了者の業種別就職状況

(昭和41、58、平成7年度)

業 種
昭和41年度 昭和58年度 平成7年度

修 士 博士後期 修 士 博士後期 {彦 士 博士後期
人 人 人 人 人 人

農・林・漁・鉱業 3( 0.8) 。 7( 1.1) 1( 0.5) 3( 0.3) 2( 0.7) 

建設業 18( 5.0) 。 54( 8.8) 3( 1.6) 38( 4.5) 。
製造業 224(61.7) 11 (13.1) 407(66.3) 33(18.1) 519(61.1) 41 (15. 2) 

電気・ガス・水道業 10( 2.8) 。 31( 5.0) 。 45( 5.3) 1( 0.4) 

運輸・通信業 14( 3.9) 。 26( 4.2) 。 65( 7.6) 1( 0.4) 

卸売・小売業 3( 0.8) 。 1( 0.2) 。 6( 0.7) 。
金融・保険業 。 。 。 15( 1.8) 1 ( 0.4) 

サービス業 71(19.5) 73(86.9) 35( 5.8) 133(73.1) 52( 6.1) 188(69.9) 

〔うち医療保健〕 ( 0) ( 2) ( 0) (38) ( 1) (70) 

〔うち教育〕 (58) (67) (20) (78) (17) (99) 

~ 手寿 17( 4.7) 。 51( 8.3) 9( 4.9) 84( 9.9) 30(11.1) 

その他 3( 0.8) 。 2( 0.3) 3( 1.6) 23( 2.7) 5( 1.9) 

l日h、 言十 363(100.0) 84(100.0) 614(100.0) 182(100.0) 850(100.0) 269(100.0) 

注 ( )内は各業種の全体比(%)を表す。博士後期課程修了者には、所定単位修得

退学者および学修退学者を含む。

表1-7 -14と同じ資料による。

としての医療保健関係が大きな比重を占めており、さらに工学研究科出身者

を中心に製造業就職者も無視できない数に上っている。

第3項学寮問題

学寮問題は前述のように昭和44(1969)年京大紛争の直接の契機となった問

題であるが、大学紛争がひとまず終結した後も学寮の管理運営を巡って大学

当局と学生の主張が真っ向から対立し、十数年にわたって紛争が続くことに

なった。本学では学寮の管理運営に関して伝統的に寮生の自治権が認められ

てきており、例えば入寮者の選考についても、本来は昭和38(1963)年 5月改

正の「京都大学学生寄宿舎規程」第4条に基づき、「寮生代表の意見をきい
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て学生部長が行なうJと定められているにもかかわらず、実際には各寮自治

会がいわゆる自主募集、自主選考を行ってきた。そして寮自治会は、選考し

た入寮者の氏名を f京都大学新聞』に発表するにすぎず、大学側としてはこ

の新聞記事だけでは在寮者を正確に把握できなかった(ただし、室町寮と女子

寮については学生部で在寮者を確認していた)。また上述の「京都大学学生寄宿

舎規程」第 8条には、「入舎を許可された者は寄宿料及ぴ光熱水料を納付し

なければならないJと規定されていたが、寄宿料を納めない学生が大多数を

占めていた。さらに寮生の私生活のための光熱水費、食事材料費、炊事人の

人件費と炊事のための光熱水費は、昭和39(1964)年2月18日付文部省の負担

区分通達によって寮生自身が負担すべきものとされていたが、昭和56(1981) 

年の時点で寮生が現実に負担していたのは吉田寮では食事材料費、熊野寮で

は食事材料費と厨房の燃料費の一部のみであり、それ以外の経費は大学が負

担していた。加えて、大正期の建築物である吉田寮は老朽化が著しく、緊急

に修理もしくは改築を必要とするという問題があった(学生部長藤原元始「吉

田寮熊野寮の現状と問題Jr京大広報jNo.210)。
きて大学側は、大学紛争の余波が鎮静に向かった昭和53(1978)年頃から学

寮の抱える問題点の解決により積極的な姿勢で臨むようになった。同年4月

に就任した沢田敏男学生部長は、 5月19日の寮自治会との引き継ぎ確認の場

で、寮生との「因究Jを今後は行わない、退職する事務員の補充はしない、

寮と学生部との従来の確約についてはすべて考え直したいという方針を打ち

出し、実際に6月の寮生との話し合いにおいて、退職する熊野寮事務員の補

充という寮生の要求を退けた。しかし、上述のような学寮の状況はもとより

直ちには改善されず、昭和54(1979)年9月には会計検査院から「固有財産及

ぴ物品の管理に責任を有する職員が責任を的確に遂行していないJとの指摘

を受けることになった。

沢田学生部長に代わった翠川修学生部長は、昭和55(1980)年1月10日「学

寮における当面の諸問題に関する学生部の基本的な方針についてJという文

書を吉田・熊野寮の寮生に送付し、いわゆる大衆団交は行わないという方針
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を明確にするとともに、寮の管理運営を正常化するためには少なくとも以下

の5項目の基本条件が満たされねばならないとした。即ち、①在寮者の確

認、②寄宿料の早期納入、③固有財産および物品の管理の適正化、④炊事人

の人件費の負担区分の適正化、⑤老朽寮(吉田寮)の早急な改築等の措置の必

要、であるa京大広報.1No.190)。
翌昭和56(1981)年2月15日、藤原元始学生部長は 『京大広報JNo.210に前

記の文書を掲載し、寮自治会および寮生に対して寮の管理運営の正常化の第

一歩として在寮者の確認と寄宿料納入に応じるよう強く要求した。しかし、

大多数の寮生は依然として在寮確認を拒絶し、寄宿料納入にも応じなかった

ために、学生部としては在寮者の確認がほとんどできない状態が続いた(学

生部長藤原元始「吉田寮熊野寮に関するその後の経過Jr京大広報jNo.221、昭和
56年10月1日)。

このように問題解決の兆しすら見えない中、翌昭和57(1982)年10月12日北

川善太郎学生部長は「本学の学寮問題についてJと題する文書を発表し、学

寮問題に関する本学としての「基本方針」を以下のように確立したことを明

らかにした。即ち、「本学における学寮管理の正常化と老朽寮の問題は、放

置しえない状態にいたっている。これをすみやかに解決するため、新寮の建

設を含めて、学寮の正常化を実現していくことを本学の基本方針とする」と

いうものである。そしてこの「基本方針」を具体化するための措置として、

「在寮期限を設定し、期限がくれば、老朽寮は寮としての使用を廃止する。

それと併行して、在寮期限の到来にあわせて、新しい学寮の建設に努める。

熊野寮は老朽寮で、はないが、第二段階として、同種の措置を講ずる」ことを

提案した。この文書はさらに学寮の正常化のために早急に解決を要する管理

上の問題として在寮確認、寄宿料の納入、費用負担の問題の3つを挙げた。

昭和57年12月3・4日の学生部委員会は、上述の「学寮に関する基本方針」

に沿って吉田寮の在寮期限を昭和61(1986)年 3月31日とする案を決定し、部

局長会議の議を経て、 12月14日の評議会で承認された。昭和61年3月31日を

リミットにしたのは、当時の 1年次の学生が正規の卒業年まで在寮できるよ
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う配慮したものであった。沢田総長は翌日日 『京大広報jNo.245において

本学における学寮問題について総長としての基本的な考えを表明した。そこ

で総長は、吉田寮の老朽化の進行と、吉田寮、熊野寮における入退寮手続き

拒否、寄宿料、光熱水費の不払いという「異常な状態の存続jとを挙げ「総

長としては、一層学寮の正常化をはかるために格別の努力を注ぎその速やか

な実効を期したい」と述べた。

この「在寮期限Jの決定は直ちに吉田寮自治会に通知されたが、同自治会

は、これを「建物の老朽化jを表向きの理由としながら、実際には強権的

「寮正常化」路線に沿った自治寮潰し策動にほかならないとして、直ちに激

しい反対行動を展開した。寮生の要求により翌昭和58(1983)年 1-2月には

神野博学生部長と吉田・熊野・女子・室町各寮自治会との「団交Jが3回に

わたって聞かれたが、学生部長は 2月21日、「団交Jでの確認書の撤回を通

告、話し合いは撮り出しに戻ったn京大広報JNo.250)。
寮生との交渉が決裂した後、学生部委員会は昭和58(1983)年3月、学寮へ

負担区分を適用することを決定し、 3月分から各寮自治会委員長宛に光熱水

費の請求を開始した。寮自治会は支払いを拒否したが、学生部は4月以降も

繰り返し請求を行い、同時に寮生の親元にも文書を送って支払いを求めた。

ところが10月になって寮自治会は、熊野寮の寮食堂の厨房の改善が急務とな

っているという理由で、「負担区分の支払いを前提とした代表者による学生

部との交渉に応じるjことを寮生大会で決議した。これは、負担区分適用反

対、「団交」による話し合いという従来の寮自治会の方針を大きく変更する

ものであった。こうして同年11月から翌昭和59(1984)年初めにかけて、学生

部委員会の寮担当小委員会と寮自治会代表との間で頻繁に交渉が行われ、昭

和59年2月13日に至って寮生の負担する費用の算出方法について合意が成立

した。その交渉中の 1月12日に熊野寮自治会は寮食堂の厨房改善の実行と引

き換えに、単独で、負担区分請求に応じることを決めたのである。吉田寮と女

子寮も、交渉で合意された算出方法に基づいた負担区分を呑むことを決議し

た。室町寮は4月以降、自治会宛の請求を個人請求に切り替えるよう求めた
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上で、支払いに応じた(以上、昭和58年3月以降の経過については、『京都大学新

聞J1984年2月16日付およぴ4月16日付による)。このようにして、長年の懸案

であった負担区分問題には、昭和59年3月にひとまず決着が付いたのであ

る。

さて、大学当局は老朽化の甚だしい吉田西寮を撤去する代わりに新寮(木

造の旧寮、鉄筋の新寮と区別して新々寮ともいう)を建設することを明らかにし

ていたが、昭和60(1985)年 1月吉田寮自治会は加藤幹太学生部長に対して、

寮生全員が移り住むことのできる新寮の完成までは現在の吉田寮を取り壊さ

ないことを文書で要求した。これに対して学生部長は、新寮は原則として新

入生のための寮であると回答し、現在の吉田寮居住者に優先権があるべきだ

とする寮自治会との意見の対立が明らかになったu京都大学新聞j1985年2月
1日付)。吉田寮自治会は5月6日に再度学生部長に要求書を提出し、在寮

期限の到来後も寮自治会との合意なしに寮の機能を停止せず、また今後新寮

に関するすべての事柄について吉田寮自治会と話し合いを続けること、現吉

田寮生全員が新寮に移行できること、の 2点に関して保証が得られるなら

ば、新寮の建設予定地(吉田東寮敷地内の南側空き地)における埋蔵文化財の調

査を妨害する意志はないとしたu京都大学新聞j5月16日付)。しかるに 7月
29日-8月9日に予定された埋蔵文化財の試掘調査は、熊野寮自治会の一部

学生が実力阻止行動をとったために、 8 月 2 日その中止が決定された(~京大

広報JNo.297)。これにより昭和60年度における埋蔵文化財調査は不可能に

なり、在寮期限の切れる昭和61(1986)年3月までに新寮が建設される見通し

はまったく消滅した。

昭和60年12月3日、朝尾直弘学生部長は「吉田寮の在寮期限についてJと

いう文書を寮生とその父兄および吉田寮自治会委員長に送付して、在寮期限

が昭和61年3月31日であることを知らせるとともに、入寮届の未提出者にそ

の速やかな提出を要請したが(r京大広報jNo.304)、これに反対する学生らは
12月19日法経第 7教室で在寮期限糾弾全学集会を聞いて気勢を挙げた。さら

に年が明けた昭和61年2月には、大学側は 4月以降の吉田寮入寮募集の停止
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を決定し、 3月1日朝尾学生部長名で吉田寮自治会委員長に対して、昭和61

年度の入寮募集を行わないよう通知した(W京大広報JNo.310)。

昭和61年3月31日吉田寮の在寮期限が到来したが、前年12月に沢田総長に

代わって就任した西島総長は、「在寮期限の到来の時に、強制的に吉田寮の

寮生を退去させ、吉田寮を老朽建物として機械的に撤去することは、本学の

学寮問題の基本的な解決にはつながらず、かつ、在寮期限設定に至る本来の

趣旨に沿うものでもないと考え」て、朝尾学生部長と協議の上、「在寮期限

の『執行中Jという基本方針を採る決心をしたJ(総長西島安l{IJr吉田寮在寮
期限設定に伴う一連の措置の完了について(所感)Jr京大広報jNo.375)。このよ
うな大学側の措置に対して、吉田寮自治会は入寮募集停止の一方的決定を不

当とし、引き続き自主入寮募集を継続しようとした。これに対して大学側で

は、その後も昭和61(1986)年4月以降平成元(1989)年にかけて、寛田知義学

生部長次いで、河合隼雄学生部長の在任中、学生部委員会、特にその第3小委

員会委員および学生部の寮担当職員が寮生との話し合いを続けた。

昭和田(1988)年10月17日の学生部委員会において「本年度中に在寮期限決

定に伴う吉田寮問題の解決をみるよう努力する」という基本方針が決定さ

れ、 11月7日から翌年2月16日まで5回にわたって河合学生部長と吉田寮自

治会との聞で話し合いが行われた。 11月7日の話し合いで学生部長は、それ

までの大学側の方針から大きく踏み出した内容をもっ提案を寮自治会に対し

て行うことになる。それは、翌平成元年3月までに吉田西寮の撤去と代替ス

ペースとしてのフ。レハフeの設置、吉田東寮の補修を行い、入寮募集停止を解

除するとともに、 4月以降の在寮者名簿の提出と寄宿料の納入を寮生に約束

させる(ただし寮自治会の入退寮権は侵害せず)ことによって、在寮期限決定理

由の「管理運営の正常化」と「老朽寮の改善」を完全に履行するというもの

である(r京都大学新聞j1988年11月16日付)。この「河合提案Jについて吉田
寮自治会は平成元年 1月13日以降連日検討を重ね、 1月22日の寮生大会にお

いて河合提案受け入れを内容として含む運動方針を決定した。これに基づい

て吉田寮自治会は 1月23日学生部長に要求書を提出し、同日夕学生部長は回
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答を行い、寮自治会の同意を得た。この学生部長の回答では、今回設置する

プレハプが西寮代替スペースとして不十分であることを認め、今後も寮機能

の回復、維持、発展に努めること、そのための抜本的解決策として新しい寮

の建設に努め、その内容については寮自治会と話し合いの上決定すること、

また寮自治会と確認した諸点に関して、学生部長名文書に記述して次期以降

の学生部長に引き継ぐこと等が、寮生との合意事項として新たに付け加えら

れている ( r京都大学新聞~ 1989年1月1日付)。吉田寮自治会の回答を受けて、

1月24日開催の評議会において河合提案が承認された。 3月25日には、吉田

寮自治会との合意に基づいて吉田西寮が撤去された。そして 3月27日付で

「吉田寮入寮禁止措置解除Jが公示された。この間吉田東寮の一部補修も行

われ、 4月14日には吉田寮入寮者名簿が提出され寄宿料が納入された(r京大
広報jNo.375)。

平成元(1989)年 4月18日開催の評議会において吉田寮に係る学寮問題が付

議され、総長から、昭和61(1986)年 3月31日以降「執行中jであった吉田寮

の在寮期限についてそれまでの経緯が説明された後、「今回学生部長と吉田

寮自治会との間で交わされた吉田西寮の撤去、東寮の補修、在寮者名簿の提

出及び寄宿料の納付等の合意をもって、在寮期限設定以後の一連の執行は完

了したとしたい」旨の提案がなされ、了承された(r京大広報.1No.374)。
なお、熊野寮では平成 2(1990)年以来退職する炊夫の補充問題が起こって

いたが、佐野哲郎学生部長は炊夫の補充(経費は寮生負担)には寄宿料の納入

が絶対条件であると主張、平成 3(1991)年3月熊野寮自治会もこれを認め、

同年4月以降熊野寮の寄宿料も納入されることになった(r京都大学新聞1
1991年4月16日付)。

以上のようにして、「学寮の正常化」の 3本柱とされてきた在寮確認、寄

宿料納入、負担区分の適用が実現することになり、昭和53(1978)年以来歴代

の学生部長および学生部委員・職員が多大の時間と精力を傾けてきた学寮問

題に一応の決着が付けられることになった。ただし、その際大学側は、入退

寮者の自主選考権をはじめとする学寮の自治権を基本的に承認し、また将来
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の新寮建設についても寮自治会との合意によることを約束するなど、寮生の

要求に対して大幅な譲歩を余儀なくされたのである。

河合学生部長の後しばらくは学生部長と寮自治会の「団交Jは行われなか

ったが、平成 4(1992)年7月万波通彦学生部長が就任すると、吉田寮自治会

は先の河合学生部長との確認事項を中心に新たな要求を提出し、 11月18日の

「団交Jにおいて「吉田寮の運営については今後も寮生と話し合い、寮生の

自治によるものとするJことなど 6項目を確認した。次いで平成 6(1994)年

11月7日には、同年5月に就任した瀬地山敏学生部長と吉田寮自治会との話

し合いが行われ、上述の万波学生部長の6項目の確約を引き継ぐ旨が確認さ

れた。さらに平成8(1996)年5月16日には、益川敏英新学生部長が吉田寮自

治会と話し合いを行い、学生部長は寮自治会の要求を受け入れて、万波学生

部長が確約した6項目に「新寮の運営についても、寮生と話し合って、寮生

の自治とするJr吉田寮に補修が必要な箇所がある」という文言を付け加え
て引き継ぐことを確認した。

762 



第7節 京都大学の改革と創立百周年

第1項大学設置基準の大綱化と一般教育の改革

1. 教育課程等特別委員会の設置

平成 3(1991)年7月1日に施行された大学設置基準の改正=大綱化によっ

て、従来の一般教育科目、外国語科目、保健体育科目、専門科目という授業

科目の区分は廃止され、教育課程の編成は原則的に各大学の自主的決定に委

ねられることになった。また卒業の要件となる単住数も、その細かな内訳に

ついての規定が削除されて、ただ全体として124単位以上を修得すればよい

ことになった。このような変更は、京都大学において20年来検討されてきた

教養課程教育の改革の方向と合致するものであった。平成元(1989)年 1月に

「教養部にかかわる構想検討委員会」の最終報告が提示した「教養課程教育

の改革案」では、総合人間学部の設置(教養部の廃止)と並んで、、全学的な 4

年(医学部では 6年)一貫教育への移行がうたわれていたが、その動きはこの

大学設置基準の改正によって加速されることになったのである。同時に平成

3年7月には学位制度について重要な改訂が行われ、従来学部卒業生に対す

る称号であった学士号は学位として位置付けられることになった。このよう

な4年一貫教育への移行、総合人間学部の新設と教養部の廃止、大学設置基

準の改正および学位規則の改正などに対する京都大学としての教育上、制度

上の対応を検討するための機関として、平成3年7月に「教育課程等特別委

員会J(委員長久馬ー剛農学部教授)が設置されることになる。

教育課程等特別委員会は、その内部にカリキュラム等検討専門部会および

自己評価等調査検討専門部会を設けて審議検討を重ね、その経過について平
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成4(1992)年4月13日総長に中間報告を行い(r京大広報JNo.427別冊)、次い
で同年9月29日に最終報告を提出した(r京大広報.1No.435別冊)。後者によれ
ば、本特別委員会の主要な所掌事項は、①教育課程の編成方針と編成方法に

関すること、②自己点検・評価に関すること、③学士の学佐に関すること、

④大学設置基準の改正等に基づく学内諸規則の改正・整備に関すること、の

4つであった。このうち①にかかわる事項は、平成4(1992)年10月に総合人

間学部が発足し翌平成5(1993)年3月末には教養部が廃止されることになっ

ていただけに、とりわけ緊急を要するものであった。

特別委員会ではカリキュラム等検討専門部会(部会長中川博次工学部教授)の

検討を経て、まず平成4年度の暫定的カリキュラム編成に伴う各学部の一般

教育相当科目等の卒業要件を審議決定した。また平成4年度以降のカリキュ

ラム編成に用いる科目区分の名称を全学的に統一することにし、開講対象に

よる区分としては「全学共通科目Jと「学部科目」、教育目的・内容による

区分としては「教養科目」と「専門科目」とすることを決めた。

次に全学共通科目の教育実施体制については、「総合人間学部が、全学的

協力体制の構築を基本に、全学共通科目の主要な部分を提供し、全学の高度

一般教育の実施に責任をもつことJについて共通の理解がカリキュラム等検

討専門部会で得られ、教育課程等特別委員会において承認された。そして同

特別委員会は、平成5年度以降全学共通科目を全学的に企画・調整・運営す

べき恒常的機関として、総長を委員長とする「京都大学教育課程委員会Jを

設置することを提案し、平成4年11月同委員会が発足することになった。

さらに特別委員会は、全学共通科目のカリキュラムをスムーズに実施する

ためには各学部の時間割やアカデミック・カレンダーの調整が不可欠である

とし、時間割については全学共通に Iコマ90分、移動時間を15分として、 I

限8時45分-10時15分、 11限10時30分一12時、 III限13時-14時30分、 IV限14

時45分-16時15分、 V限16時30分一18時と定められた。またアカデミック・

カレンダーについては平成5年度は次のように統一することになった。
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入学式平成5年4月9日(金)

前期授業 4月12日(月)-7月16日(金) 14週

夏休み 7月17日(土)-9月12日(日)

前期試験 9月13日(月)-10月1日(金) 3週

後期授業 10月4日(月)-12月24日(金) 12週

冬休み 12月25日(土)-平成6年 1月9日(日)

後期授業 平成6年 1月10日(月)-1月21日(金) 2週

後期試験 1月24日(月)-2月18日(金) 4週

アカデミック・カレンダーは平成 6(1994)年度以降もこのような形で実施

されることになる。

自己点検・評価の実施については既に簡単に触れたが、前述の自己評価等

調査検討専門部会(部会長朝尾直弘文学部教授)は京都大学としてのこの問題の

受け止め方を審議するとともに、点検・評価項目や実施体制について検討

し、その結果を平成 4(1992)年7月教育課程等特別委員会に報告した。そし

て平成4年11月には阿部会の提言に基づく「自己点検・評価実施準備委員

会jが設置され、実施規程が制定された後、平成 5(1993)年 4月に総長を委

員長とする全学的な自己点検・評価委員会が設置されることになった。

2. 全学共通科目の開設

上述の大学設置基準の改正の結果、本学では平成4年4月から従来の一般

教育科目(人文・社会・自然科学系科目)、外国語科目、保健体育科目という全

学的科目区分は消滅し、それに代わる授業科目として「全学共通科目」が開

講されることになり、それはA群(従来の人文・社会科学系科目)、 B群(自然

科学系科目)、 C群(外国語科目)、 D群(保健体育科目)から構成された。そし

て平成4年度の全学共通科目は、移行措置として、従来から教養部で開講さ

れてきた授業科目が踏襲されるが、平成 5(1993)年度からは、新設の総合人

間学部の科目を中心に、他部局から提供される科目を加えて、新たに編成し

直された全学共通科目が開講されることになった。
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全学共通科目の授業計画は教育課程委員会の下部機構であるカリキュラム

専門委員会によって全学的に決定されることになったが、平成5年度におい

て全学共通科目に参加した専任教員数は、総合人間学部が182名、人間・環

境学研究科が28名、他の部局が135名、計345名で、ほぽ全学的なものになり

つつあった<r京都大学自己点検・評価報告書J45頁)。

きて、全学共通科目の開設に伴ってそれぞれの学部では、規程改正によっ

て卒業に必要な履修単位数が改めて定められたが、それによるとA-D群の

各科目の位置付けには学部間で著しい多様性が生じている。聞ち、総合人間

学部ではA、B両群を一括して、また文学部ではA、B、Dの3群を一括し

て、必要最低単位数を定めたのに対して、他の学部ではA群科目と B群科目

の区別を設けており、さらに教育学部ではA群科目の中に人文科学系科目と

社会科学系科目の区別を設け、それぞれについて必要最低単佐数を定めると

いう具合であった。 C群(外国語科目)の修得要件についても学部間で特色が

見られる。総合人間・文・教育・法・経済・医の各学部が2カ国語それぞれ

8単位以上(総合人間学部国際文化学科と文学部では第 1外国語について12単位

以上)を要求したのに対して(ただし文学部では平成7年度入学者からは8単位以

上)、理・薬・農の各学部と平成6年度以降の医学部では第 1外国語につい

ては 8単住以上を要求しているものの(医・薬・農各学部では第 l外国語を英

語に限定)、残りの 8単位については第 1外国語以外の複数の外国語で履修

しでもよく、また工学部の多くの学科では第 1外国語(英語) 8単佐のほか

に4単位を他の外国語で履修すればよいことになった。なお本学では、教養

科目として履修できる外国語は長らく英・独・仏・中国・露の5カ国語であ

ったが、平成 4(1992)年度からイタリア語が、翌平成 5(1993)年度からはス

ペイン語が正式に外国語科目として認められることになった。最後に全学共

通科目の実施とともに、 D群(保健体育科目)は教育学部と農学部を除〈大多

数の学部において必修科目から外された<r京都大学自己点検・評価報告書J41 

-42頁、『全学共通科目履修案内 平成9年度J7 -8頁)。

さて、全学共通科目の開講後、教育課程委員会のカリキュラム専門委員会
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では、平成5年度から毎年全学共通科目の履修状況調査を行ったが、その結

果特定科目への履修登録者の集中などいくつかの間題点が明らかになった。

そこで平成 8(1996)年3月「全学共通科目レビ旦一委員会J(委員長万波通彦

工学部教授)が設置され、全学共通科目の実施状況を調査しつつ、その改善

策について審議を重ねた。同委員会が平成 9(1997)年 1月総長に提出した報

告書においては、「全学共通科目は危機的状況にある」との診断が下され、

その原因は本学の教養教育の方針の不徹底、また総合人間学部を責任部局と

する方針の意味の不明瞭さにあるとされている。そして「総合人間学部にお

ける担当教官不足、それに伴う非常勤講師の増加、他学部からの旧来の一般

教育に相当する科目の提供が少ないこと等、現在の全学共通科目の問題点の

多くは教官の教育負担に関連して生じているJとされた上で、教養教育改善

のための基本方針として、①全学の協力のもとに総合人間学部を実施責任部

局として全学芸通科目を行う現教育体制を維持発展させること、②全学の教

官の協力で教養教育を充実するとともに、教育と研究を両立させる体制を確

立すること、③各学部において全学共通科目を中心にカリキュラムの見直し

を行い、学部科目(専門科目)においても高度一般教育を充実すること、が提

案されている。全学共通科目と教養教育のあり方については、平成8年8月

28、29両日レビュー委員会の企画になる討論集会「京都大学の教育を考える

(第一回)一一全学共通科目をめぐってJ(於比叡山国際観光ホテル)が開催さ

れ、全学の多様な専攻の教官約200名が情報を交換し意見をたたかわせた。

また平成9年5月には、レビュー委員会による学生へのアンケート調査「京

都大学の教育についての4回生の意見Jの結果が公表されるなど、改善充実

のための努力が続けられている。

第 2項大学院重点化の進行

大学審議会は平成 3(1991)年5月17日の文部大臣宛答申「大学院の整備充

実について」において、「大学院は、基礎研究を中心として学術研究を推進
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するとともに、研究者の養成及び高度の専門的能力を有する人材の養成とい

う役割を担う jとした上で、わが国の大学院が抱えている問題点として次の

4点を指摘している。

(1) わが国の大学院は学部とは独立した実体を具備するものが少なく、教

育研究組織として十分に成熟を見ているとはいい難い。即ち、学部を基礎と

する大学院の場合、教員はほとんど学部の教員が兼務しており、施設設備に

ついても学部と共用しているのが通例である。運営においても、実質的には

予算、人事等学部の運営に依存しているものが多い。

(2) 教育課程や研究指導のあり方の面から見ても、必ずしも課程制大学院

の趣旨に沿って体系的に整備されているとはいえず、特に社会人に対する再

教育や留学生に対する教育の面で多くの問題点が指摘されている。

(3) 近年の厳しい行財政事情もあり、大学院の教育研究経費、施設設備等

が、企業の研究所などその他の研究施設に比べ立ち遅れてきており、このた

め世界の第一線に伍した学術研究の推進や、教育研究上の国際交流の推進等

に支障が生じている。また、民間企業の研究所等との聞で研究条件や処遇に

おける格差が大きくなり、優秀な学生が大学院に残らなくなるなど憂慮され

る状況となっている。

(4) 規模から見て、わが国では欧米先進国に比べて、大学院の占める割合

は小さく、大学院の整備が今後の重要な課題となっている。

このような問題点を解決し、学術研究上の要請や人材養成に対する社会的

要請に適切に応えてゆくために、大学院重点化が開始されることになる。

大学院重点化はまず平成3(1991)年4月東京大学法学部で行われたが、京

都大学でも平成4(1992)年度に法学部で大学院重点化が行われ、既存の 2つ

の大講座を含む39講座を大学院に移して、 21大講座に再編した。改組された

法学研究科は基礎法学、公法、民刑事法、政治学の 4専攻からなり、各専攻

はそれぞれ4-7大講座からなるが、これら各専攻に属する大講座とは別

に、横断的・先端的な教育・研究を行う総合法政分析という大講座が設けら

れた。また、修士課程の定員を76名から90名に増員し、そのうち約40名を新
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設の「専修コースJに当て、約20名は一般選抜、他の20名は職業人選抜とし

た。法学部が大学院重点化を図った背景には、社会の高度専門化・国際化等

に対応して研究体制を強化する必要があり、かっ法学・政治学に関する高度

専門教育への社会的需要の高まりにもかかわらず、学部における教育には限

界があるという事情があった。また「専修コース」の設置には、職業人教育

を通じて法学・政治学に関する高度専門教育への社会的需要に応えようとい

う面もあった。

平成5(1993)年度には医学部と工学部の大学院重点化が開始された。医学

部では従来の学部講座を大学院に移し、生理系、病理系、社会医学系、内科

系、外科系、分子医学系、脳統御医科学系の 7専攻系に再編することにな

り、平成7(1995)年4月までに全専攻の重点化が完了した。医学部教授会は

大学紛争の時期に大学院を真の医学研究と研究者養成の場として位置付け、

それに沿った改革を断行した。その結果、医学研究科は本格的な研究者養成

コースになり、志願者が激増して入学者が定員の130%を超えるまでになっ

た。この医学研究科を拡充強化するために、独立専攻として分子医学系(昭

和60年度)、脳統御医科学系(平成2年度)を発足させたが、従来の生理、病

理、社会医学、内科、外科の5つの系を個々に改組拡充するには長い年月を

要することでもあり、全部を一括大学院重点化する方がよいと考えられたの

である。いくつかの大学院専任講座が設けられ、また新しく先端・国際医学

講座として、教授、助教授5名ずつが客員教官として教育・研究に加わるこ

とになった。さらに、胸部疾患研究所、ウイルス研究所、生体医療工学研究

センターなどの大学院担当部門は、協力講座として参画することになった。

また社会人特別選抜制度を設定して、大学院を外部の研究者に開放すること

にしたのである。

工学部の大学院重点化は平成5(1993)年から平成 8(1996)年まで4年計画

で実施されたが、全教官を大学院に移し、旧来の専攻の枠にとらわれない共

通の基盤に立つ講座によって専攻を再編成することになった。新たに設けら

れたのは、土木工学、土木システム工学、資源工学、環境工学、環境地球工
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学、建築学、生活空間学、機械工学、機械物理工学、精密工学、原子核工

学、材料工学、航空宇宙工学、電気工学、電子物性工学、電子通信工学、数

理工学、情報工学、応用システム工学、材料化学、物質エネルギー化学、分

子工学、高分子化学、合成・生物化学、化学工学の25専攻である。各専攻に

は工学部から移行した基幹講座、研究所・センタ一等の関連部門からなる協

力講座のほか、萌芽的・先端的研究の推進と博士課程教育の充実のために大

学院専任講座が置かれた。また、専任講座以外は大講座制を採用して、人事

の流動化と研究の連携を促進することにした。また大学院重点化に伴い学部

の改組が行われ、広い分野に柔軟に対応できる人材の養成という観点から、

従来の23ミ持ヰを 6つの大学科に統合するとともに、大学科目制の導入によっ

てより自由度の高いカリキュラムの編成と講義内容の設定が可能になるよう

にしfこ。

医学部と工学部の一部の大学院重点化が実現した平成 5(1993)年6月、将

来構想検討委員会は前述の r21世紀における京都大学のあり方についてく将

来構想試案その 1>Jにおいて、「近年の急速な学問の高度化や学際化、社会

の高度複雑化に対応していくには、大学の教育研究体制を抜本的に見直すこ

とが必要になってきているJとして、「学部では学科の統合等によってより

幅広い共通の基礎教育を実施し、 4年一貫の教育課程を整備するとともに、

大学院では、学問の進化に伴った専攻の見直しを行い、先端的・学際的基礎

研究の促進と若手研究者の育成を可能にする弾力的組織へと改変する必要が

ある。更に、社会人や外国人留学生等に対する高度教育を行うための制度の

充実も必要とされているjと提言した。そして「上記の趣旨に基づく各学部

の大学院重点化に共通した基本的方針は、大学院研究科を教官の所属組織と

し、学部の現講座を基幹講座として、かつ大講座として運営しようというも

のであり、更には関連研究所・センタ一等の部門で構成する協力講座を設

け、或いは、大学院専任講座や共通大講座を設置するというものであるJと

述べたのである。

次に理学部においても、平成 6-7 (1994-95)年に大学院重点化が実現さ
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れ、それまでの12専攻を数学・数理解析、物理学・宇宙物理学、地球惑星科

学、化学、生物科学の5専攻に改組するとともに、従来の講座を整理統合し

て大講座制をとった。このような専攻・講座の統合を行った狙いは、教育に

おいては視野が広く分野横断的な発想のできる人材を育て、研究の面から

は、自然科学の急激な進展に即応して弾力的運営を行い研究の発展を目指す

点にあった。そして、各専攻には体系的な各分野を担当する大講座のほか

に、分野横断的あるいは学際的な新領域の教育と研究を推進する拠点として

相聞大講座が置かれ、さらに理学部附属施設および他の研究所、センターの

教官による協力講座が設置された。学部の教育組織は理学科1学科に改組さ

れ、学生は数理科学系、物理科学系、地球惑星科学系、化学系、生物科学系

の系単住で教育を受けることになった。

文学部においても平成 8(1996)年 4月に、人文科学研究の高度化と多様

化、あるいは学際的研究の進展といった状況に対応し得る教育研究体制の構

築を目指して大学院重点化を行った。それに先立ち、まず平成 7(1995)年度

に学部の組織をそれまでの 4学科44講座から 1学科(人文学科)16大講座へと

改組して、各専門分野聞の有機的な連携を図るとともに、新しい学問分野の

発展にも対応し得るようにした。次いで平成8年4月には、文学研究科の既

存の17専攻と 1講座を文献文化学、思想文化学、歴史文化学、行動文化学、

現代文化学の5つの専攻に再編成し、基幹16大講座をそのもとに配置して、

大講座相互間の研究・教育における交流と協力を一層密にしようとした。ま

た基幹講座のほかに4つの協力講座を設け、それらには人文科学研究所の教

官17名がそれぞれの専門に応じて加わることになり、さらに外国人を含む学

外の研究者を招聴する客員講座として、専攻横断的な総合文化学講座が設置

された。なお重点化に伴って学部の教育制度は学科目制となり、大学院の基

幹講座と合致する 6学科目から構成されることになった。

さらに農学部においても、平成7年度に学部の改組が行われ、幅広い基礎

学力を備え新しい研究領域に柔軟に対応できる人材を養成するために、従来

の講座制に代えて学科目制(コース制)が導入され、それまでの10学科が生物
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生産科学科、生物機能科学科、生物環境科学科の3学科にまとめられた。ま

た平成 7-9 (1995-97)年には農学研究科の改組と大学院重点化が行われ、

学際的・総合的研究をさらに深く追究し、また独創性のある深い専門性をも

った学生を養成するために、それまでの11専攻が6専攻(農学、森林科学、応

用生命科学、応用生物科学、地域環境科学、生物資源経済学)へと統合・再編さ

れた。また人事の流動化と新しい分野への柔軟な対応のために大講座制を採

用し、基幹講座のほかに協力講座が置かれ、既存の3つの研究施設は廃止さ

れてそれぞれ関係する専攻に組み込まれた。さらに、 3つの専攻に外国人客

員教官を置いて国際化への対応を図った。

経済学部においても平成 8(1996)年度から平成 9(1997)年度にかけて大学

院重点化が行われ、研究科は経済システム分析、経済動態分析、組織経営分

析、現代経済学の 4専攻から構成されることになった。この改組は何より

も、社会的要請に応えて先端的な理論研究および実証研究の展開と大学院教

育の高度化を図るとともに、その成果を学部教育に還元することにより経済

学教育全体の水準を向上させることを目的としており、基幹10講座のほかに

5つの協力講座を設け、それらには経済研究所の全部門をはじめとした学内

の経済学関係教官が加わることになった。なお、重点化に伴って学部組織は

平成9年度に経済学科が5つの大学科目に、経営学科が2つの大学科目に改

組された。

さらに平成9年4月には、薬学部においても大学院重点化が実現され、薬

学研究科の薬学、製薬化学、薬品作用制御システムの3専攻は創薬科学、生

命薬科学、医療薬科学の3専攻に再編成された。研究科の改組に伴って学部

組織も変更され、従来の 2学科(薬学科、製薬化学科)を統合して総合薬学科

1学科とした。この薬学部の大学院重点化によって、平成 4(1992)年の総合

人間学部創設以前に存在した本学の9学部のうち 8学部が大学院を教官の所

属部局とする体制へと移行することになった。残る教育学部においても平成

10年度に大学院重点化が行われる。

さて上述の大学院重点化の結果、各研究科の入学定員は修士課程、博士後
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期課程とも大幅に増員され、それとともに両課程の入学者数も著しく増加す

るに至った。修士課程全体の入学定員は平成 2(1990)年度の1，012名から平

成8年度には1，701名へと68%増加したのに対して、修士課程の入学者数は

同じ期間に1，108名から1，862名へとこれまた68%増加している。ただしこの

学生数の増加は、大学院重点化に伴う増募だけでなく、人間・環境学研究科

(平成3年度)および後述のエネルギー科学研究科(平成8年度)の新設にもよ

っていることに注意しなければならない。また文学・教育学・法学・経済学

の各研究科の修士課程では、平成5(1993)年度までは入学者数が定員をかな

り下回っていたが、それらの研究科でも平成6-8 (1994-96)年度には定員

の充足率が著しく高まったのである。

次に博士後期課程について見ると、その入学定員は全体で平成2(1990)年

度の633名から平成8年度には979名へと55%増加しているのに対して、入学

者数は同じ期間に531名から882名へと66%の増加を示している。このように

博士後期課程全体としては、平成2-8年度においても入学者数は定員に達

していないが、しかし医学・薬学研究科では常に、また文学・教育学・理

学・農学の各研究科でも多くの年度に入学者が定員を上回っており、平成8

年度には経済学研究科でも定員を充足している(数字は各年度の f京都大学概

要Jによる。ただし平成8年度の定員は学生部調べ)。

ここで、大学院重点化が行われた時期における博士学位の取得状況の変化

について一言しておこう。新制大学院発足以来京都大学において授与された

新制博士学佐は、平成9(1997)年5月1日現在で課程博士が6，930件、論文

博士が9，611件、合計 1万6，541件に上る。そして、このうち 1万5，632件

(94.5%)が理系の各研究科によるものであり、文系研究科における新制博士

は僅か888名(うち課程博士170名)にすぎない。ところで注目したいのは、大

学院重点化が始まった平成4(1992)年頃から多くの研究科において課程博士

取得者の著増が認められることである。この時期においても博士学佐取得者

の圧倒的多数は理系の研究科に集中しているが、従来課程博士取得者がごく

少数に留まっていた文学・法学・経済学の各研究科においても平成6年度か
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ら課程博士取得者が目立って増加しており、また文系・理系両分野にまたが

る新設の人間・環境学研究科においても平成 7(1995)年度以降相当数の課程

博士取得者が出始めたのである(平成元-9年度の 『京都大学概要』による)。

第3項独立研究科、附置研究所、研究センタ一等

の新設と改組

平成 3(1991)年4月の人間・環境学研究科の開設の後、新たな独立研究科

を設置する必要については、将来構想検討委員会の前述の平成 5(1993)年の

2つの試案および平成 6(1994)年の中間報告が詳しく論じたところである。

即ち、平成5年6月の「将来構想試案その 1Jにおいては、「従来の伝統的

学間体系の枠を越えた学際的・総合的な教育研究の場として、独立研究科の

設置を推進する」とし、その際考慮すべき基本原則が示された上で、それら

の原則を満足する学問分野として、既設の人間・環境学研究科のほかに、総

合エネルギー科学研究科、生命科学研究科、地域研究研究科、比較文化・総

合政策研究科の4つが挙げられた。その後同委員会において上記4つの独立

研究科について、関係諸部局の教官の協力を得ながら検討され、平成5年11

月の「独立研究科及び第 3キャンパス基本構想(1)<試案>Jにおいては、総

合エネルギー科学研究科、生物・生命科学研究科(生命科学研究科の名称を変

更)、多元価値総合政策研究科(比較文化・総合政策研究科の名称を変更)の基本

構想が提示されることになった(なお、地域研究研究科より名称変更のアジア・

アフリカ地域研究研究科の構想は、平成6年2月の中間報告で示された)。

以上の独立研究科設立計画に基づいて、平成8(1996)年4月1日まず第一

陣として大学院エネルギー科学研究科が設置され、 5月11日新宮秀夫教授が

初代研究科長に任命された。本研究科は、エネルギー問題の教育研究に取り

組むマルチディシプリナリーな大学院として設置されたもので、エネルギ一

社会・環境科学、エネルギー基礎科学、エネルギー変換科学、エネルギー応

用科学の 4専攻、 9基幹講座22分野(いずれも工学部、理学部、農学部、経済学
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部、原子エネルギー研究所、へリオトロン核融合研究センターからの移行、振り

替えによる)と 6協力講座(エネルギー理工学研究所の11分野および原子炉実験所

の4分野、総合人間学部の 1分野よりなる)からなり、入学定員は修士課程109

名、博士後期課程49名である。

続いて平成 8(1996)年 5月11日にはエネルギ一理工学研究所が設置され

た。本研究所は、原子エネルギー研究所がへリオトロン核融合研究センター

の一部と合体し、新しい研究所へと改組されたもので、すべて大部門でエネ

ルギ一生成、エネルギ一機能変換、エネルギ一利用過程の 3つの研究部門

(14分野)と、附属研究施設としてのエネルギー複合機構研究センターからな

る。横断的・機動的研究を推進しエネルギー問題に関連する先端的科学技術

研究の新たな展開を図ろうとするもので、上述の大学院エネルギー科学研究

科にも協力講座として参加しつつ、活発に交流を進めることになる。初代所

長には東邦夫工学部教授が就任した。なお、へリオトロン核融合研究センタ

ーの一部は平成元年に文部省核融合科学研究所に統合されていたが、同セン

ターは平成8年度よりその部門を新設のエネルギー科学研究科およびエネル

ギ一理工学研究所に移行させることによって発展的に解消することになっ

た。

さらに平成 8年4月1日には、 10年の時限を迎えたアフリカ地域研究セン

ターが大学院人間・環境学研究科アフリカ地域専攻へと改組転換された。こ

れは、上述の将来構想検討委員会の「中間報告」に基づいて、大学院アジ

ア-アフリカ地域研究研究科を平成10(1998)年度に新設するための第 lステ

ップとして行われたものである。これに伴い、アフリカ地域研究資料センタ

ーが学内措置によって設置され、従来アフリカ地域研究センターが果たして

きた国内外の学術交流および情報資料の集積・発信センターとしての役割を

担うことになる。

次いで、平成 9(1997)年 4月1日には、学内共同教育研究施設として京都大

学総合博物館と総合情報メディアセンターが新設されることになった。

まず総合博物館についていえば、古く大正 3(1914)年に建設された文学部
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陳列館が昭和30(1955)年博物館相当施設の指定を受け、昭和34(1959)年には

博物館と改称、わが国ではほとんど例のない大学博物館として活動してき

た。昭和61(1986)年にはその建物の一部を解体して 4階建ての新館が竣工

し、以来毎年春と秋に企画・特別展示および公開講座を開催するほか、他部

局の資料展示も行うなど学内共同施設としての機能も果たすようになった。

しかし、この博物館を維持してゆくことは文学部にとって財政的に小さから

ぬ負担であったため、これを全学の共同利用施設に転換してゆく道が模索さ

れることになった。

他方、理学部、農学部、教養部などにおいても、自然史や技術史に関する

膨大な学術標本資料を保管し学内外の研究と教育に役立てるために自然史博

物館の設立を求める声が高まり、こうして既設の文学部博物館を統合し、文

化史分野と自然史・技術史分野を含む新たな施設として総合博物館を設置す

ることが計画されるに至ったのである。この大学博物館計画は平成元(1989)

年から概算要求に組み込まれていたが、諸般の事情から実現に至らなかっ

た。しかし、平成 7(1995)年に文部省の学術審議会の報告が学術標本の保存

やデータベース構築の重要性を指摘し、大学博物館の必要性を主張したこと

から状況が好転し、翌平成 8(1996)年度には東京大学に総合研究博物館が設

置された。本学においても総合博物館設立準備室を中心に博物館計画の具体

化が行われ、平成9年度予算においてその設置が認められたのである。

本博物館は学術標本資料に関する収蔵、展示、公開および教育研究の支援

を行うとともに、これに関連して学術標本資料の収集と利用、解析と学術的

評価およびその情報化に関する研究を行うことをその機能とするものであ

り、初代館長には河野昭一理学研究科教授が就任した。

次に京都大学総合情報メディアセンターは、既設の学内共同利用施設であ

る情報処理教育センターと工学部開属高等情報開発実験施設の両者を転換・

統合するとともに拡大したもので、 21世紀の高度情報化社会に向けた人材の

養成と大学教育の発展に寄与することを目的としている。具体的には、教育

支援部門と開発支援部門を置き、両者の有機的な連携の下に情報処理教育環
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境の提供、発信型語学教育環境の提供、教養教育・専門教育におけるメディ

アを利用した教材作成とその支援、遠隔講義・会議の支援およぴオープンス

ペースラポでの学習環境の提供等の諸事業を行うことになっている。初代セ

ンター長には富田異治工学研究科教授が就任した。

以上のほか、平成 8(1996)年度には全学の教育研究施設として京都大学ベ

ンチャー・ビジネス・ラボラトリー(KU-VBL)が設置されることになり、平

成8年3月にはその研究棟が竣工して本格的活動を開始した。これは平成7

(1995)年度補正予算の「大学院を中心とした独創的研究開発推進経費」によ

り設立されたもので、ベンチャー精神に富んだ独創的研究者の育成を目的と

した施設である。現在は「先進電子材料開発のための原子・分子アプロー

チ」を教育研究テーマに、工学研究科の電気系・化学系を主体に理学研究

科・化学研究所等の多数の教官からなる横断的で、柔軟な組織で、フ。ロジェクト

を推進している。

第4項京都大学創立百周年記念事業

1. 創立百周年記念事業委員会の設置

京都大学が平成 9(1997)年に創立百周年を迎えるのを機に記念事業を実施

することについては、早く昭和62(1987)年 5月26日の部局長会議で話題とな

り、以来、学内の各部局・委員等から様々な提案が寄せられていたが、昭和

63(1988)年11月15日の部局長会議において「創立百周年記念事業計画の提

案」が議せられた後、同月22日の評議会において西島総長より記念事業の実

施が提案され、了承された。次いで翌平成元(1989)年 5月16日の評議会にお

いて、この記念事業を企画立案し実施するための「創立百周年記念事業委員

会J(以下、記念事業委員会)の設置が認められ、学内からの提案を基に同年

秋までに具体的な実施計画を作成することになった。

記念事業委員会は総長を委員長とし、各学部長、大学院人間・環境学研究

科長、各研究所長、各センタ一長および遺伝子実験施設長、医学部附属病院

777 



第7章京都大学の再編と発展

長、農学部附属農場長および農学部附属演習林長、附属図書館長、医療技術

短期大学部部長、事務局長および学生部長によって組織された。平成元年5

月30日に聞かれた第1回の委員会では、幹事会の設置と本委員会の運営方法

の申し合わせが承認され、以後幹事会を中心に記念事業計画について詰めて

ゆくことになった。同年11月7日の第 2回委員会では、創立百周年記念事業

計画案(事業計画、募金目標額、使用に関する基本方針)が承認され、評議会の

了承を得た後、同年12月11日の財団法人京都大学後援会役員会において説明

された。なお、この段階で記念事業の 1つとして企画されていた百年史の刊

行については、多くの準備期聞を必要とするところから、上記11月7日の記

念事業委員会において、全体計画の確定に先立つて「京都大学百年史編集委

員会Jを設置することが承認された。翌平成 2(1990)年 9月11日に設置され

た同委員会は記念事業委員会の委員若干名、各部局選出の委員各1名、編集

上の観点から委嘱された専門委員若干名によって構成され、百年史の構成お

よび内容に関する基本的計画の立案や編集の総括を行うもので、平成2年11

月7日に第 1回の委員会を開催、委員長に西田龍雄附属図書館長(文学部教

授)が指名され、編集作業を開始した(なお、西国図書館長の停年退官後、朝尾

直弘、長尾真、万波通彦の各図書館長が順次、編集委員長に就任した)。

記念事業委員会ではその後も幹事会を中心に記念事業の内容について検討

を続け、平成 2(1990)年 7月16日には「創立百周年記念事業計画(原案)Jが

京都大学後援会役員会に付議され承認された。次いで平成 3(1991)年5月28

日には「創立百周年記念施設建設委員会」が設置され、記念施設についてそ

の基本計画の立案に当たることになった。また同年11月22日に開催された京

都大学後援会役員会では、「京都大学創立百周年記念事業推進実行委員会J

を設けて記念事業の推進に全面的に協力することになり、委員長に大西正文

常務理事(のち副会長、大阪瓦斯株式会社会長)を内定した(大西は同実行委員会

発足とともに委員長に就任)。しかし、その後わが国は戦後最長の不況に見舞

われたため、記念事業の決定が大幅に遅れただけで、なく、記念事業の内容に

ついても再検討を余儀なくされた。記念事業計画が漸く確定し公表されたの
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は、平成6(1994)年6月21日のことであった<r京大広報』号外)。

2. 記念事業の内容

計画された記念事業は大別して 4つの柱からなっている。その第 1は記念

行事であり、記念式典をはじめとして記念シンポジウム、記念特別講演会、

音楽会、新「学歌」の制定からなる。第 2は上述の百年史の刊行であり、

近・現代の日本の国家、社会の歩み、学術・文化・教育の発展を背景に置き

つつ、世界的視野に立って京都大学百年の歴史を記述するものである。第3

は百周年時計台記念館の建設であり、本学のシンボルともいえる時計台を再

生し、異分野学問領域の聞のみでなく大学と社会との学術的交流のためのイ

ンターフェイスとなる施設にしようという計画である。第4は国際交流事業

の推進であり、教官の研究交流、学会への出席、事務系・技術系職員の海外

研修を行うほか、特に協定校等との学生交流制度を設け、国際化時代にふさ

わしい人材を養成するための基金を作ろうとするものである。以上の事業を

遂行するための費用は60億円とされ、募金によってまかなうが、そのほか国

費によって時計台の改修および管理棟等の新築を実施することが予定され

た。

以上の記念事業計画の決定の後、平成 7(1995)年4月18日には「百周年記

念式典・シンポジウム委員会」が設置され、記念式典およびシンポジウムの

企画・立案と実施に当たることになった。同委員会には、記念式典、記念シ

ンポジウム、記念音楽会、京都大学展の各実行委員会および記念映画制作委

員会が設置され、それぞれの事業案の具体化のための詰めを行うことにな

る。またこれより先、平成6(1994)年4月12日には財団法人京都大学後援会

が行う百周年記念事業募金を支援するため、学内に「百周年記念事業支援委

員会」が設置された。募金活動は平成7年初めから開始される予定であった

が、同年1月17日の阪神・淡路大震災によって広範囲にわたり甚大な被害が

生じたために開始を見合わすことになり、平成7年4月にまず個人宛に、次

いで同年10月には法人宛に募金依頼状が送られた。また記念事業の実施に係
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る事務の連絡調整のために、平成 8(1996)年 7月事務局庶務部に「創立百周

年記念事業推進室」が設置された。

3. 記念事業の実施状況

まず、百年史の編集は、平成 3(1991)年6月4日の第 2回編集委員会で承

認された編集大綱に基づいて進められた。百年史は総説編1巻、部局史編3

巻、資料編3巻の 7巻編成とすることが決定され、平成 9(1997)年の創立百

周年時にまず部局史編3巻を刊行し、翌年以降、総説編、資料編を順次刊行

することになった。また、これより先昭和62(1987)年に発足した「京都大学

写真集企画委員会J(委員長新田博衛教養部教授)の仕事を受け継いで、京都大学

写真集を百年史の別冊として刊行するとともに、京大の沿革史を広い範囲の

読者に紹介するための小冊子を刊行することが決まり、その編集作業が百年

史編集委員会に委ねられた。

百年史本編については上述の計画に従って、各部局でそれぞれ部局史の編

集委員会が設置され、原稿が執筆された。各部局から提出された原稿には、

内容の調整と表記や構成の統ーのために中央の専門委員会および、百年史編集

史料室において詳細な検討が加えられ、問題点の解決のために部局の編集委

員会との聞で協議が重ねられた。こうして原稿が完成して平成 8(1996)年6

月より印刷作業に入札平成 9(1997)年11月2日の記念式典に先立ち『京都

大学百年史J部局史編3巻(2，000部)が刊行された。これは、平成 6(1994)年

3月末時点の本学のすべての部局と医療技術短期大学部およぴ旧教養部の歴

史を収録したもので、総頁数3，300の大冊である。またこの部局史編と同時

に『京都大学百年史 写真集j(1万部)および小冊子『京大百年j(3万部)

が刊行の運ぴとなった。さらに上述の部局史の編集・刊行作業と並行して、

大学全体の通史と事務局・学生部・附属図書館の歴史を収める百年史総説編

の編集作業が平成10年6月刊行を目指して進められた。残る資料編3巻につ

いても、平成11(1999)年以降順次刊行すべく現在、作業が進められている。

次に、記念式典およびこれに関連する諸行事は、式典・シンポジウム委員
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会において検討された具体案に沿って、平成9年11月 1-3日に挙行され

た。即ち、記念式典は11月2日午前10時30分より京都会館第 1ホールにおい

て、来賓、同窓生、教職員、学生等約1，700名の出席のもと盛大に挙行され、

同日午後には京都市勧業館において記念祝賀会が催された。 翌3目、文化の

日には、京都テルサホールにおいて、午前中記念特別講演会がドイツの哲学

者・社会学者ユルゲン・ハーパーマスとイギリスの分子生物学者シドニー・

ブレンナーを招いて挙行され、また午後には同じ会場において i20世紀から

新世紀へ一一知の軌跡と大学の可能性jなるテーマの下に、利根川進マサチ

ューセッツ工科大学教授、森嶋通夫ロンドン大学名誉教授、虞中平祐、藤津

令夫両本学名誉教授をパネリストとして、記念シンポジウムが開催された。

さらに記念式典に先立ち、 11月1日には京都コンサートホールで記念音楽会

が開催された。

以上のほか記念行事としては、創立百周年記念展覧会、記念公開講座、地

域講演会が開催され、また記念映画の制作、記念切手・絵葉書の発行が行わ

れた。記念展覧会は、平成 9(1997)年10月28日より「知的生産の伝統と未

来jなるテーマの下に、 総合博物館と附属図書館をメイ ン会場として 4週間

にわたって開催されたが、その間約1週間は数個のサテライト会場でも聞か

れることになった。記念公開講座と記念地域講演会は、「京都大学市民講

座・春秋講義企画委員会Jの立案によるものであるが、そのうち公開講座は

10月18日午後、京都産業会館において「知の最前線はいま一一日本の文化と

国土」をテーマに、日高敏隆、河合隼雄両名誉教授を講師として開催され

た。また地域講演会は、平成9年10月4日にまず名古屋で井村裕夫総長、伊

東光晴名誉教授を講師として、次いで平成10(1998)年2月21日には大阪で井

村前総長、佐藤幸治大学院法学研究科教授を講師として開催されたが、平成

10年10月には東京でも開催されることになっている。なお、新「学歌」の制

定は、公募の結果「学歌」にふさわしい優秀作がなく、取り止めとなった。

上述の百周年記念式典・祝賀会・ シンポジウム等の終了後、11月14、15両

日井村裕夫総長の任期満了に伴う次期総長の選挙が行われ、長尾真大学院工
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学研究科教授が12月16日本学第23代総長に就任した。

以上に述べたように、百周年記念行事は平成9年中にそのほとんどが滞り

なく終了し、また百年史の刊行も当初の計画通りに進行したのであるが、計

画された記念事業の他の2つの柱である百周年時計台記念館の建設と国際交

流事業の推進については、記念事業募金の終了後に具体化される予定であ

る。
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